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第Ⅲ章 新たな接続料の導入 
 第１節 光ファイバ設備に係る地域別接続料設定の是非 

  

 
３ 考え方 
（１）事業者により異なる接続料の設定 

  

意見  再意見 考え方 
    
 意見１－１－１ ＮＴＴ東西により異なる接続料を設定することについては、賛同。 
（但し、接続料の高くなる事業者については、接続料の低廉化に向けて、最大限の経営努力が図られ
る仕組みが前提となる。） 
（各々の接続料の設定に当たっては、長期増分費用方式を用いるべき。） 

   再意見１－１－１（意見１－１－１同旨）  考え方１－１－１ 
 
本答申本文で述べたとおり、平成１４年度以後は
ＮＴＴ東日本・西日本で各々異なる接続料を設定す 

   べきと考えられる。 
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 
○ 賛同いたします。賛同いたします。賛同いたします。賛同いたします。再編の趣旨を鑑みた適切なご判断と考えます。 
 （ＴＴＮｅｔ） 
 
○ 東西ＮＴＴ地域会社間において料金差を設けることは、以下の「ＩＴ特別部会」（第一次答申）にあ
るようにヤードスティック競争の観点から、競争促進につながるとも考えられるため、答申草案に賛成
致します。 
４ ユニバーサルサービスの確保 
（３）ユニバーサルサービスのコスト及び料金水準の在り方 
 イ ユニバーサルサービスと料金水準 
   ⑤ 一方、東西会社間の料金格差については、東西会社間の比較競争（ヤードスティック競争）
が働くことが期待され、また、東西･ＮＴＴという異なる会社間で料金が同一でなければならないと東西･ＮＴＴという異なる会社間で料金が同一でなければならないと東西･ＮＴＴという異なる会社間で料金が同一でなければならないと東西･ＮＴＴという異なる会社間で料金が同一でなければならないと
いう合理的根拠にかける。いう合理的根拠にかける。いう合理的根拠にかける。いう合理的根拠にかける。このため、東･西ＮＴＴ間においては料金を引き下げる方向で格差が生じ
ることはあり得るものと考えられる。 
【ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方についての第一次答申 ～Ｉ
Ｔ時代の競争促進プログラム～（平成 12 年 12 月 21 日 電気通信審議会）～P.55～】 
 

 （ＫＤＤＩ） 

 ○ レベルスリーコミュニケーションズ株式会社の
意見に賛同致します。 
 東西ＮＴＴ地域会社間において料金差を設ける
ことは、ヤードスティック競争の観点からも、競
争促進につながるとも考えられるため、NTT NTT NTT NTT 東日東日東日東日
本と本と本と本とNTT NTT NTT NTT 西日本の各々について異なる接続料を設西日本の各々について異なる接続料を設西日本の各々について異なる接続料を設西日本の各々について異なる接続料を設
定すべきと考えます。定すべきと考えます。定すべきと考えます。定すべきと考えます。    
（ＫＤＤＩ） 

その際にも、指定電気通信設備を設置する事業者
においては、光ファイバ設備等に係る接続料の低廉
化に向けて経営効率化が今後共必要と考えられる
ことは言うまでもない。 
なお、長期増分費用モデルの見直しに伴う同モデ
ルの具体的な適用については、平成１４年度に結論
を出すこととなっている。 

    
○ ＮＴＴ東西の経営実態に即して事業展開を行っていくというＮＴＴ再編の趣旨から判断して、特定費
用負担金制度の存続する平成１３年度が終了した後に、ＮＴＴ東西により異なる接続料を設定すること
については、賛同いたします。但し、異なる接続料の設定ありきではなく、まず同等レベルの接続料で
あるべきと思っております。例えば、電気料金は電力会社毎に異なりますが、その差異は地域性を考慮
して常識的範囲内であると認知されています。このような常識的範囲内に収れんさせるためには、接続
料の高くなる事業者については、接続料の低廉化に向けて、最大限の経営努力が図られる仕組みが前提
となります。 

 （ＯＭＰ） 
 

   

○ NTT 東日本と NTT 西日本の各々について異なる接続料を設定すべきとする第二次答申草案の考え方に
賛成する。草案でも述べられているように、NTT 東日本・西日本は別会社であり、その費用は異なって
いるため、異なる接続料が設定されるのは当然である。NTT 東西で異なる接続料を設定する時期につい
ては、平成 13 年度まで特定費用負担金制度が適用されることを考えると、平成 14 年度からとするのも
やむをえないと考える。また、各々の接続料の設定に当たっては、非効率性を排除するために長期増分
費用方式を用いて算定すべきである。 

 （レベルスリー） 
 

   

    
 意見１－１－２ ＮＴＴ東日本・西日本間でコスト情報の開示や料金額の事前の連絡をして接続料を

同額に設定することは正当ではない。 
   再意見１－１－２（意見１－１－２同旨）  考え方１－１－２ 
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    ＮＴＴ西日本の経営の安定化を図る必要がある 
○ 貴審議会におかれては、平成 13 年度迄は東西ＮＴＴの接続料が同額に設定されることはやむを得な
いと述べられておりますが、特定費用負担金の交付は偶然の結果として両社の接続料が同額になる根拠
にはなり得ても、これをもって両社間で接続料に関し事前に連絡をとりあい申請すべき額を合意するこ
とを正当とする根拠にはなり得ないと考えます。東西ＮＴＴは互いの業務区域に参入し競合するサービ
スを提供することのできる潜在的競合事業者です。特定費用負担金の交付は、このような潜在的競合事
業者間で料金に関し通謀合意することまでをも適法化するものではないと考えます。この趣旨の記述を
本答申に追加していただきたくお願いいたします。 
平成 14 年度以降については、東西ＮＴＴはコストの差違に基づき各々異なる接続料を設定すべきと
の貴審議会のご見解につきましては、弊社といたしましても当然のことと考えておりますが、東西ＮＴ
Ｔが各々異なる接続料を設定する場合、設定される料金額につき両社間で事前の連絡がなされないこと
やコスト情報等を互いに開示しないことが情報面において他事業者との公平さを担保するために極め
て重要と考えます。貴審議会におかれましては、本答申においてこの考え方を明確していただきたくお
願いいたします。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

 ○ Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ殿意見に賛同します。 
 ＮＴＴの東西への分割はヤードスティック競争
による東西間の競争の実現を目的としたものであ
り、競争によってユーザ料金が低下しユーザにメ
リットが生じるのであれば、ある程度の東西間の
料金の差は許容できるものと考えます。むしろ、
接続料金が同一に設定されることは、料金額につ
いて両者間で事前の連絡やコスト情報の相互の開
示が行われていることを意味し、ＮＴＴ再編の趣
旨に反するものと考えます。 
 また、このことはＮＴＴ再編で意図したＮＴＴ
東西地域会社間の相互参入が起こりえないことを
意味し、結果的にＮＴＴ地域会社間のヤードステ
ィック競争が機能しないものと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

ときに同社への金銭の交付を認める制度である特
定費用負担金制度が存続する間は、ＮＴＴ東日本・
西日本で同額の接続料とすることもやむを得ない
と考えられることは本答申本文で述べたとおりで
あるが、ＮＴＴ東日本・西日本が各々の経営実態に
則して接続料を設定することが原則であり、平成１
４年度以後の接続料の設定は両者間で協調して行
なわれるべきではない。 
 但し、長期増分費用モデルや接続会計結果等から
求められるコスト情報については、両社間のみなら
ず広く開示すべきであり、そういった観点から公平
性、公正性が損なわれないようにすべきである。 

    
 意見１－２ 接続料を東西別とすることについては、競争への影響、ＬＲＩＣモデルにおけるＮＴＳ

コストの扱い方、ユニバーサル基金等の導入方法等について総合的かつ慎重な検討が必要。 
   再意見１－２ ＬＲＩＣの導入が接続料を事業

者毎とすることを困難にする訳ではな
い。 

 考え方１－２ 
 

    ＮＴＴ東日本・西日本で異なる接続料を設定する 
○ 平成１２年度から、電話・ＩＳＤＮの接続料金にモデルに基づいた長期増分費用方式（ＬＲＩＣ）が
導入されているところですが、ＬＲＩＣによる接続料金では実際に発生する費用が未回収となるという
問題があります。現在平成 14 年度見直しに向けてモデルの見直し作業中でありますが、企業として最
大限の効率化に努めてもなおコスト未回収が発生するような接続料水準とすることは経営上大きな問
題があると考えております。なお、米国においてはＬＲＩＣ方式の適用は接続料金を払い合う市内通信
会社間に限定されております。更に、現在連邦最高裁において仮想的なモデルによるＬＲＩＣ方式が通
信法に照らして違法かどうか係争中であります。日本においては、優先接続も市内通信まで導入されて
いることと合わせて、接続料金の値下げに伴って市内通信の料金値下げ競争が激化しており、接続料金
の未回収に加えて、ユーザ料金の値下げ競争によっても財務的に大きな影響が発生しております。 
また、これまで電話・ＩＳＤＮのネットワークは全国一体的に構築して、ユニバーサルサービスの維
持などの社会的な要請にも配慮し、接続料金やユーザ料金は基本的に全国一律料金を維持してきたもの
であります。接続料金を東西別料金とした場合には、結果として各社のユーザ料金にも東西別接続料格
差が反映されたものになると想定されることから、競争への影響、ＬＲＩＣモデルにおけるＮＴＳコス
トの扱い方、現在検討中のユニバーサルサービス基金等の導入方法、更にユーザ料金の東西格差の社会
的受容性等についても、総合的かつ慎重な検討が必要であると考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

 ○ LRIC 方式はＮＴＴ東西の不効率なﾈｯﾄﾜｰｸ構成や
不効率な運用に係るコストを除外する目的で導入
されたものであることから、未回収のコストはＮ
ＴＴ東西の経営の不効率性に起因するものです。
接続事業者がこのような不効率性に起因するコス
トまで負担する理由はありません。 
 企業としての最大限の効率化は自由競争市場に
おいて厳しい競争に直面して初めてなされ得るも
のです。地域網をほぼ 100%独占するＮＴＴ東西が
厳しい競争に直面して企業として最大限の効率化
をすでに行なっているとはとても考えられませ
ん。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 
○ ＮＴＴ東西は東日本／西日本と業務区域を異に
する別会社です。接続料やその他ユーザー料金に
ついて別料金を設定すべきことは当然のことで
す。ＬＲＩＣ方式の本質はネットワークの在るべ
きコストを求めることです。この意味においても
異なるネットワークについて異なるコスト／接続
料が在り得べきものと想定されています。別会社
により異なる業務区域において同一の接続料が認
められてはならないと考えます。その一方で、長
距離・国際系の他事業者は日本全国を業務区域に
しています。このような日本全国を業務区域にし
ている事業者については、ＮＴＴ東西が別な接続
料を設定したからといって一つの業務区域を東日
本と西日本に細分化して別々のユーザー料金を設
定する必然性はないと考えます。同一の業務区域
については同一のユーザー料金を設定するという
ことはユーザー料金設定の考え方として妥当なも

ことと、ＬＲＩＣモデルにおけるＮＴＳコストの扱
やユニバーサルサービス基金等についてとでは直
接の関係は無く、意見の趣旨が明確でない。 
 なお、ＮＴＴ東日本・西日本で異なる接続料とす
ることに慎重であるべきとする本意見は、光ファイ
バ設備について地域別接続料導入を主張する両社
の意見とは矛盾している。 
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のと考えます。 
 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 
○ ＮＴＴ東西殿のご意見には、賛同しかねます賛同しかねます賛同しかねます賛同しかねます。 
 ＬＲＩＣは、草案Ｐ３０にご指摘いただいてい
るとおり『実際費用方式では指定電気通信設備に
おける非効率性を接続料の原価算定上除外するこ
とが出来ない』という課題を解消するために導入
されたものです。 
 弊社としては、ＬＲＩＣは「競争原理の働かな
い接続料の分野に、仮想的に競争原理を持ち込む
ことが狙い」と理解しております。 
 このために、競争原理が働いた場合はこうなる
はずという推計結果がＬＲＩＣなのであって、Ｎ
ＴＴ東西殿の「実際に発生する費用が未回収」と
のご指摘には、賛同しかねます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 
○ 弊社はダークファイバのコストもＬＲＩＣ方式
で算定していただけるよう要望しておりましたが
ＬＲＩＣ方式では算定していないため、現状では
ダークファイバの接続料金にＬＲＩＣ方式が適用
されることはないと考えております。ダークファダークファダークファダークファ
イバのように現在の実際原価方式で算定しているイバのように現在の実際原価方式で算定しているイバのように現在の実際原価方式で算定しているイバのように現在の実際原価方式で算定している
接続料金についてはＮＴＴ東西が問題だと指摘し接続料金についてはＮＴＴ東西が問題だと指摘し接続料金についてはＮＴＴ東西が問題だと指摘し接続料金についてはＮＴＴ東西が問題だと指摘し
ている「コスト未回収」が発生しないため、ている「コスト未回収」が発生しないため、ている「コスト未回収」が発生しないため、ている「コスト未回収」が発生しないため、経営経営経営経営
上何ら問題なく地域別接続料設定も可能と考えま上何ら問題なく地域別接続料設定も可能と考えま上何ら問題なく地域別接続料設定も可能と考えま上何ら問題なく地域別接続料設定も可能と考えま
すすすす。 
 問題は、電話・ＩＳＤＮに適用されているＬＲ
ＩＣ方式の接続料金と光ファイバに適用されてい
る実際費用方式の接続料金が混在しており、ＬＲ
ＩＣ方式と実際費用方式の間で内部相互補助が行
われないよう接続会計を分計し監視することが難
しい点にあります。特にダークファイバの加入者
回線（光信号端末回線）では、７年間の需要想定
をして７年間の平均原価から接続料算定をしてい
るため、平成１６年度までは巨額の赤字が発生す
ることになります（下表参照）。ＬＲＩＣ方式で
算定する料金区分と実際費用方式で算定する料金
区分との分計が明確にできない状態のもとでは、
ＮＴＴ東西の経営赤字の原因が接続料金にＬＲＩ
Ｃ方式を導入したからだとは明確に判断できませ
ん。また、ＬＲＩＣ方式導入により経営が悪化す
る場合があったとしても、実際費用方式で本来な
ら７年間で採算がとれているはずの光ファイバ設
備のアンバンドルまでがその影響で急遽計画変更
となり、エリアが縮小されたりファイバ敷設工事
が滞ったりすることがないように要望いたしま
す。 
 したがって、光ファイバ設備の中でも実際費用光ファイバ設備の中でも実際費用光ファイバ設備の中でも実際費用光ファイバ設備の中でも実際費用
方式で接続料算定を行っている、光信号端末回方式で接続料算定を行っている、光信号端末回方式で接続料算定を行っている、光信号端末回方式で接続料算定を行っている、光信号端末回線線線線
伝送機能及び光信号中継回線伝送機能については伝送機能及び光信号中継回線伝送機能については伝送機能及び光信号中継回線伝送機能については伝送機能及び光信号中継回線伝送機能については
接続会計で分計していただけるよう強く要望いた接続会計で分計していただけるよう強く要望いた接続会計で分計していただけるよう強く要望いた接続会計で分計していただけるよう強く要望いた
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します。します。します。します。 
（表）光信号端末回線伝送機能（加入者線）の加算料（表）光信号端末回線伝送機能（加入者線）の加算料（表）光信号端末回線伝送機能（加入者線）の加算料（表）光信号端末回線伝送機能（加入者線）の加算料
相当コスト控除後原価と収入の差額（相当コスト控除後原価と収入の差額（相当コスト控除後原価と収入の差額（相当コスト控除後原価と収入の差額（NTTNTTNTTNTT 東西光ファ東西光ファ東西光ファ東西光ファ
イバ設備の接続約款の算定根拠別添１より作成）イバ設備の接続約款の算定根拠別添１より作成）イバ設備の接続約款の算定根拠別添１より作成）イバ設備の接続約款の算定根拠別添１より作成）    

単位（百万円） 

 （イー・アクセス） 
 
○ 米国においては、州際通信と州内通信における規
制機関が制度上明確に異なる等の事情があり、ま
た、アクセスチャージについては、ローカルネッ
トワークコストの一部を補填してきた歴史的経緯
により、ユニバーサルサービスコストとのセット
での議論が行われてきました。 
 米国では日本とは異なる制約があるため、単純
な比較は行えないものと考えております。また、
長期増分費用方式は米国だけでなく、英国・オラ
ンダ・カナダ・香港等でも導入されており、米国
の制度のみとの比較は適切ではないものと考えて
おります。 

 （ＪＴ） 
 

３ 考え方 
（２）光ファイバ設備に係る地域別接続料の設定 
（３）地域別接続料の設定に関する今後の検討課題 

  

    
 意見２－１－１ 答申草案の内容に賛同。    考え方２－１－１ 
    
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 

  本答申本文で述べたとおり、地域別接続料の検討
に向けて都道府県毎のコスト把握を図ることが必
要。 

○ 賛同いたします。地域別料金は、ご指摘のとおり、不当な差別的取扱いにあたることのないように、
地域毎のコストを適正に把握したうえで、慎重にご議論されることを望みます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 

   

    
 意見２－１－２ 適切なユニバーサルサービス基金を使えば、低コスト地域での接続料引下げがユニ

バーサルサービスの均一料金の確保を損ねることはない。 
   考え方２－１－２ 

   地域別接続料の設定についての結論を出す際に 
○ ユニバーサルサービスの均一料金をどうするかについては、弊社としては、地域別接続料金を設定す
ることによってユニバーサルサービスの均一料金確保に支障をきたすかどうかの議論を尽くしたあと、
均一料金を確保できないという結論が出た場合には、ユニバーサルサービス基金を利用して均一料金を
確保するためのコストに充てるべきであると考える。 

 （下略） 
 （レベルスリー） 
 

  は、ユニバーサルサービスの均一料金を確保する体
制が十分であるかを見極める必要がある。 

    
 意見２－１－３ 地域別接続料を要望するが、答申草案には一定の理解。地域毎のコストの把握と、

光ファイバ設備の長期増分費用モデルでの料金算定を要望。 
   考え方２－１－３ 

    本答申本文で述べているとおり、地域別コストの 

    平成平成平成平成 13131313
年年年年    

平成平成平成平成 14141414
年年年年    

平成平成平成平成 15151515
年年年年    

平成平成平成平成 16161616
年年年年    

平成平成平成平成 17171717
年年年年    

平成平成平成平成 18181818
年年年年    

平成平成平成平成 19191919
年年年年    

差額差額差額差額    -88,506 -81,544 -67,364 -42,276 24,080 100,069 155,491 
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○ 光ファイバ弊社は地域的接続料金の設定を要望しておりますが、その理由は地域間での光ファイバ設
備コストに著しく差があるとすれば、地域を限定して参入している事業者は実際のコストに基づかない
過大な負担を強いられる可能性があること、結果的に低コスト地域における新規参入を阻害する可能性
があることです。 
上記の考え方については一定の理解をいたしますが、一方で著しいコスト差が生じていた場合には、
上記の理由にもかかわらず、見直しを行うべきだと考えます。 
従いまして、今後の検討課題において、以下のことを要望いたします。 

  把握が必要である。なお、光ファイバ設備の長期増
分費用モデルの作成については、第一次答申でも述
べているとおり、「光ファイバ設備に対する相当期
間の需要動向が十分見込める状況になって、かつ、
事業者の新規投資へのインセンティブを失わせな
いことに留意してその適用の是非等を判断してい
くことが望ましい」。 

①地域ごとのコストの把握 
答申案では、「地域別接続料の検討に向けて接続会計或いは長期増分費用モデルにおいて、地域毎
のコストを適正に把握する体制の整備を図ることが必要である」（p.63）、と書かれておりますが、弊
社も同意いたします。直ちに接続会計による都道府県毎の局間及び端末ファイバコストを開示頂くと
ともに、本年 5 月 18 日に審議会に諮問されたＮＴＴ東西の接続約款改定案における実績コストに基
づいた局間光ファイバアンバンドル料金、将来需要・将来原価にもとづいた端末ファイバアンバンド
ル料金についても、地域毎に算定された数値を開示すべきだと考えます。また、長期増分費用モデル
でも適切な光ファイバ設備のアンバンドル料金が算定されることを要望いたします。 
（イー・アクセス） 

 

   

○ アンバンドル化された設備の地域別料金設定とそのユニバーサル・サービスへの影響は、独占から競
争へと移行するどの市場でも直面する問題であります。競争がまず根づく人口密集地域の都市環境にお
いては単位ごとの設備コストは低くなる傾向があることから、均一化されていない卸料金（特に地方・
都市間）は競争を促進し、料金を引き下げることに重要な影響を持ち得るのです。不均一化をしないま
までは、競争が経済的に成長しない地域においては、既存事業者は競争がより育ち得る地域からコスト
以上の料金を競合事業者からをとることにより効果的に地域間補助をし続けることができるのです。総
務省の長期増分費用モデルの詳細さのレベルを考えると、不均一で、長期増分費用方式ベースの料金を
アンバンドル化された設備（光ファイバーを含む）に適用することは可能なはずで、その点を検討され
るべきです。 
（米国大使館） 

 

   

    
 意見２－２ 光ファイバ設備は本来指定電気通信設備の対象外と現在も考えている。その後接続料等

は地域別等柔軟に設定できるスキームとすべき。 
   再意見２－２ 第一次答申等によりＮＴＴ東日

本・西日本の光ファイバ設備が指定電気
通信設備であることは整理済。 

 考え方２－２ 

    
○ 光ファイバ設備は、今後の高速サービスの需要拡大に伴って、設備の構築を進めて行きたいと考えて
おります。 
電気通信事業者以外も含めて光ファイバを保有する事業体は多く、今後も増加傾向にあることから、
事業者による光ファイバの利用については設備調達の代替手段が存在しており、設備ベースの競争が既
に始まっております。また、高速サービスは、ＣＡＴＶ網のケーブルや無線アクセスなど、多様な設備
を利用することも可能となっております。 
従って、当社においてもサービスベースあるいは設備ベースの競争に対応でき、かつ、設備投資のイ
ンセンティブが損なわれることがないよう、本来は光ファイバ設備を指定電気通信設備の対象外である
と現在も考えており、また、高速サービスのユーザ料金や光ファイバ設備の接続料金は地域別等柔軟に
設定できるスキームとすべきと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 以下の「接続ルールの見直しについて」（第一次
答申） にあるように、ラストワンマイルのインフラストワンマイルのインフラストワンマイルのインフラストワンマイルのインフ
ラを所有する東西ＮＴＴ地域会社は、他の事業者ラを所有する東西ＮＴＴ地域会社は、他の事業者ラを所有する東西ＮＴＴ地域会社は、他の事業者ラを所有する東西ＮＴＴ地域会社は、他の事業者
より遥かに容易に光ファイバを設置できる状況により遥かに容易に光ファイバを設置できる状況により遥かに容易に光ファイバを設置できる状況により遥かに容易に光ファイバを設置できる状況に
あります。あります。あります。あります。 一方、新規参入事業者が自ら新たに
設備を敷設することは、莫大なコストと時間を要
するため、大変非効率なものと考えており、サー
ビス開始面や料金面等の観点から、ラストワンマ
イルのインフラを所有する東西ＮＴＴ地域会社と
競争することは不可能と考えます。 
 従って、ラストワンマイルのインフラを所有すラストワンマイルのインフラを所有すラストワンマイルのインフラを所有すラストワンマイルのインフラを所有す
る東西ＮＴＴ地域会社の設備を有効利用することる東西ＮＴＴ地域会社の設備を有効利用することる東西ＮＴＴ地域会社の設備を有効利用することる東西ＮＴＴ地域会社の設備を有効利用すること
が、今後のＩＴを普及させるために必須と考えまが、今後のＩＴを普及させるために必須と考えまが、今後のＩＴを普及させるために必須と考えまが、今後のＩＴを普及させるために必須と考えま
す。す。す。す。    
（ＫＤＤＩ） 

 
○ 次頁の「接続ルールの見直しについて」（第一次
答申） にあるように、光ファイバ設備は指定電気光ファイバ設備は指定電気光ファイバ設備は指定電気光ファイバ設備は指定電気
通信設備であって、この位置づけは省令等におい通信設備であって、この位置づけは省令等におい通信設備であって、この位置づけは省令等におい通信設備であって、この位置づけは省令等におい
て整理済みとなっております。て整理済みとなっております。て整理済みとなっております。て整理済みとなっております。    

 光ファイバ設備と指定電気通信設備については
第一次答申第Ⅱ章第２節を参照。 
 地域別接続料については本答申本文でも今後の
検討課題としている。 
 なお、光ファイバ設備に係る地域別接続料の設定
については、ＮＴＴ東日本・西日本は平成１３年２
月にこれを将来の課題とする意見を提出している。 
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 競争を促進させ、お客様の利便を向上させるた
めには、当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業
務区域内において一律とするべきと考えます。務区域内において一律とするべきと考えます。務区域内において一律とするべきと考えます。務区域内において一律とするべきと考えます。    
 また、今後のＩＴの普及は、ユーザ料金の価格
によって最も左右されると考えますが、そのため
には、可能な限り低廉なコストで接続事業者に提可能な限り低廉なコストで接続事業者に提可能な限り低廉なコストで接続事業者に提可能な限り低廉なコストで接続事業者に提
供することが必須供することが必須供することが必須供することが必須と考えます。 
 将来需要を見込む他、光ファイバの構築は、新
たに土木設備を設けるのではなく、既存設備を有
効利用し、構築されていることから、管路等の投
資コストの光ファイバ接続料への反映について
は、必要最低限にする必要があると考えます。必要最低限にする必要があると考えます。必要最低限にする必要があると考えます。必要最低限にする必要があると考えます。    
 上記の管路等の投資コストを必要最低限にする
算定方法は、「電気通信事業法施行規則及び接続料
規則の一部改正等 ～光ファイバ設備のアンバン
ドル等～」考え方７の、随時適切な算定方法の工随時適切な算定方法の工随時適切な算定方法の工随時適切な算定方法の工
夫の一つと考えます。夫の一つと考えます。夫の一つと考えます。夫の一つと考えます。    
 また、長期増分費用方式の導入については、非長期増分費用方式の導入については、非長期増分費用方式の導入については、非長期増分費用方式の導入については、非
効率性排除のインセンティブを働かせるために効率性排除のインセンティブを働かせるために効率性排除のインセンティブを働かせるために効率性排除のインセンティブを働かせるために
も、今後の市場や「ＩＴ戦略会議」での議論を踏も、今後の市場や「ＩＴ戦略会議」での議論を踏も、今後の市場や「ＩＴ戦略会議」での議論を踏も、今後の市場や「ＩＴ戦略会議」での議論を踏
まえ、市場動向にあったモデル（ロジック）を作まえ、市場動向にあったモデル（ロジック）を作まえ、市場動向にあったモデル（ロジック）を作まえ、市場動向にあったモデル（ロジック）を作
成する必要があると考えます。成する必要があると考えます。成する必要があると考えます。成する必要があると考えます。    
（ＫＤＤＩ） 

    
 意見２－３ 光ファイバ設備の接続料は業務区域内で一律とすべき。    考え方２－３ 
    
○ 競争を促進させ、お客様の利便を向上させるためには、当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業務区当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業務区当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業務区当該接続料金は東西ＮＴＴ地域会社の業務区
域内において一律とするべきと考えます。域内において一律とするべきと考えます。域内において一律とするべきと考えます。域内において一律とするべきと考えます。    

 （ＫＤＤＩ） 
 

   地域における競争状況の進展によっては、競争促
進の観点から地域別接続料の設定は検討課題とな
ってくると考えられる。 

    
 意見３ 光ファイバ設備は可能な限り低廉なコストで接続事業者に提供されるべきであり、管路等の

投資コストの光ファイバ接続料への反映については、必要最低限にする必要がある。 
   再意見３（意見３同旨）  考え方３ 

   光ファイバ設備に係る接続料は合理的な範囲で 
○ 今後のＩＴの普及は、ユーザ料金の価格によって最も左右されると考えますが、そのためには、可能可能可能可能
な限り低廉なコストで接続事業者に提供することが必須な限り低廉なコストで接続事業者に提供することが必須な限り低廉なコストで接続事業者に提供することが必須な限り低廉なコストで接続事業者に提供することが必須と考えます。 

  将来需要を見込む他、光ファイバの構築は、新たに土木設備を設けるのではなく、既存設備を有効利
用し、構築されていることから、管路等の投資コストの光ファイバ接続料への反映については、必要最
低限にする必要があると考えます。 

  上記の管路等の投資コストを必要最低限にする算定方法は、以下（略）の「電気通信事業法施行規則
及び接続料規則の一部改正等 ～光ファイバ設備のアンバンドル等～」考え方７の、随時適切な算定方随時適切な算定方随時適切な算定方随時適切な算定方
法の工夫の一つと考えます。法の工夫の一つと考えます。法の工夫の一つと考えます。法の工夫の一つと考えます。    

  また、長期増分費用方式の導入については、非効率性排除のインセンティブを働かせるためにも、今
後の市場や「ＩＴ戦略会議」での議論を踏まえ、市場動向にあったモデル（ロジック）を作成する必要
があると考えます。 

 （ＫＤＤＩ）    
 

 ○ ＫＤＤＩ殿及び在日米国大使館殿意見に賛同い
たします。 
 光ファイバの構築は完全な競争状態で行われて
いるものではなく、ＮＴＴ東西地域会社は管路・
電柱等の既存土木設備を活用して構築しているこ
とから、ＮＴＴ東西地域会社の光ファイバ設備が
指定電気通信設備であることは適当であり、また
その投資コストは必要最小限であるべきと考えま
す。 
 そもそも、ユーザへの光ファイバによるサービ
ス提供のほとんどをＮＴＴ東西地域会社が独占し
ている現状にあっては、総収入ベースから考える
と、地域別接続料の設定が、必ずしも地域別ユー
ザ料金の設定にはつながらないと考えます。 
 仮に地域別ユーザ料金及び接続料を設定する場
合には、①地域別のコスト構造、②ユーザ料金と
接続料＋小売コストの関係を明確化することが前
提であると考えます。 
（ＪＴ） 

低廉化を行うべきであり、管路等に限らず接続料の
原価算定にあたって算入すべきコストは必要最小
限とすべきである。 
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 意見４ 光ファイバ設備をユニバーサルサービスの対象とすることについては十分な議論が必要。    考え方４ 
    
②ユニバーサルサービスについて 
ＮＴＴ東西は、光ファイバ設備の接続料に関して、将来７年間の需要を想定して７年間の収支相償

となる料金を算定しております。収支相償となる時点まで、または需要が事業計画通りとならない場
合は、ＮＴＴ東西の経営に多大な影響を与える可能性もあることから、ユニバーサルサービス基金等
からの補填が議論となる可能性もあると考えます。今回の光ファイバ設備の接続約款はＮＴＴ東西の
自己責任により設定されたと理解しておりますので、光ファイバ設備をユニバーサルサービスの対象
とすることについては十分な議論が必要と考えます。 
（イー・アクセス） 

 

   現在ＦＴＴＨサービスをユニバーサルサービス
の対象範囲とする考え方は採られていない。 

    
 意見５ ユニバーサルサービスに与える影響については、実態的な競争状況を見て判断すべき。    考え方５ 
    
○ ユニバーサルサービスに与える影響については、ユニバーサルサービスの範囲が確定されることはも
とより、その維持が困難となるほどの競争が進展しているかどうか、実態的な競争状況を見て判断すべ
きものと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

   光ファイバ設備に係る地域別接続料の導入の検
討に当たってユニバーサルサービス確保の体制が
十分であるか見極める際には、その時点での地域の
競争状況を勘案する必要があると考えられる。 

    
 意見６ 地域別接続料の検討について、ユニバーサルサービス基金の稼動を前提とすべきでなく、基

金稼動への言及を削除すべき。 
   再意見６（意見６同旨）  考え方６ 

    
○ 基金稼働に係る事例の削除を要望いたします基金稼働に係る事例の削除を要望いたします基金稼働に係る事例の削除を要望いたします基金稼働に係る事例の削除を要望いたします。 
「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方について」（第一次答申）には、
競争進展が基金稼働の条件とされています。したがって、ＮＴＴ東西の地域別光接続料の設定によるユＮＴＴ東西の地域別光接続料の設定によるユＮＴＴ東西の地域別光接続料の設定によるユＮＴＴ東西の地域別光接続料の設定によるユ
ニバーサルサービスへの影響は、基金稼働とは切り離して議論されるべき課題と理解ニバーサルサービスへの影響は、基金稼働とは切り離して議論されるべき課題と理解ニバーサルサービスへの影響は、基金稼働とは切り離して議論されるべき課題と理解ニバーサルサービスへの影響は、基金稼働とは切り離して議論されるべき課題と理解しているからで
す。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 
○ また、②にまた、②にまた、②にまた、②に「ユニバーサルサービスを確保する体制が十分なものであるかどうか（例えば、ユニバー「ユニバーサルサービスを確保する体制が十分なものであるかどうか（例えば、ユニバー「ユニバーサルサービスを確保する体制が十分なものであるかどうか（例えば、ユニバー「ユニバーサルサービスを確保する体制が十分なものであるかどうか（例えば、ユニバー
サルサービス基金の稼動）も見極めつつこれを行う必要がある。」サルサービス基金の稼動）も見極めつつこれを行う必要がある。」サルサービス基金の稼動）も見極めつつこれを行う必要がある。」サルサービス基金の稼動）も見極めつつこれを行う必要がある。」とありますが、ユニバーサルサービとありますが、ユニバーサルサービとありますが、ユニバーサルサービとありますが、ユニバーサルサービ
スコストの負担方法について、何も定まっていない現状において、ユニバーサルサービス基金在りきのスコストの負担方法について、何も定まっていない現状において、ユニバーサルサービス基金在りきのスコストの負担方法について、何も定まっていない現状において、ユニバーサルサービス基金在りきのスコストの負担方法について、何も定まっていない現状において、ユニバーサルサービス基金在りきの
表現となっております表現となっております表現となっております表現となっておりますので、修正していただく必要があると考えます。ので、修正していただく必要があると考えます。ので、修正していただく必要があると考えます。ので、修正していただく必要があると考えます。    
 （ＫＤＤＩ） 
 

 ○ 東京通信ネットワーク株式会社の意見に賛同致
します。 
 ユニバーサルサービスコストの負担方法についユニバーサルサービスコストの負担方法についユニバーサルサービスコストの負担方法についユニバーサルサービスコストの負担方法につい
て、何も定まっていない現状において、ユニバーて、何も定まっていない現状において、ユニバーて、何も定まっていない現状において、ユニバーて、何も定まっていない現状において、ユニバー
サルサービスコスト負担在りきの表現となっておサルサービスコスト負担在りきの表現となっておサルサービスコスト負担在りきの表現となっておサルサービスコスト負担在りきの表現となってお
りますので、修正していただく必要があると考えりますので、修正していただく必要があると考えりますので、修正していただく必要があると考えりますので、修正していただく必要があると考え
ます。ます。ます。ます。    
（ＫＤＤＩ） 

 本答申草案では、地域別接続料の導入について検
討する際には、ユニバーサルサービスの均一料金確
保に支障がないことが見極められるべきことを述
べており、その場合の一例としてユニバーサルサー
ビス基金の稼動などを挙げたところである。 
光ファイバ設備の地域別接続料の導入がユニバ
ーサルサービス基金の稼動を前提とするかのよう
な誤解を招きかねないということであれば、本文か
ら該当箇所を削除することとする。 
 
第Ⅲ章第１節３（３）② 
【草案】 
「ユニバーサルサービスを確保する体制が十分
なものであるかどうか（例えば、ユニバーサルサ
ービス基金の稼動など）も見極めつつこれを行う
必要がある。」 
↓ 
【修正文】 
「ユニバーサルサービスを確保する体制が十分
なものであるかどうかも見極めつつこれを行う
必要がある。」 
 

    
 意見７ 利用者料金と接続料の水準については、新料金が接続料＋小売コストを上回ることが担保さ

れるべき。 
   再意見７－１（意見７同旨）  考え方７ 

    本答申本文では利用者料金が接続料の水準を下 
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○ 答申草案を支持します。なお、利用者料金と接続料の水準については、例えば英国で採られているス
タックテストや、米国で採られているインピテーションテストのような方法により、公正性を担保すべ
きと考えます。 
【参考】英国におけるスタックテストについて 
 
１．スタックテストとは 
英国においてドミナント事業者であるＢＴの利用者向けサービスの料金設定が、反競争的でな
いかをチェックするシステム。 
新料金・新割引サービス認可の際、料金額がコストを上回っていることを証明しなければなら
ない。 

 
２．具体的内容 
ＢＴは以下の内容を証明する必要がある。  
新料金（割引）  ＞    ネットワークコスト   ＋  小売コスト 
（他事業者に相互接続料金として提供） 

 
この不等式を満たしている場合、認可される。他事業者においても、同水準の料金設定をする
ことが可能。 
不等式を満たさない場合、以下の対応のどちらかが必要。 
①新料金（割引）の見直し 
②相互接続料金の引き下げ 

 
 （ＪＴ） 
 
○ 答申案では「利用者料金が接続料の水準を下回ることは、一般的には公正競争上適切ではない」と書
かれていますが、仮に利用者料金が接続料の水準を上回っていたとしても、競争事業者が最低限必要な
営業コストをとても捻出できない水準でしか上回っていないとすれば、新規参入を阻害し、結果的に独
占を維持することとなります。従いまして、事業者からの申し出があれば、利用者料金が接続料金と適
正な営業費用に基づいて算定されているかどうかをチェックするようなインピュテーションルールの
検討を強く要望いたします。 

 （イー・アクセス） 
 

 ○ 上記意見に賛同致します。 
 接続料と利用者料金との逆転が生じることに問
題があると考えており、以下（略）の第一次答申
の考え方４８を踏まえ、不適切な料金については、
是正していただきたいと考えますが、そもそも利
用者向け料金と接続料の逆鞘が生じないためのル
ールを設ける必要があると考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

 
○ 弊社としては、日本テレコム殿、Ｃ＆ＷＩＤＣ殿
のご意見に賛同し、「個々のユーザー料金と接続料
の関係について小売りコストを含めた検討が必
要」と考えます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 
○ イーアクセス殿意見に賛同いたします。現状のＮ
ＴＴ東西地域会社殿のサービスには、利用者料金
が接続料の水準をわずかにしか上回っていないも
のもあり、事実上同様のサービスを競争事業者が
提供できない状況となっております。弊社意見書
でも述べたように英国のスタックテストや米国の
インピテーションルールのような方法により、利
用者向け料金と、ネットワークコスト（接続料）
及び小売コストとの関係を明確にすべきと考えま
す。 
 また、弊社意見書にて述べたように、ＮＴＴ東
日本・西日本の接続会計の結果は、管理部門：黒
字、利用部門：赤字となっており、小売コストを
含めた場合、利用者向けサービスが提供できない
ことを示しており、早急にその詳細を開示し、内
部相互補助のチェックを行うべきと考えます。 

 （ＪＴ） 

回ることは、一般的には公正競争上適切ではないと
述べているところであるが、このことは利用者料金
が接続料の水準を上回ってさえいれば何ら問題が
ないとするものではない。今後新規サービスの利用
者料金等を念頭に適正性の検証について諸外国の
事例も参考に検討を行う必要がある。 
 上記については本答申本文第Ⅶ章に次の文章を
付け加えることとする。 
 
「１ 接続料の利用者料金との関係の検証 
（１） 接続料の水準と利用者料金との関係につい

ては、既に第一次答申で述べたとおり、「利
用者料金が接続料の水準を下回ることは、一
般的には公正競争上適切ではないと考えら
れる」ため、第Ⅱ章第３節６で述べたとおり、
平成１１年度より接続料と利用者料金との
比較がなされ、又、接続会計において内部相
互補助がなされていないかの情報開示も行
われることになっている。 

（２） 但し、サービスの提供にあたっては接続料の
支払いの他に営業費等も不可欠であるから、
利用者料金が接続料の水準を上回ってさえ
いれば公正競争上適切であるとは言いきれ
ないところである。 

（３） これについては、新サービスが開始される際
に接続料が当該新サービスの利用者料金と
の関係でどの程度の水準であれば公正競争
上不適切とならないのかについて検討を行
う必要がある。今後総務省において検討の場
を設け、海外事例の収集等を行い、研究を進
めることが適当である。        」 

○ 貴審議会におかれましては、「利用者料金が接続料の水準を下回ることは、一般的には公正競争上適    
切ではないと考えられる」と述べておられますが、「下回る」場合のみならず同額あるいは上回ったと
してもその差が不十分であれば弊社といたしましては公正競争上適切ではないと考えます。従いまし
て、この記述はしかるべく修正されるべきであり、かつ弊社といたしましては、利用者料金と接続料の 

  再意見７－２ 利用者向け料金はプライスキャ
ップ以下の範囲内で経営判断により決
定するものである。 

  

関係において公正競争上適切でないとする判断基準を明確にすべきと考えます。この旨ご答申いただき
たくお願いいたします。なお、この判断基準の策定にあたっては、英国におけるスタック テストが参
考になるものと考えます。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 
○ （前略） 
個々の利用者向けサービスにおける利用者向け料金と接続料の関係ついては、例えば英国で採られて
いるスタックテストや、米国で採られているインピテーションテストのような方法により、公正性を担
保すべきと考えます。 
 また、ＮＴＴ東日本・西日本の接続会計の結果は、管理部門：黒字、利用部門：赤字となっており、
小売コストを含めた場合、利用者向けサービスが提供できないことを示しています。利用者向け料金と
接続料との関係については、根本的には上記の観点から検討すべきであり、早急にその詳細を開示し、
内部相互補助のチェックを行うべきと考えます。 
なお、現状では利用者向け料金と接続料との関係のみの議論が行われておりますが、利用者向け料金
は、ネットワークコスト（接続料）＋小売コストで成り立っており、小売コストを含めた検討が必要と
考えます。 
（後略） 

  
○ 利用者向け料金については、平成１２年１０月よ
り主要なサービスにプライスキャップ規制が導入
され、上限価格の範囲内で弊社の経営判断により
競争状況を勘案し決定できるものとされており、
更なる規制は自由な競争を阻害するものと考えま
す。なお、これまで利用者向け料金と接続料との
関係については、接続約款の認可申請に際し総務
省への報告とともに公表を行っているとおり、接
続料の水準が利用者向け料金の水準を下回ってい
ることを検証してきたところであります。（答申案
ｐ37図表１８参照） 
 小売コストの回収方法については、サービスの
販売方法によって異なり、競争市場に依存するこ
とから、まさに各事業者の自らリスクを負った創
意工夫により、各事業者の経営判断によって決定
するものであり、競争市場に委ねられるべきもの
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（ＪＴ） 
 
○ 審議会が、ユーザー料金と接続料の関係が競争を妨げることのないように注意深く提言を立案したこ
とにつき、私たちは感謝しています。特に、ユーザー料金が接続料より低くなり、反競争的価格設定を
作り出さないように総務省が保証することは、重要なことです。残念ながら、総務省は現在完全にその
ような懸念を表明するような方法論も権威も持っていないように見えます。私たちは、審議会が、総務
省にいかなる反競争的な価格設定行為を確認し、是正できるような権威と手段を与えることを提言する
よう要請いたします。 

 （米国大使館） 
 

であると考えます。例えば新サービスの収支につ
いて当初は赤字であっても、営業努力により黒字
化していくこと等は、弊社も他事業者もなんら変
わるものではありません。個々のサービス（割引
サービス）単位で接続料と利用者向け料金を比較
することは、各社の創意工夫を制限する結果とな
るものと考えます。なお、今後予定している光Ｉ
Ｐ通信網サービスの本格提供にあたっては、接続
料相当のコストに一定の営業費等の必要なコスト
を加えた原価を基礎に利用者向け料金を設定する
考えです。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
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第Ⅲ章 新たな接続料の導入 
 第２節 定額的な接続料の導入 

  

 
３ 考え方 
（２）交換機での接続によるインターネット向けサービスに関する論点 

  

意見  再意見 考え方 
    
 意見８ 交換機接続における定額的な接続料はコスト発生要因を反映しないため導入すべきでない。    考え方８ 
    
○ 弊社では通話料とインターネット接続料を合わせた、準定額制のインターネット接続サービスを提供
しておりますが、長時間の利用に関しては現時点でもＮＴＴ東日本・西日本殿のサービスに対抗できず、
このようなサービスを提供していることが、定額的な接続料導入を必要としないと考える理由ではあり
ません。 
むしろ、答申草案でも指摘されているように、接続料と利用者料金との逆転が生じていることについ
ては、問題であると考えており、交換機で接続する形態についても同様であると考えます。 
しかしながら、接続料はコスト発生要因により算定されるべきであり、交換機接続における接続料は、
トラフィックに応じたＴＳ（Traffic Sensitive）コストとして算定することが望ましいと考えます。
定額型接続料を設定することは、ＮＴＳ（Non Traffic Sensitive）コストとして算定することを意味
し、コスト発生要因を反映した接続料とは相容れないものと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

  交換機での接続における定額的な接続料の導入
については、交換機への負荷に配慮する必要がある
等の理由に基づき本答申では提言を見送った。 
 

３ 考え方 
（３）加入者回線での接続によるインターネット接続サービスに関する論点 

  

    
 意見９－１ 定額的な接続料の導入（加入者回線での接続）を早期に行うべき。    再意見９－１（意見９－１同旨）  考え方９－１ 
    
○ 定額的な接続料の導入に関して賛成いたします。早急に導入いただけるよう強く要望いたします。 
 （イー・アクセス） 
 
○ 電話・ＩＳＤＮ網を利用したインターネット向けサービスにおいて、従量的な接続料ばかりでなく定
額的な接続料の設定、すなわちキャリアーズレート方式による事業者向け割引料金の設定を、加入者回
線での接続を前提として早期に行うべきである。 
（理由） 

  電話・ＩＳＤＮ網を利用したインターネット向けサービスでは、現在、東・西ＮＴＴ殿が提供してい
る準定額制の利用者料金のサービスについては、第二種電気通信事業者など接続事業者が同様のサービ
スを提供するための接続料が設定されていないばかりか、利用者料金（小売料金）がそのまま適用され
ていることから、常時接続を要さない中位な利用頻度層への同様なサービス提供や準定額制を含め柔軟
な利用料金の設定が事実上困難な状態にある。 

  ＩＳＰなど接続事業者向けに「加入者回線での接続」においてキャリアーズレート方式による定額的
な接続料の適用が開始されることで、サービスベースでの公正競争が促進されるだけでなく、料金の低
廉化が図られ、「e-Japan 戦略」の早期実現に向けインターネットを広く一般に普及させるうえで非常
に有効であると考えるからであります。 
また、インターネットの常時利用を前提にした定額制料金によるアクセス手段の提供が始まったとは
いえ、そのインフラとなる伝送媒体は、当面は公衆網として提供されてきた電話・ＩＳＤＮ・データ伝
送等に使用されてきた伝送媒体（メタル線や光ファイバ）であることに違いはない。 
以上ことから分かるように、公衆網は、広帯域インターネットの利用推進に有効なアクセス手段とし
て、依然、重要な位置付けにあり、その延長線上にある音声通信・データ通信のＩＰ化による将来の利
用形態を考えた場合においても、サービスの区別なく事業者向け割引料金を適用することが、広帯域イ
ンターネットの普及にとって重要であると考えるからであります 

 （テレサ協） 

 ○① 先の意見書で述べたとおり、電話・ＩＳＤＮ網
を利用したインターネット向け接続サービス
は、既存インフラの有効活用による低コストの
インフラ提供の実現性という面で優れており、
インターネットの一般への普及に極めて有効で
あります。 
 しかしながら、電話・ＩＳＤＮ網の料金は、
電話サービスの歴史的背景から来る従量制料金
の影響を強く受けた料金体系が現在も踏襲され
ており、長時間接続が利用形態の特徴でもある
インターネット向けサービスの料金体系のあり
方とは、本質的に馴染まないものといえ、定額
的な料金体系の導入が必要であると考えます。 
② 利用者が時間・料金を気にすることなく、イ
ンターネットを利用できるサービスを広く提供
することは「e-Japan 戦略」の早期実現に極めて
重要であるといえますが、その実現のカギとな
るのが、加入者回線での接続を前提とした定額
的な接続料の設定の実現にあると考えます。 
 公衆網でのアクセスチャージに代表される現
在の従量的な接続料に加え、第二種電気通信事
業者などの接続専門事業者においても、準定額
制を含めた柔軟かつ独自の利用料金設定の実現
に必要な定額的な接続料の設定、すなわちキャ
リアーズレート方式の考え方に基づいた定額的
な事業者向け割引料金の設定に関し、その早期

インターネット向け通信の定額的な利用への需
要に応えられるよう、定額的な接続料の導入は早急
に行われる必要がある。 
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実施をあらためて切望いたします。 
③ さらに、こうした定額的な接続料の導入は、
東・西ＮＴＴ殿が独占する加入者系回線相当部
分に対して、第二種電気通信事業者など接続事
業者が、新たに東・西ＮＴＴ殿が現在提供して
いる準定額制の利用者料金のサービス等と同様
のサービスを提供できる可能性を担保するため
に必要な措置であり、サービスベースでの競争
が促進されることで、結果として、地域通信市
場における競争導入に資するものと考えられる
からであります。 

 （テレサ協） 
    
    
 意見９－２－１ サービス全体で利用者料金が接続料を下回らなければ問題はない。事業者向け割引

料金の導入の是非はＮＴＴ東日本・西日本が経営的観点から判断すべきもの。 
   再意見９－２－１ 「サービス全体で利用者料

金が接続料を下回らなければ問題はな
い」とするＮＴＴ東日本・西日本の主張
に反対。インピュテーション・ルールの
早期導入が必要。 

 考え方９－２－１ 

    ＮＴＴ東日本・西日本は、従来より経営的な判断 
○ 中継事業者等はＧＣ接続や直収サービスを利用し、ダイヤルアクセス手段を選択できる状況下で、現
に通信料金を含めた準定額インターネットアクセスサービスを提供しております。また、二種事業者の
ＩＳＰにおいても、他社の着信課金サービスなどを用いて、ダイヤル通話料を含む準定額インターネッ
トアクセスサービスを提供しております。 
基本的にはサービス全体でユーザ料金が接続料金を下回ることはなければ問題なく、他事業者も各々
のリスクで定額的サービスを提供すればよいものであると認識しており、ＮＴＴ東西のみが ISP に対し
て事業者向け割引料金の導入を義務付けられることは、ボトルネック設備に対する規制の範囲を逸脱し
た過剰な規制と言わざるを得ません。本来、ＮＴＴ東西が経営的な観点から導入の是非を判断すべきも
のであると考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 他事業者としては何らかの理由で例えばテレホ
ーダイに相当する定額制サービスのみを提供した
いと考える（その他の電話サービスは提供しない）
場合があり得ます。この場合、その事業者として
はＮＴＴ東西の接続料でその定額制サービスが経
済的に成り立ち得るか否かを判断することになり
ます。現在の接続料ではテレホーダイに相当する
定額制サービスは経済的に成り立ち得ません。従
って、ＮＴＴ東西のテレホーダイおよび接続料は
反競争的であることは明らかです。サービス全体
（＝定額制サービスを含め電話役務全体）でユー
ザ料金が接続料金を下回ることがなければ問題な
いとのＮＴＴ東西の主張は不当なものと考えま
す。 
 ユーザー料金の接続料との関係における反競争
性については、我が国としても明確な判断基準を
持つべきと考えます。英国においてはスタック 
テスト、米国においてはインピュテーション ルー
ルがこのような判断基準として確立されており、
我が国においても規制の透明性を高める意味にお
いてもこのような判断基準の確立が重要な課題で
あると考えます。 
 なお、英国においては従量制の接続料ではダイ
アル アップによるインターネット接続用の定額
制サービスは実現できないことから、定額制の接
続料（FRIACO）を提供することがＢＴの義務とさ
れたことはご存知のことと思います。 
（Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 

 
○ 「サービス全体でユーザー料金が接続料金を下回
らなければ良い」とのＮＴＴ東西殿のご意見には、
賛同できません。 

 （ＴＴＮｅｔ） 

により事業者向け割引料金を導入したことはなく、
公正競争確保の観点からルールによる導入が必要
と考えられる。 
なお、「ユーザ料金が接続料金を下回ることはな
ければ問題な〔い〕」と断定する考え方は必ずしも
適当でなく、このような考え方を前提にした意見に
は説得力がない。「考え方７」で述べたように、接
続料と利用者料金との関係の検証については更に
検討が必要である。 
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○ ＮＴＴ東西は「ユーザ料金が接続料金を下回るこ
とはなければ問題なく、他事業者も各々のリスク
で定額的サービスを提供すればよい」と主張して
いますので、利用者料金と接続料金に営業費相当
を足した額との間で逆ざやが生じていないかどう
か、サービスごとにチェックしていただけるよう
インピュテーション・ルールの早期導入を強く要
望いたします。 
（イー・アクセス） 
 

    
 意見９－２－２ 事業者向け料金をｉ・アイプラン等の競争的料金に課すことはサービス開発インセ

ンティブを損なう。 
   考え方９－２－２ 

   事業者向け割引料金は利用者向けと事業者向け 
○ ｉアイプラン、テレホーダイは競争的割引料金プランであり、これに事業者向け割引料金設定の義務
を課すことはサービス開発インセンティブを損い、サービスの多様化を阻害することとなると考えま
す。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

  とのコスト差に着目して設定されるものであり、
又、ｉ・アイプラン等は料金体系を選択する選択料
金であって、販売量に応じて割引を行うような割引
料金ではなく、これについて他の通話料等に対する
のと同様に割引を行うことで特に新サービス開発
インセンティブを削ぐものではない。 

    
 意見９－２－３ 割引サービスへの事業者向け割引料金の導入には約２年間を要すると想定され、市

場ニーズと合わなくなる可能性がある。 
   再意見９－２－３ 事業者向け割引料金導入に

反対するのであれば、ＮＴＴ東日本・西
日本はコスト見積もりの詳細な内訳と
詳細な間発スケジュールを開示すべき。 

 考え方９－２－３ 

    システム改造に長期間かかることが新制度導入 
○ これらの割引サービスに事業者向け割引料金を導入するためには、課金システムなどの改造（数十億
円と推定）が必要であり、検討期間も含めて約２年の期間を要するものと想定されます。その間に、ダ
イヤルアップ接続の利用世帯数は定額制・常時接続サービスへのシフトにより、伸びが鈍化することも
考えられ、導入時期には市場ニーズと合わなくなっている可能性も想定されます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 課金システムの改造に数十億円のコストと約２
年間の開発期間を要するとのことですが、これを
事業者向け割引料金導入反対の根拠とするのであ
れば、ＮＴＴ東西はコスト見積もりの詳細な内訳
と詳細な開発スケジュールを開示すべきです。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

を否定する理由とはならない。システム改造を可能
な限り短縮することが求められる。 
又、システム改造を行うことなく早期に導入でき
る事業者向け割引料金についても本答申では言及
している。 

    
 意見９－２－４ サービスの実現にあたっては、電気通信事業の用に供されていることを担保できな

いことなどの問題もある。 
   考え方９－２－４ 

    「電気通信事業の用に供されていること」を担保 
○ サービスの実現にあたっては、大口ユーザと二種事業者の区別や、インターネットと電話利用の区別
が困難であり、電気通信事業の用に供されていることを担保できないことなどの問題もあります。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

  することについては専用線の事業者向け割引料金
の導入に際して結論が得られている。 

    
 意見９－２－５ ＮＴＴ東日本・西日本としては、交換機への追加投資がない、交換機を経由しない

常時接続サービスを積極的に展開する。 
   考え方９－２－５ 

   常時接続サービスの積極展開はインターネット 
○ なお、現在テレホーダイによりピークトラヒックが深夜帯に移行したことに伴い、交換機への負荷が
問題となっております。テレホーダイに事業者向け割引料金を導入することは更にトラヒックピークを
増やし、交換機への追加投資を招くこととなり兼ねないことから、ネットワークの有効活用の点でも問
題があると考えており、今後は交換機を経由しない常時接続サービスを積極的に展開する考えです。 

  利用の促進に向けて望ましいことと考えられ、その
ための端末系伝送路設備の細分化も含め、大いに進
めて戴きたい。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本）    
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 意見１０ 利用者料金と事業者向け割引料金との比率が適正であるか確認されることが必要。    考え方１０ 
    
○ 第２節―３（３）には加入者回線での接続と限定されているが、定額的な利用者向けのサービスにつ
いてはその利用者料金と事業者向けの料金（キャリアーズレイト）が適正比率であるかを料金算定の手
法として、必ず確認することを義務つける事とされたい。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

  事業者向け割引料金の割引率は、認可に当たって
審査の対象となる。 

    
 意見１１ いかなる事業者もＮＴＴ東西と定額接続料について話し合えることを確約するよう提言

すべき。 
   考え方１１ 

   いかなる事業者もＮＴＴ東日本・西日本と定額接 
○ 審議会は、総務省が料金、約款に関する紛争を迅速に仲裁するという保証を基に、いかなる事業者も
NTT 東西と定額接続料について話し合えることを確約するよう、提言すべきです。このようなしくみは
ＮＴＴのネットワークにおいて発信、着信するように選ばせるＮＴＴ東西の差別的小売価格、慣習に事
業者が直面したときに競争的な他の手段をつくっていく大切な機会を提供することが出来るでしょう。 

 （米国大使館） 
 

  続料について話し合うことは可能であり、協定の細
目について協議不調であれば、電気通信事業法第３
９条第３項により総務大臣に裁定の申請をするこ
とができる。 

 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
　･ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

NTT交換機網

ＮＴＴの定額的な料金
（i･ｱｲﾌﾟﾗﾝ、ﾃﾚﾎｰﾀﾞｲ※１）

特定の着信番号
により接続

加入者回線 加入者回線

NTT交換機網

加入者回線 ＧＣ接続等

○中継系ＮＣＣ等がＧＣ接続等により準定額サービスを提供

ＮＴＴの接続料金

○ＮＴＴのi･ｱｲﾌﾟﾗﾝ、ﾃﾚﾎｰﾀﾞｲ等の形態

中継系NCC
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網

中継系NCCに請求

中継系ＮＣＣの準定額インターネットアクセスサービス

ＮＴＴ及び他社交換機網

加入者回線

○二種事業者のＩＳＰ等が他社着信課金サービスにより準定額サービスを提供

他社の着信課金サービス

二種事業者ＩＳＰ
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網

ＩＳＰに請求

二種事業者ＩＳＰの準定額インターネットアクセスサービス

加入者回線ＳＣＰ

インターネットアクセスサービス

お客様に請求

お客様に請求

更に、中継系ＮＣＣは他ＩＳＰに対してＮＴＴ交換網と自社ＩＰ網の一部を含めたｱｸｾｽ部分のｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾙ提供（卸提供）を行っている AAAA社のｻｰﾋﾞｽ社のｻｰﾋﾞｽ社のｻｰﾋﾞｽ社のｻｰﾋﾞｽ

専用ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ【00XY-SC-XXXX】へ

の接続によるﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ（ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ料金含む）

弊社のｻｰﾋﾞｽ（弊社のｻｰﾋﾞｽ（弊社のｻｰﾋﾞｽ（弊社のｻｰﾋﾞｽ（iiii・・・・ｱｲﾌﾟﾗﾝ）ｱｲﾌﾟﾗﾝ）ｱｲﾌﾟﾗﾝ）ｱｲﾌﾟﾗﾝ）

BBBB社のｻｰﾋﾞｽ社のｻｰﾋﾞｽ社のｻｰﾋﾞｽ社のｻｰﾋﾞｽ

専用ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ【0120-XXXXXX】へ

の接続によるﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ（ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ料金含む）

ﾒﾆｭｰ
接続料金 超過料金

料金

3時間/月 800円
8円/分

10時間/月 2,400円

単位料金区域内の1電話番号への接
続（通信料金のみ）。

ﾒﾆｭｰ
月額料金 超過料金

料金

「3,000円/月」分 1,200円 通常の
通信料「7,500円/月」分 3,000円

ﾒﾆｭｰ
接続料金 超過料金

料金

1時間/月 400円

10円/分
5時間/月 1,400円

10時間/月 2,350円

20時間/月 4,700円

Ｈ１２年度　時間帯別通信時間分布（東西計）
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第Ⅲ章 新たな接続料の導入 
 第３節 公衆網への事業者向け割引料金の導入 

  

 
３ 考え方 
（１）事業者向け割引料金を設定するサービスの範囲 

  

意見  再意見 考え方 
    
 意見１２－１ 事業者向け割引料金を、全てのサービスについて早急に導入すべき。    再意見１２－１－１（意見１２－１同旨）  考え方１２－１ 
    
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 
○ 公衆網における事業者向け割引料金の導入の対象となるサービスの範囲は基本的に全ての公衆網サ
ービスについて導入すべきである。 
（理由） 
  今後、公衆網サービスにつながる機器についても急速なＩＰ化が進展するものと予想されるが、それ
ぞれのサービス専用網を個別に構築せざるを得なかった時代と異なり、網のＩＰ化による共用・統合化
と高速通信技術の革新は、網運用の効率化や大容量・高速通信の普及ばかりか、多様なアクセス手段を
低廉な利用料で幅広く提供可能になることが期待できる。 

 （テレサ協） 
 
○ 第二次答申草案にあるように、基本的にすべての公衆網サービスについて事業者向け割引料金を設定
するべきである。NTT 東日本・西日本が設定しているテレホーダイ、i・アイプラン等の割引サービスは、
しばしば接続料との逆転が生じているため、他事業者はこれらの割引サービスに対抗できる料金を設定
できない状況にある。また、INS ネット１５００等の料金についても、事業者向けの割引料金がないた
めに、これらのサービスを利用してサービスを行う事業者が競争力のある料金体系を作ることができな
くなっている。この状況を是正し、他事業者が競争力のある料金を設定できるようにするために、優先
的に導入すべきとしている特定電話番号向けの通信料や着信側の加入者回線だけでなく、すべての公衆
網サービスについて事業者向け割引料金を早急に導入すべきである。すべて同時に導入できない場合に
は、なぜ困難なのかその根拠を明示すべきだ。 

 （レベルスリー） 
 
○ 米国では、1996 年通信法の施行以来、事業者向け割引料金による再販市場の活性化は、アンバンドリ
ングとともに地域電気通信市場に競争を促す重要な手段となってきている。したがって、日本の地域電
気通信市場で競争を促進する意味からも、利用者に提供しているすべてのサービスについて事業者向け
割引料金の導入を早期に実現すべきだ。 

 （レベルスリー） 
 
○ 新たな競合者は幾つかの手段で電気通信サービス市場へ参入できますが、小売形態による参入、すな
わち単一サービスの小売あるいは設備ベースの提供に加える形の小売を通じて参入することが最も容
易であります。地域網における出来るだけ広範囲なサービスに、事業者向け割引料金を許可するという 

 ○① 先の意見書でも述べたとおり、公衆網における
事業者向け割引料金の導入の対象となるサービ
スの範囲は基本的に全ての公衆網サービスにつ
いて導入すべきものと考えます。 
② 今後、公衆網サービスにおいても急速なＩＰ
化が進展すると予想され、よりインターネット
を利用しやすいサービス環境が整うものと思わ
れるが、こうした過渡期においても、公衆網イ
ンフラとして電話・ＩＳＤＮ・データ伝送等に
使用されてきた既存の伝送媒体が、低コストの
インターネット・アクセス向けインフラとして
その役目を果たす意義は大きいものと考えま
す。 
 こうした既存インフラの活用、とりわけ公衆
網を活用し、常時あるいは長時間のインターネ
ットの利用を前提にした低廉なアクセス手段が
提供できることは、高速通信技術の革新とあい
まって広帯域インターネットの普及にとって重
要であると考えます。 
③ さらに、音声やデータのＩＰ化による将来の
利用形態を考えた場合、今後、電話やＩＳＤＮ
など現行の公衆網サービスの区分そのものは重
要な意味を持たなくなることが十分に予想され
ることから、公衆網を一括りのサービスインフ
ラとして考え、従来のサービス区分にとらわれ
るこなく、広く全ての公衆網サービスについて
区別なく事業者向け割引料金を適用していくこ
とが「e-Japan 重点計画」にも示された広帯域イ
ンターネットの普及実現にとって重要であると
考えます。 

 （テレサ協） 
 

 事業者向け割引料金は不可欠設備である指定電
気通信設備と円滑に接続し、又、利用するために有
用であり、基本的に全ての分野で早急に行われる必
要があり、早急に行うことが出来ないものがある場
合には指定電気通信設備設置事業者においてその
理由の説明が十分に行われる必要がある。 

審議会の提案は、小売事業者が既存事業者より効率的に日本市場においてサービスを提供できるように
するであろうし、消費者に恩恵をもたらし、最終的には効率性を高めることになるでありましょう。 
（米国大使館） 

  再意見１２－１－２ 事業者向け割引料金の導
入については、全第一種電気通信事業者
で同様の扱いとすべき。 

  

   
○ 全サービスに事業者向け割引料金を導入するこ
とは、弊社が新しいサービスを開発すれば、他事
業者は開発に関わる一連のコストをかけずに利用
することが可能であり、弊社が他事業者に先行し
て新しいサービスを開発するインセンティブを無
くすこととなりかねません。これは、相互接続の
義務を有する第一種電気通信事業者共通の問題で
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あると考えられ 、各事業者が創意工夫を行い開発
したサービスの競争による電気通信事業の発展が
図られなくなるものと考えます。 
 弊社の指定電気通信設備については、アンバン
ドル提供のラインナップは揃っており、各社はそ
の機能を用いて独自のサービスを提供できる状況
にあります。従って、指定電気通信設備を保有す
る故に全てのサービスに事業者向け割引料金の導
入を義務付けられるものではなく、他の第一種電
気通信事業者と同様の扱いとすべきと考えます。

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

    
 意見１２－２－１ 接続料が低廉化し、通話料の競争が激化しており、公衆網の市場規模が減少傾向

にある等の現状において、公衆網のキャリアズレートを導入する意味はない。 
   再意見１２－２－１ 公衆網の市場規模が減少

傾向にあることは、公正競争確保のため
になされるものである事業者向け割引
料金を導入しない理由にならない。又、
事業者向け割引料金の導入により新規
需要も見込まれる。 

 考え方１２－２－１ 

    公衆網への事業者向け割引料金導入の意義につ 
○ 電話・ＩＳＤＮの市内通話等については、長期増分費用方式による接続料の低廉化とマイラインの導
入を契機とする値下げ競争が激化している現状を踏まえる必要があると考えます。当社としては、現在
の通話料については、利用者料金の価格が熾烈な競争下で決定されていること、利用者はサービス提供
事業者を容易に選択可能であること、一方で電話サービス等の公衆網の市場規模が減少傾向にあるこ
と、等の現状において、さらに公衆網のキャリアズレートを追加コスト等をかけてまで導入する意味は
ないものと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ ＮＴＴ東西の 3分 10円の市内電話料金が 3分 8.
5 円に値下げされましたが、これは 1985 年の電電
公社民営化後初めてのことです。また、値下げ率
は昼間料金で 15%に過ぎません。このような状況
で「値下げ競争が激化している」、「利用者料金の
価格が熾烈な競争下で決定されている」とはとて
も言えないと思います。しかも、基本料金や公衆
電話料金についてはほとんど競争にさらされてい
ないため値上げさえなされています。なお、参考
までに、国際電話市場においては熾烈な価格競争
により、弊社が 1989 年に国際電話サービスを開始
した当時 680 円であった弊社の米国向け 3 分昼間
料金は現在では 180 円にまで低下しています。 
 加入者回線というボトルネックをほぼ100%ＮＴ
Ｔ東西に押えられている状況でどうして利用者は
サービス提供事業者を容易に選択可能であるとい
えるのでしょうか。マイラインの登録状況におい
ても明らかなように、利用者は加入者回線という
ボトルネックを有するＮＴＴ東西を選択する可能
性が強く、他事業者から見ればとてもサービス提
供事業者を容易に選択可能であるという状況には
ありません。 
 ＮＴＴ東西は市場規模が減少傾向にあることや
追加ｺｽﾄがかかることをキャリアズレート導入反
対の根拠としていますが、キャリアズレートの導
入は公正競争確保のためになされるものであり、
このような根拠は根拠たり得ません。また、事業
者向け割引料金は、一般利用者向け料金とのコス
トの差異に着目して設定されるものです。サービ
ス提供事業者を容易に選択可能か否か、電話サー
ビス等の公衆網の市場規模が減少傾向にあるか否
かに関わりなく、そのコストの差異を事業者向け
料金に反映させるべきです。 

いては本答申本文第Ⅲ章第３節３（１）を参照。 
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 なお、事業者向け割引料金がより多くのサービ
スで導入された場合他事業者により利用者へ提供
されるサービスの多様化に大いに貢献することに
なります。例えば、ＮＴＴ東西はインターネット
の常時接続利用に適したサービスとして専用線や
IP通信網サービスについて学校向け特別料金（70%
割引等）を提供していますが、これについても事
業者向け割引料金が設定されるべきと考えます。
現在、他事業者はＮＴＴ東西の専用線を自社のサ
ービスの足回りとして提供していますが、他事業
者経由で足回りが提供される場合お客様が学校で
あっても足回りについては学校向け特別料金が適
用されないという不都合が生じています。事業者
向け割引料金はＮＴＴ東西のすべてのサービスに
ついて導入されるべきと考えます。 
（Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 

 
○ ＮＴＴ東西は「電話サービス等の公衆網の市場規
模が減少傾向にあること」を理由にキャリアズレ
ートの導入に反対していますが、弊社ではキャリ
アズレートを導入することにより、ＮＴＴ東西で
は不可能なパイの拡大も、他事業者が他サービス
とのバンドルや大口割引など新サービスを導入す
ることが可能となり、利用者利益及び利便性が向
上し、新規需要も見込めると考えます。なお、米
国では電話の回線数、収入ともに年々増加してい
ることを申し添えます。 
（イー・アクセス） 

 
○ ＮＴＴ東西は「追加コストをかけてまで導入する
意味はない」と述べていますが、再販については、
網改造費用などの大規模な追加コストが発生しな
いと思われることから早期かつ容易に導入が可能
と考えます。また、接続会計においてＮＴＴ東西
の利用部門の営業費率が約３０％であることか
ら、再販料金は一般利用料金の約３０％引きが妥
当と考えられます。 

 （イー・アクセス） 
 
○ 事業者割引料金は、営業費用の有無というコスト
構造の差に着目した料金設定であり、利用者料金
における価格競争とは直接関係が無いものと考え
ます。 
（ＪＴ） 
 

    
 意見１２－２－２ データ伝送役務に事業者向け割引料金を導入した場合、新サービス開発のインセ

ンティブが低下する。 
   考え方１２－２－２ 

    事業者向け割引料金は利用者向けと事業者向け 
○ ＩＰ系サービスなどのデータ役務については、既に競争状況であり、更に競争が激化していくものと
考えられます。また、ＮＴＴ東西は既に専用役務については事業者向け割引料金を導入しているところ
であり、ドライカッパやダークファイバのアンバンドル機能も利用可能であることから、既に他事業者
がＩＰ系サービスに必要なネットワーク要素は選択的に調達可能であります。このような状況下におい

  
 

とのコスト差に着目して設定するものであり、特に
新サービス開発インセンティブを削ぐものとは認
められない。 
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てデータ役務自体に事業者向け割引料金を導入した場合、当社の新サービス開発や設備投資等に限ら
ず、各事業者の新サービス開発のインセンティブも低下することとなります。従って、事業者向け割引
料金の導入よりも、各事業者がアンバンドルされたネットワーク要素を自由に利用することで、新サー
ビス開発や新規の設備投資などの創意工夫を競うことの方が、ＩＴ革命の推進に繋がるものと考えま
す。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 
３ 考え方 
（２）加入者回線における事業者向け割引料金 

  

    
 意見１３－１ 加入者回線における事業者向け割引料金については帯域透過端末回線伝送機能の接

続料を準用すべき。 
   再意見１３－１－１（意見１３－１同旨）  考え方１３－１ 

   ――― 
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 
○ 「接続料」の算定という考え方に照らしたとき、事業者向け割引料金の電話・ＩＳＤＮ（ＩＮＳネッ
ト６４）の加入者回線への設定は、先に接続料規則で定めている帯域透過端末回線伝送機能の接続料（施
設設置負担金の支いを要さない場合にはその相当額を引いたもの）を事業者向け割引料金として適用す
べきである。 

 （理由） 
  そもそも事業者向け割引料金は、一般利用者向けと（通信）事業者向けとのコスト差、別の言い方を
するとインフラ（設備の運用管理）部門とサービス（営業）部門とのコスト差に着目して設定する性格
のものであり、こうした考え方が本来のサービスベースでの公正な競争を担保するうえでの原則である
ことから、接続会計の結果に基づいた費用範囲を反映させたものであると見做すことができるためであ
る。 

 （テレサ協） 

 ○① 先の意見書でも述べたとおり、「接続料」の算
定という考え方に照らしたとき、事業者向け割
引料金の電話・ＩＳＤＮ（ＩＮＳネット６４）
の加入者回線に設定するに際しては、先に接続
料規則で定めている帯域透過端末回線伝送機能
の接続料（施設設置負担金の支払いを要さない
場合にはその相当額を引いたもの）を、事業者
向け割引料金として適用すべきであると考えま
す。 
② そもそも事業者向け割引料金は、一般利用者
向けと（通信）事業者向けとのコスト差、別の
言い方をすると、インフラ（設備の運用管理）
部門とサービス（営業）部門とのコスト差に着
目して設定する性格のものであり、接続会計の
結果に基づいた費用範囲を反映させたものであ
ることが必要と考えます。 
 帯域透過端末回線伝送機能の接続料について
は、この費用範囲を反映させた合理的なものと
見做すことができることから、事業者向け割引
料金として適用することが妥当であると考えま
す。 

 （テレサ協） 
 

 

   再意見１３－１－２（意見１３－２－１同旨）   
   

○ また、加入者回線（電話等基本料）に事業者向け
割引料金を導入する場合は、事住別・級局別の効
用料金体系を十分考慮する必要がある他、ユニバ
ーサルサービス基金の導入方法や競争状況を見極
め、慎重に検討する必要があります。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

    
 意見１３－２－１ 加入者回線への事業者向け割引料金の導入は慎重に検討すべき。    再意見１３－２－１ ユニバーサルサービスの

議論如何はキャリアズレート導入に反
対する理由にならない。 

 考え方１３－２－１ 

    
○ 加入者回線（電話等基本料）に事業者向け割引料金を導入する場合は、事住別・級局別の効用料金体
系を十分考慮する必要がある他、ユニバーサルサービス基金の導入方法や競争状況を見極め、慎重に検
討する必要があります。 

 ○ ユニバーサルサービスを検討する際には、ＮＴＴ
東西のリスクにより提供している「ｉ・アイプラ
ン」や市内電話料金の値下げ（３分８．５円）な

 加入者回線に係る事業者向け割引料金の導入に
関しては本答申本文第Ⅲ章第３節３（２）を参照。 
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 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

どこれまでＮＴＴ東西が行ってきた料金値下げの
ことも十分考慮して議論をすべきと思います。し
かしながら、ユニバーサルサービスの議論が進ま
ないからという理由でキャリアズレート導入に反
対する、導入を遅延するといった行為は再販事業
者に対する参入妨害と考えられます。したがいま
して、キャリアズレート及び再販料金を早期に導キャリアズレート及び再販料金を早期に導キャリアズレート及び再販料金を早期に導キャリアズレート及び再販料金を早期に導
入していただけるよう強く要望いたします入していただけるよう強く要望いたします入していただけるよう強く要望いたします入していただけるよう強く要望いたします。 

 （イー・アクセス） 
 

    
 意見１３－２－２ 少なくとも接続を伴わない電話・ＩＳＤＮの加入者回線については、帯域透過端

末回線伝送機能の接続料のほか、「お客様対応の費用」についても回収が必要となる。 
   再意見１３－２－２ 他事業者においてＮＴＴ

東日本・西日本の「お客様対応」が不要
であれば費用負担も必要ない。 

 考え方１３－２－２ 

    接続事業者・再販事業者が利用者対応を行う場合 
○ 接続を伴わない電話・ＩＳＤＮの加入者回線については、現状では、お客様対応上、付加機能契約等
と加入者回線（電話番号等）は一元的に管理する必要があること、電話がライフラインとしての位置付
けであること、及びユニバーサルサービスを維持していく必要があることなどを考慮すると、当社にお
いてお客様からの問合せ対応を実施せざるを得ない状況であります。これにより、少なくとも接続を伴
わない電話・ＩＳＤＮの基本料を他社が再販売することとなっても、設備コストのほかに当該回線の提
供にあたって実際に発生する問合せ対応等に関わる費用が発生することとなります。従って、接続事業
者が全てお客様対応を行うことを前提とした帯域透過端末回線伝送機能の接続料のほか、お客様対応の
費用についても必要となると考えております。 
今後ＯＳＳの議論がされる予定であると認識しているところでありますが、仮にお客様情報等を提供
することとなった場合には、それに必要となる費用についても負担していただく必要があります。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 付加機能契約等と加入者回線（電話番号等）は一
元的に管理する必要があるとしても、付加機能契
約等に係るお客様対応コストは付加機能使用料で
回収すべきものです。接続事業者に転嫁すべきコ
ストではないと考えます。 
 ライフラインであること及びユニバーサルサー
ビス維持のために必要となるお客様からの問合せ
対応というものがあり得るのか疑問に思います。
弊社といたしましては、どのような問合せがこれ
に当たるのか具体例を想像できません。このよう
な問合せ対応は基本的にはないと考えてよいので
はないかと思います。 
 従いまして、弊社といたしましては、答申案の
とおり、電話・ＩＳＤＮの加入者回線については、
帯域透過端末回線伝送機能の接続料（施設設置負
担金の支払いを要さない場合にはその相当額を引
いたもの）を事業者向け割引料金と看做して適用
することが適当と考えます。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 
○ ＮＴＴ東西は「お客様対応の費用が必要になる」
と述べていますが、お客さまがＮＴＴ東西に直接
問合せする場合には費用が必要になりますが、お
客さまが接続事業者に問合せする場合にはＮＴＴ
東西が対応しないため費用は発生しません。なお、
接続事業者がＮＴＴ東西に問い合わせする場合の
費用はすでに接続料に含まれております。 
 接続に必要な費用は当然負担すべきではありま
すが、費用の対価がそれに見合うものであるかど
うか、業務が公正に行われているかどうかについ
て厳重なチェックが必要と考えます。現在、ＤＳ
Ｌの申込の際電話の名義が必要であり、電話の名
義をお客さまがＮＴＴ東西に問い合わせすること
がありますが、ＮＴＴ東西のお客さま窓口はＮＴ
Ｔ東西の営業部門と同じであるためファイヤウォ
ールがないことが公正有効競争上大きな問題とな
っております。このように具体的な問題点につい
てまずは解決いただけるよう強く要望いたしま

には「お客様対応」の費用負担は不要と考えられる。 
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す。 
 （イー・アクセス） 
 
○ お客様対応の費用については、他社が再販売を行
うにあたっての必要性の有無によって決まるもの
であり、そのコスト内容を明確にした上で、必要
なものについてのみ設定すべきと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

３ 考え方 
（３）早期に導入されるべき事業者向け割引料金 

  

    
 意見１４－１ 特定番号向け通信料、着信用加入者回線へ優先して事業者向け割引料金を導入すべき。    再意見１４－１（意見１４－１同旨）  考え方１４－１ 
    
○ 事業者向け割引料金の対象は広範に設定すべきであるが、インターネットの早期普及と利用料低廉化
および定額化において、その効果が大きいものから早急に制度化を図り優先的に導入すべきである。 
（理由） 

  答申草案で指摘のとおり、事業者向け割引料金の対象となる料金設定範囲として、①発信側の加入者
回線、②ネットワーク部分のすべての通信料（定額制又は従量制あるいはその両方）、③ネットワーク
部分の特定電番向け通信料、④着信側の加入者回線、があるが、現在、提供サービスの料金設定対象と
して、東・西ＮＴＴ殿以外の事業者が取り扱っているのは、主に②、③、④である。 
これらを東・西ＮＴＴ殿も含めた事業者間のサービスベースでの公正な競争条件の確保、一般利用者
への定額制料金の導入による利用者利益の増大、そして、多様かつ低廉な料金で継続的にサービス提供
を行なうための適正利潤の確保など事業基盤の健全化、の観点から鑑みると、③と④を優先して導入し、
次に②又は①を導入していくことが適当と考えます。 

 （テレサ協） 
 

 ○① 先の意見書でも述べたとおり、事業者向け割引
料金の対象は広範に設定すべきであるが、イン
ターネットの早期普及と利用料低廉化および定
額化の導入において、その効果が大きいと考え
られるものから、早急に制度化を図り優先的に
導入すべきものと考えます。 
② 答申草案のとおり、事業者向け割引料金の対
象となる料金設定範囲として、（ｱ）発信側の加
入者回線、(ｲ)ネットワーク部分のすべての通信
料（定額制又は従量制あるいはその両方）、(ｳ)
ネットワーク部分の特定電番向け通信料、(ｴ)着
信側の加入者回線、の４区分があるが、現在、
提供サービスの料金設定対象として、東・西Ｎ
ＴＴ殿以外の接続事業者が取り扱っているの
は、主に(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)でありますが、インター
ネットの早期普及と利用料低廉化および定額化
の導入において効果があがると考えられる（ｳ）
と（ｴ）について、優先して事業者向け割引料金
を導入すべきものと考えます。 
 その導入効果を見ながら、順次、(ｴ)と（ｱ）
についても導入していくことが適当と考えま
す。 

 （テレサ協） 
 

――― 
 

    
 意見１４－２ 早期に導入されるべき事業者向け割引料金の考え方について、定額的な料金を除き答

申草案を支持。 
   再意見１４－２ 指定設備管理部門に小売の料

金体系を持ち込むべきではない。 
 考え方１４－２ 

   考え方８、９－１参照。 
○ 答申草案を支持します。ただし、②ロ）における、定額的な事業者向け割引料金の設定については、
問題があるものと考えております。 

 （ＪＴ） 
 

 ○ テレホーダイ、i・アイプラン等の割引サービス
についても、現在の接続料の仕組み上では、指定
設備利用部門が従量制接続料金体系の下で、指定
設備管理部門に接続料相当を支払っております。
仮に、テレホーダイ、i・アイプラン等の割引サー
ビスに事業者向け割引料金を導入することは、指
定設備管理部門に当該サービスの接続料金体系を
導入することとなり、小売を行わない指定設備管
理部門が指定設備利用部門及び他事業者の小売の
リスクを転嫁されることとなり論理的に矛盾が生
じます。 
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 指定設備管理部門に準定額制サービスの接続料
金体系を持ち込むことに関しては、本来、従量制
接続料を負担している事業者との公平性について
検討すべきであると考えます。 
（後略） 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 
    
 意見１４－３ 着信用加入者回線について事業者向け割引料金は早期に実現可能。その他はシステム

変更、対象事業者の範囲等について課題がある。 
   再意見１４－３ 特定番号向け割引料金に事業

者向け割引料金を導入するのにはコス
トがかかる。 

 考え方１４－３ 

    事業者向け割引料金の対象事業者の範囲につい 
○ ③については、特定の番号に限定されること、大幅な課金システムの変更等が生じないこと等を勘案
すると、早期に実現可能と考えます。 

  ②ロ）特定番号向けの通信料（テレホーダイ、ｉ･アイプラン等）への事業者向け割引料金の導入に
あたっては、ＮＴＴの課金システム等の大幅な変更、事業者向け割引料金の対象にする通話を特定する
仕組み（接続番号等の課題）を今後検討していく必要があると考えます。 

  また、①、②イ）全ての通信料については、ＮＴＴの課金システムの大幅な変更に加え、割引料金が
適用可能となる事業者の範囲等について検討する必要があり、この点については、今後の電気通信市場
の仕組みの変更となるため、慎重に引き続き議論する必要があると考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

 ○ （前略） 
 特定番号向けの通信料（テレホーダイ、i・アイ
プラン等）に事業者向け割引料金を導入するため
には、現行の弊社利用者向け料金と事業者向け料
金の割引率及び請求先等が異なるために、弊社社
内システムへの開発が必要となります。改造にか
かるコスト（数十億円と推定）については、接続
要望事業者が負担するものと考えます。また、実
現までの期間については、検討期間も含めて約２
年の期間を要するものと想定されます。 
 テレホーダイ、i・アイプランについては、定額
制サービスの普及（ＡＤＳＬ等）に伴い、需要は
低減傾向にあること、電話サービス等の公衆網の
市場規模が減少傾向にあること等の現状におい
て、事業者向け割引料金を導入するメリットと、
導入に伴う追加コストの大小を慎重に比較し検討
すべきものと考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

ては、専用線における事業者向け割引料金の導入時
に結論が得られており、公衆網への事業者向け割引
料金の導入は、最小限のコストと最短の期間により
行われる必要がある。 

    
 意見１４－４ 発信側の加入者回線についての事業者向け割引料金の早期実現を強く要望。    再意見１４－４ ラインシェアリングに際し

て、電話帯域はＮＴＴ東日本・西日本が
利用者料金を設定する考え。 

 考え方１４－４ 

    
○ ＤＳＬを提供しております弊社としてはＤＳＬと同様にラインシェアリングしている電話サービス
も再販してワンストップサービスを行い、現在ＤＳＬを提供していただいているお客さまに利便性を享
受いただきたいと考えております。したがいまして、電話サービスの再販が可能となるよう、特に①発
信側の加入者回線についての事業者向け割引料金の早期実現を強く要望いたします。 

 （イー・アクセス） 
 

 ○ ＤＳＬのラインシェアリングは、１つの電話回線
のうち高周波数帯域のみを他事業者が利用者料金設
定するものであって、電話帯域については、弊社サ
ービスとして弊社が利用者料金を設定する考えであ
り、事業者向け割引料金等でＤＳＬ事業者に提供す
る考えはありません。 
 仮に、加入者回線を再販する場合には、利用者向
け料金体系が事住別、級局別になっていること、通
話料ともセットで再販となることを考慮すると、慎
重な検討が必要と考えます。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

公衆網の全てについて事業者向け割引料金の導
入が速やかに行われるべきである。利用者料金の設
定権の所在については、指定電気通信設備設置事業
者において、事業者間協議において柔軟な対応がな
される必要があるところ、これが円滑に対応されな
いようであればそのルール化の必要性について検
討される必要がある。 
 

    
 意見１５ 事業者向け割引料金の導入時期を答申において明確にすべき。    考え方１５ 
    
○ 貴審議会は導入されるべき事業者向け割引料金について、順次の導入をご提案されており、また②ロ）
と③については、優先的に導入することが適当とされておりますが、導入時期については明確にされて

   公衆網における事業者向け割引料金の導入時期
の目途については本答申本文第Ⅷ章において記述
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おりません。本答申において目標とされるべき導入時期が明確にされるべきと考えます。 
 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

する。 
 

３ 考え方 
（４）事業者向け割引料金の原価対象費用の範囲 

  

    
 意見１６－１ 公衆網の事業者向け割引料金については、利用者料金と接続料との間の費用範囲の差

をもとに割引率を設定することが適当。 
   再意見１６－１（意見１６－１同旨）  考え方１６－１ 

   ――― 
○ 公衆網の事業者向け割引料金における対象費用については、第二次答申草案にあるとおり、利用者料
金と接続料との間の費用範囲の差をもとに割引率を設定することが適当である。これによって、公衆網
の事業者向けサービスには無関係な費用が事業者向け料金から除外されることになる。米国では、既存
地域事業者と接続事業者が交渉して料金を決めることになっているが、両当事者が合意に至らない場
合、州の公益事業委員会が裁定を行って料金を決めることになっている。日本では、当事者間の交渉に
委ねると、多くの場合 NTT 東日本・西日本が交渉を有利に進めることになると想定されることから、草
案のようにルール化するべきである。 

 （レベルスリー） 
 
○ 公衆網では専用線の場合と異なり、法人営業部門による営業は基本的に行なわれていないことから、
これを考慮する必要はなく、接続料規則の原則どおり、利用者料金と接続料との間の費用範囲の差を忠
実に反映させた割引率を設定すべきであります。 

 （テレサ協） 

 ○① 先の意見書でも述べたとおり、専用線あるいは
公衆網における事業者向け割引料金の対象費用
に関し、サービスベースでの公正な競争条件を
確保するうえで不可欠かつ有効な考え方である
ことから、接続料規則の原則どおり、利用者料
金と接続料との間の費用範囲の差を反映させた
割引率を設定すべきものと考えます。 
② 第二種電気通信事業者への提供にあたり専用
線については、現在、東・西ＮＴＴ殿の法人営
業部門をすべて介しているとの前提に立って費
用範囲を定めている。 
 しかしながら、その一部は、法人営業部門の
対応が不要との運用面の実状もあることから、
事業者側が法人営業部門の対応の要否を自ら選
択して、この費用範囲の差を反映させた割引率
が設定されることが原則に即した公正な設定の
あり方であると考えます。 
③ 公衆網では専用線の場合と異なり、法人営業
部門による営業は基本的に行なわれていないこ
とから、これを考慮する必要はないと考えられ
るので、接続料規則の原則どおり、利用者料金
と接続料との間の費用範囲の差を忠実に反映さ
せた割引率を設定すべきものと考えます。 
④ 事業者向け割引料金における割引率の設定に
係る適正コストの範囲に関し、「接続」と「非接
続」との違いを理由にして、その費用範囲の取
扱いについて差別的あるいは競争制限的な不公
正な取扱いが行なわれることのないよう、その
審議あるいは認可にあたっては慎重な検討を要
望いたします。 
⑤ サービスベースでの公正な競争条件の確保を
図るため、「接続ルール」だけに限ることなく、
改正・電気通信事業法案の「卸電気通信役務」
に係る約款外役務においても、接続料規則と同
様な考え方に基づく事業者向け割引料金の提供
が公正に行なわれるよう、情報公開も含めた制
度の整備を早急に進めていただくことを切望い
たします。 
（テレサ協） 
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 意見１６－２ 企業ユーザに対して法人営業部門が営業活動を行っているので、公衆網の事業者向け
割引料金の割引率から法人営業部門の費用相当を除くべき。 

   再意見１６－２ 企業ユーザに対する対応は事
業者に対するものとは異なる。法人営業
部門の費用を事業者向け割引料金の割
引率において考慮する必要はない。 

 考え方１６－２ 

     
○ 公衆網（電話、ISDN、データ伝送サービス）についても、企業ユーザに対しては、法人営業部門がシ
ステム提案や契約申込み受け付け等の営業活動を行っております。従って、 仮に公衆網に事業者向け
割引料金を導入することとなった場合には、法人営業部門の費用は割引率を設定する際に考慮する必要
があります。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 一般の企業ユーザーに対しては公衆網サービス
であっても法人営業部門によりシステム提案がな
される場合があり得ることは理解できます。しか
しながら、電気通信事業者に事業用として公衆網
サービスを提供する場合にシステム提案がなされ
るというようなことはあり得ないと考えます。従
いまして、答申案のとおり法人営業部門による営
業費用は基本的には考慮する必要はないと考えま
す。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 
○ ＮＴＴ東西の法人営業部門が対応している会社
とそうでない会社のリストをＮＴＴ東西より提供
いただけるなら理解できますが、一般的に「事務」
の電話を使用している会社が全て法人営業部門対
応とは考え難く、その区別が恣意的運用で行われ
るおそれがあることから法人営業部門の費用の配
賦対象を限定して適正に配賦することは困難と考
えます。仮に営業部門の費用の配賦対象が限定さ
れたとしても、電気通信事業者である再販事業者
への対応は法人への対応とは異なるため、法人営
業部門の費用を適用することは適切ではないと考
えます。 
 いずれにせよ、「住宅」区分で利用している電
話については法人営業部門の費用は配賦されるべ
きではないと考えますので、ＮＴＴ東西の営業費
に相当する分（約３０％）の割引率が妥当と考え
ます。 

 （イー・アクセス） 
 
○ 法人営業部門の費用については、事業者に対する
システム提案や契約申し込み受付けの有無によっ
て決定されるべきであり、企業ユーザへの対応と
は異なるものと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

公衆網の再販が行われていない現状において、再
販事業者への法人営業部門による営業活動も行わ
れておらず、一般的には考え難いためこれを前提と
した割引率の設定は行わないことが適当であるが、
事業者において法人営業部門を要望する場合に、追
加的に費用負担することはあり得ると思われる。 

    
 意見１７ 専用線における事業者向け割引料金について、事業者側の選択により法人営業部門の対応

に係る部分を費用範囲から除くべき。 
   考え方１７ 

   ――― 
○ 専用線あるいは公衆網における事業者向け割引料金の対象費用に関し、サービスベースでの公正な競
争条件を確保するうえで有効であることから、接続料規則の原則どおり、利用者料金と接続料との間の
費用範囲の差を反映させた割引率を設定すべきものと考えます。 
 （テレサ協） 
 

   

○ 第二種電気通信事業者への提供にあたり専用線については、現在、東・西ＮＴＴ殿の法人営業部門を
すべて介しているとの前提に立って費用範囲を定めている。 

  しかしながら、その一部は、法人営業部門の対応が不要との運用面の実状もあることから、事業者側
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が法人営業部門の対応の要否を選択して、この費用範囲の差を反映させた割引率が設定されることが原
則に即した公正な設定のあり方であると考えます。 

 （テレサ協） 
 
    
 意見１８－１－１ 接続と非接続とで事業者向け割引料金の割引率を同等に扱うべき。    考え方１８－１－１ 
    
○ 事業者向け割引料金における割引率の設定に係る適正コストの範囲に関し、「接続」と「非接続」と
の違いを理由にして、その費用範囲の取扱いについて差別的あるいは競争制限的な不公正な取扱いが行
なわれることのないよう、その審議あるいは認可にあたっては慎重な検討を要望いたします。 

 （テレサ協） 
 

   指定電気通信設備を用いた卸電気通信役務にお
いても事業者向け割引料金の設定が適正に行われ
るよう、ガイドライン等の整備が必要である。 

○ サービスベースでの公正な競争条件の確保を図るため、「接続ルール」だけに限ることなく、改正・
電気通信事業法案の「卸電気通信役務」に係る約款外役務においても、接続料規則と同様な考え方に基
づく事業者向け割引料金の提供が公正に行なわれるよう、情報公開も含めた制度の整備を早急に進めて
いただくことを切望いたします。 
 （テレサ協） 
 

   

    
 意見１８－１－２ 専用線についても事業者向け割引料金の割引率を接続と非接続とで同等に扱う

べき。 
   考え方１８－１－２ 

    専用役務については、既に接続か非接続かに関わ 
○ 答申草案を支持します。さらに専用役務においても、同様の考え方による事業者向け割引料金の提供
が望ましいと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

  りなく、約款外役務においても同様の考え方で事業
者向け割引料金が設定されるべきことが郵政省よ
りＮＴＴ東日本・西日本に対して求められ、実行さ
れている。（「接続料規則の取扱いについて」（平成
１２年１１月２０日郵電業第３１１４号）記１）。 

    
 意見１８－２ 卸電気通信役務の料金について事前に規制を設けることには問題がある。    再意見１８－２ ＮＴＴ東日本・西日本が卸電

気通信役務を提供する際には他事業者
とは異なる（事後）規制の対象となり得
る。 

 考え方１８－２ 

    
○ 電気通信事業法の改正案によれば、卸電気通信役務の料金については、認可制ではなく届出制となる
と認識しており、事前にその提供料金に対して規制を設けることは法律の定めを超えるものであり、問
題があると考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 第二次答申（草案）では新たな規制が必要という
のではなく、ＮＴＴ東西が卸売役務の料金を届出
する際に事業者向け割引料金の設定を行わずにな
い場合は他事業者からの意見申立てや事後規制の
対象となりうるため、ＮＴＴ東西が答申を尊重し
て料金設定を行うべきという趣旨であると理解し
ております。再販料金については接続ルールのヒ
アリング（平成１３年４月１２日実施）で検討の
場を設けることになっておりましたので、早急に
検討いただけるようお願いいたします。 
 約款外役務（第１５１回国会に置いて審議され
ている電気通信事業法等の一部を改正する法律案
の卸電気通信役務）にはダークファイバなど伝送
路設備の提供だけでなくいわゆるキャリアズレー
ト及び再販も約款外役務の卸電気通信役務に含ま
れているのかどうか明確にしていただきたいと思
います。 
（イー・アクセス） 
 

○ ＮＴＴ東西地域会社殿がボトルネック設備を有

 卸電気通信役務に関しては、事後規制による担保
を行うため、事業者向け割引料金導入のために所要
のガイドラインを設定することが有効と考えられ
る。 
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する事業者であり、卸電気通信役務においても利
用事業者に対して立場上優位であると考えられる
ことから、他事業者とは異なる規制のスキームが
必要であると考えます。 
（ＪＴ） 
 

    
 意見１８－３ 卸電気通信役務の事業者向け割引料金のルールはＮＴＴ東日本・西日本にのみ適用さ

れるものと理解。 
   考え方１８－３ 

   事業者向け割引料金についての本答申での議論 
○ なお、公衆網の事業者向け割引料金における対象費用のなかに卸電気通信役務の割引料金の記述があ
る。ここでは NTT 東日本・西日本の公衆網の事業者向け割引料金に関連して卸電気通信役務料金が議論
されていることから、この料金設定ルールは NTT 東日本・西日本の卸電気通信役務にのみ適用されるも
のと理解する。 

 （レベルスリー） 
 

  は、全て、指定電気通信設備により提供されるもの
に関して行われている。 
 それ以外の卸電気通信役務の運用については今
後検討されることとなる。 

    
 意見１８－４ 卸電気通信役務の料金については不当な差別的取扱いとならない範囲で、自由で多様

な取引条件による提供を可能とすべき。 
   再意見１８－４（意見１８－２、１３－２－２

同旨） 
 考え方１８－４ 

   卸電気通信役務制度の運用については、今後検討 
○ 「接続」については、接続料金の認可にあたり、実質的に全ての接続事業者に対して同一料金を適用
すべきとの指導が行われてきましたが、改正電気通信事業法においては、相互接続協定がこれまでの認
可から届出に規制緩和され、新設される卸役務契約も届出となることから、不当な差別的取扱いとなら
ない範囲で提供条件の画一性についても緩和されるものと考えます。 

  草案における記述は、指定電気通信事業者の端末回線線端接続および非接続での卸売りに事業者向け
割引料金を適用することについて言及したものと思われますが、一般論としては、接続・非接続を問わ
ず、不当な差別的取扱いとならない範囲で、自由で多様な取引条件による提供が可能となるものであり、
このことについて答申に明示することを要望します。 

 （ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 

 ○ 卸電気通信役務（非接続）の料金については、電
気通信事業法の改正では認可制ではなく届出制で
あり、事業者向け割引料金の設定を義務付けるよ
うな事前の規制を設けることは法律の定めを超え
るものであり、問題があると考えます。 
 また、接続を伴わない電話・ＩＳＤＮの加入者
回線については、現状では、お客様対応上、付加
機能契約等と加入者回線（電話番号等）は一元的
に管理する必要があること、電話がライフライン
としての位置付けであること、及びユニバーサル
サービスを維持していく必要があることなどを考
慮すると、弊社においてお客様からの問合せ対応
を実施せざるを得ない状況であります。これによ
り、少なくとも接続を伴わない電話・ＩＳＤＮの
基本料を他社が再販売することとなっても、設備
コストのほかに当該回線の提供にあたって実際に
発生する問合せ対応等に関わる費用が発生するこ
ととなります。従って、接続事業者が全てお客様
対応を行うことを前提とした帯域透過端末回線伝
送機能の接続料に加えて、お客様対応等の費用に
ついても必要となると考えております。 
 事業者向け割引料金の費用範囲は、アンバンド
ル機能とは異なり、サービス開発、プロモーショ
ン、お客様対応などが必要となり、単に設備コス
トに着目したアンバンドル機能の接続料金の費用
範囲（電話のＡＣの費用範囲をベースにしたもの）
とは異なるものと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

されることになっている。 

    
 意見１９ 専用線における事業者向け割引料金について、収容率が高いこと等を割引率に反映させる

べき。 
   再意見１９ 提案されている見直しは不要。  考え方１９ 

    事業者向けと利用者向けとで更にコスト要因で 
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○ 第３節―４における割引料金の原価対象は確かに営業費用分は軽減化される部分はあると考えるが、
利用者料金の原価に沿った部分のコストから生じる事業者向け料金があってさらに営業費用の割引上
積みと考えるのが本答申の主旨と捉える。 
因みに 今回の専用線利用に関するキャリアーズレイトは①端末部分が局内で終始している②使用
ケーブルや設備の収容率が高く効率がいい③使用回線の廃止率が低いなどコスト的要因が加味される
べきであると考える。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

 ○ 現行の専用サービスにおけるキャリアズレート
について、 
①局内終端減額を考慮することは、利用者向け料
金からの割引料金という体系のため実現が困難で
あり、また、利用者と同等の条件でサービス提供
している中で、事業者向けだけに減額を行うこと
は公平性に欠くものと考えております。 
②使用ケーブルや設備の収容率が高く効率がい
い、という点については、企業等の大口ユーザが
多数存在する専用線需要の中で二種事業者等を含
めたキャリアズレート適用対象となる事業者の回
線がより効率が高いとは必ずしも言えないと考え
ます。 
③使用回線の廃止率が低い、という点に関しては、
事業者向け割引と併せて適用している長期利用割
引によりそのコスト的要因が加味されていると考
えております。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

異なる部分が検証できるのであれば、割引率の算定
において必要に応じて検討することは有益と考え
られるが、効率性・継続性等に関しては、事業者向
け割引料金においても大口割引や長期継続割引の
要素が含められている。 
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第Ⅳ章 網機能計画制度の改善   
 
３ 考え方 
（１）網機能計画制度の原則維持 

  

意見  再意見 考え方 
    
 意見２０ 網機能に関する情報開示及び他事業者の意見の反映は公正競争のために必要不可欠であ

り、制度の原則維持の考え方に賛同。但し、問い合わせがある場合については、対応、公表
内容や説明会開催周知方法においても改善を要望する。 

   考え方２０ 
 
 答申本文にも述べたとおり、網機能計画の届出・ 

   公表は、サービス開発に関する公正競争条件確保と 
○ 草案に賛成致します。 
  「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、    草案のとおり、サービス開発に関する公正有効競争条草案のとおり、サービス開発に関する公正有効競争条草案のとおり、サービス開発に関する公正有効競争条草案のとおり、サービス開発に関する公正有効競争条
件確保と円滑な接続の推進のために必要なルールであることから、情報開示は、公正競争のためには必件確保と円滑な接続の推進のために必要なルールであることから、情報開示は、公正競争のためには必件確保と円滑な接続の推進のために必要なルールであることから、情報開示は、公正競争のためには必件確保と円滑な接続の推進のために必要なルールであることから、情報開示は、公正競争のためには必
要不可欠であると考えます。要不可欠であると考えます。要不可欠であると考えます。要不可欠であると考えます。  
そもそも、そもそも、そもそも、そもそも、 NTT NTT NTT NTT 東西地域会社はボトルネック設備を有しており、他事業者はその設備と接続しなけれ東西地域会社はボトルネック設備を有しており、他事業者はその設備と接続しなけれ東西地域会社はボトルネック設備を有しており、他事業者はその設備と接続しなけれ東西地域会社はボトルネック設備を有しており、他事業者はその設備と接続しなけれ
ばサービス提供ばサービス提供ばサービス提供ばサービス提供が不可能であるため、そのための情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見の反映は、が不可能であるため、そのための情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見の反映は、が不可能であるため、そのための情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見の反映は、が不可能であるため、そのための情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見の反映は、
当然のことであると考えます。当然のことであると考えます。当然のことであると考えます。当然のことであると考えます。特定の事業者のみが早期にサービス及び機能の提供を行うことのできる
状況は、ユーザ利便性が向上せず、結果として IT革命の推進が実現できないこととなります。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

  円滑な接続の推進のために行われるものであり、現
行制度の原則は今後も維持していく必要がある。 
公表内容の充実、説明会の一層の迅速化等は、網
機能計画制度の運用簡素化の前提となるものであ
り、適切に措置される必要がある。 

○ 別途連名にて提出致しました網機能提供計画に関する意見書にて述べさせて頂きましたとおり、「網
機能提供計画」の届出・公表の義務は、サービス開発に関する公正競争条件確保と円滑な接続の推進の
ために必要なルールであることから、答申草案を支持します。 

 （ＪＴ） 
 

   

○ 網機能計画制度の意義を損なわない範囲での運用の簡素化については、草案のとおり、制度の原則維
持の考え方に、賛同いたします。但し、運用の簡素化が図られたとしても、網機能計画の対象外となっ
た機能、装置等に関する事業者からの問い合わせがある場合については、迅速かつ真摯に対応していた
だきたく思います。加えて、網機能の内容の理解を助けるよう今まで以上に公表内容の充実に努め、説
明会の開催通知等についても、速やかに実施する等、周知方法の改善を強く要望します。 

 （ＯＭＰ） 
 

   

    
 意見２１ 網機能計画については順次柔軟に見直すことを要望。    再意見２１（意見２０同旨）  考え方２１ 
    
○ 網機能提供計画の見直しについては、新技術の早期導入、新サービスの早期提供によるＩＴ革命推進
の観点から、次回ルール見直し時期に拘らず、技術の進展や相互接続の実態に則して、順次柔軟に見直
されることを要望いたします。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 上記意見のとおり、「新技術の早期導入、新サー
ビスの早期提供による IT革命推進」は必要である
と考えます。 
 ただし、「IT 革命推進」のためには、まず公正
競争の確保を前提とすべきと考えます。 
 そもそも、そもそも、そもそも、そもそも、 NTT NTT NTT NTT 東西地域会社はボトルネック設東西地域会社はボトルネック設東西地域会社はボトルネック設東西地域会社はボトルネック設
備を有しており、他事業者はその設備と接続しな備を有しており、他事業者はその設備と接続しな備を有しており、他事業者はその設備と接続しな備を有しており、他事業者はその設備と接続しな
ければサービければサービければサービければサービス提供が不可能であるため、そのたス提供が不可能であるため、そのたス提供が不可能であるため、そのたス提供が不可能であるため、そのた
めの情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見めの情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見めの情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見めの情報開示の義務づけ、及び、他事業者の意見
の反映は、当然のことであると考えます。の反映は、当然のことであると考えます。の反映は、当然のことであると考えます。の反映は、当然のことであると考えます。特定の
事業者のみが早期にサービス及び機能の提供を行
うことのできる状況は、ユーザ利便性が向上せず、
結果として IT 革命の推進が実現できないことと
なります。 
 「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、「網機能提供計画」の届出・公表の義務は、    
答申草案のとおり、サービス開発に関する公正有答申草案のとおり、サービス開発に関する公正有答申草案のとおり、サービス開発に関する公正有答申草案のとおり、サービス開発に関する公正有

 網機能計画制度についての見直しは必要に応じ
て行うことが適当と考えられる。 
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効競争条件確保と円滑な接続の推進のために必要効競争条件確保と円滑な接続の推進のために必要効競争条件確保と円滑な接続の推進のために必要効競争条件確保と円滑な接続の推進のために必要
なルールであることから、情報開示は、公正競争なルールであることから、情報開示は、公正競争なルールであることから、情報開示は、公正競争なルールであることから、情報開示は、公正競争
のためには必要不可欠であると考えます。のためには必要不可欠であると考えます。のためには必要不可欠であると考えます。のためには必要不可欠であると考えます。    
 したがって、網機能提供計画のしたがって、網機能提供計画のしたがって、網機能提供計画のしたがって、網機能提供計画の従来の原則を引従来の原則を引従来の原則を引従来の原則を引
き続き維持していくことが必要であると考えまき続き維持していくことが必要であると考えまき続き維持していくことが必要であると考えまき続き維持していくことが必要であると考えま
す。す。す。す。 
 上記をふまえ、今後においても網機能提供計画
の見直しを行う場合には、以下の条件を担保する
ことが必要と考えます。 
 ①周知方法のスキームが担保され、かつ、個々

の案件等について、接続事業者よりクレーム
がないこと 
（具体的には、ルール一般として、短期化し
ても、事業者間において同時に当該機能を利
用したサービスの開始ができる状況が担保
され、かつ、個別案件として、接続事業者か
らの要望が反映される状態が担保されるこ
とが前提と考えます。周知方法を含む。） 

 ②接続に NTT 東西地域会社の独自仕様を含む場
合（例：エンド・エンドの保守監視情報等）
 、特定事業者の独自仕様のものが開発され
た場合等の情報開示 

 ③設備構成、提供時期やエリア等の情報開示 
 ④設備対応、精算処理、事務手続、外販許可、

設備調達（納入時期等）等における公平な条
件                 等 

（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

 
３ 考え方 
（２）網機能計画の適用範囲 

  

    
 意見２２－１ 網機能計画の適用範囲の見直しについて草案に賛成。    考え方２２－１ 
    
○ 網機能提供計画の適用範囲の見直しについて草案に賛同いたします。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

  ――― 

    
 意見２２－２ ＴＴＣ標準と同一のものであっても、従前どおり網機能計画の対象とすべき。    再意見２２－２ ＴＴＣ標準と同一の部分を越

えて、弊社が設定する機能に限定して対
象とするとの草案に賛同 

 考え方２２－２ 

    
○ 草案に反対致します。 
  現在開示されている 15 項目のうち、ＴＴＣ標準に係わる項目は 2 項目（弊社理解）であり、ＴＴＣ
標準であることを理由に、網機能開示の対象外とすることは、適切でないと考えます。仮に対象外とさ
れた場合、接続事業者は、当該網機能の追加・変更がなされたこと自体をも、把握できないこととなり
ます。 

  以上のことから、ＴＴＣ標準と同一のものであっても、従前どおり、網機能提供計画の対象とすべきＴＴＣ標準と同一のものであっても、従前どおり、網機能提供計画の対象とすべきＴＴＣ標準と同一のものであっても、従前どおり、網機能提供計画の対象とすべきＴＴＣ標準と同一のものであっても、従前どおり、網機能提供計画の対象とすべき
と考えます。と考えます。と考えます。と考えます。    

  また、今後、特にデータ通信等において、標準的なものの導入が増加する傾向にあることから、仮に
ＴＴＣ標準のものが対象外とされた場合、網機能計画の制度自体が形骸化する可能性があります。 

 ○ ＴＴＣ標準と同一の部分を越えて、弊社が設定す
る機能に限定して対象とするとの草案に賛同いた
します。 
 ＴＴＣ標準に基づく網機能については、開発着
手前の機能仕様を調整するためのモラトリアム期
間は不要と考えますが、接続する他事業者の設備
準備等が必要なものについては、自主ルールであ
る「接続に関する情報開示（ｲﾝﾀﾌｪｰｽ関連）」によ
り、他事業者の準備が間に合う時期に開示し、接

 本答申本文の主旨はＴＴＣ標準と同一の部分に
ついては網機能計画に含めて公表する必要はない、
ということであり、同計画における「１ 機能の内
容」「５ インタフェース」欄においてＴＴＣ標準
の内容を改めて記載する必要はないことを述べて
いる。同計画の他の欄についてはＴＴＣ標準の内容
を記載するものではないことから、現行と同様の公
表がなされることになる。 
 上述の旨をより明確にするため、答申本文の第Ⅳ
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 従って、仮にＴＴＣ標準のものが対象外とされた場合、接続事業者は、上記 2項目以外については情
報が得られないことから、NTTNTTNTTNTT 東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ
ィングは、担保されないこととなります。ィングは、担保されないこととなります。ィングは、担保されないこととなります。ィングは、担保されないこととなります。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 
○ 別途連名にて提出致しました網機能提供計画に関する意見書にて述べさせて頂きましたとおり、ＴＴ
Ｃ標準と同一のものであっても、対象外とされた場合には問題があると考えられ、ＴＴＣ標準について
も適用範囲とすべきと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

続に向けた所要の協議を開始する考えです。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 
○ ＴＴＣ標準はだれもが知り得る公知の情報であ
り、この TTC 標準に基づく網機能については、開
発着手前の機能仕様を調整するためのモラトリア
ム期間は不要と考えます。なお、接続する他事業
者の設備準備等が必要なものについては、自主ル
ールである「接続に関する情報開示（ｲﾝﾀﾌｪｰｽ関
連）」により、他事業者の準備が間に合う時期に開
示を行い、接続に向けた所要の協議を開始し、検
討のﾌｪｰｽﾞにあわせ、順次必要な情報を開示してい
く考えです。 【別紙２参照】 
 ご指摘の情報の差は、当該サービスの企画検討
を自ら実施したか否かによるものです。例えば、
ＤＤＩーＰ殿が開発要求したものに関しては、他
事業者と「指定設備利用部門」は全く同一となり
ます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

章３（２）において次のような脚註を設けることと
する。 
 
「これにより、網機能計画の様式のうち１と５の項
目についてＴＴＣ標準と同一の部分についての記
載が不要となる（他の項目についてはＴＴＣ標準準
拠と関わりない項目なので従前どおり公表され
る。）」 

    
 意見２３ ルータ等についても接続事業者が要望を検討するのに十分な情報開示が必要。    再意見２３－１（意見２３同旨）  考え方２３ 
    
○ NTTNTTNTTNTT 東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッティングの観点から、接続東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッティングの観点から、接続東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッティングの観点から、接続東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッティングの観点から、接続
事業者側が要望を検討するに十分な内容を公表すべきと考えます。事業者側が要望を検討するに十分な内容を公表すべきと考えます。事業者側が要望を検討するに十分な内容を公表すべきと考えます。事業者側が要望を検討するに十分な内容を公表すべきと考えます。    

  公表範囲の見直しを検討するにあたっては、以下の条件を担保することが必要と考えます。 
 ①周知方法のスキームが担保され、かつ、個々の案件等について、接続事業者よりクレームがないこと 
  （具体的には、ルール一般として、短期化しても、事業者間において同時にサービスの開始ができる
状況が担保され、かつ、個別案件として、事業者からの要望が反映される状態が担保されることが前
提と考えます。周知方法を含む。） 

 ②接続に NTT 東西地域会社の独自仕様を含む場合（例：エンド・エンドの保守監視情報等） 、特定事
業者の独自仕様のものが開発された場合等の情報開示 

 ③設備構成、提供時期やエリア等の情報開示 
 ④設備対応、精算処理、事務手続、外販許可、設備調達（納入時期等）等における公平な条件  等 
  そもそも、これまでも問題になった事例があるため（下記参照）（レイヤ上位の部分においては確認
を要する場合があります。）、ルータ、ルータ、ルータ、ルータ、DSLAMDSLAMDSLAMDSLAM（（（（G992.2 Annex CG992.2 Annex CG992.2 Annex CG992.2 Annex C 準拠）、スプリッタについても、接続事業準拠）、スプリッタについても、接続事業準拠）、スプリッタについても、接続事業準拠）、スプリッタについても、接続事業
者に支障のないレベルが担保される程度（使用用途等）の情報開示は必要と考えます。者に支障のないレベルが担保される程度（使用用途等）の情報開示は必要と考えます。者に支障のないレベルが担保される程度（使用用途等）の情報開示は必要と考えます。者に支障のないレベルが担保される程度（使用用途等）の情報開示は必要と考えます。    
（これまでの事例） 
①フレッツ・ISDN についての情報開示： アトリビュート、認証確認等の情報について、開示されなか
った 
②Ｂフレッツについての情報開示： スループットについて、開示を拒否された 
上記について対象外とされた場合、Ｐ．3 の「Ａ＝Ｂ」が担保されず、中継網における網構成やスル
ープット等についての情報を得られないこととなり（具体的には、Ｐ．16～19 参照）、接続事業者側は、
主に以下の点について支障を来すため、引き続き対象とすべきと考えます。 

 ○ 全面的に賛同いたします． 
 つい最近の事例として，東京めたりっく通信の
経営危機が報じられました．同社の功績は，日本
におけるブロードバンドサービスの推進役として
大変輝かしいものであり，今後同社がエンドユー
ザや諸方面の支援のもと経営を立て直せることを
切に望むものであります． 
 この問題についてはそう単純な問題ではなく，
いろいろな要因が絡み合っているものであること
を承知しておりますが，NTT 地域会社によるドラ
イカッパ開放にいたる過程において，さまざまな
障壁があったことが原因のひとつであることはほ
ぼ間違いないといえます．結果，「東京めたりっ
く」「イー・アクセス」をはじめとする新興事業
者にとっては，本格提供開始の遅れなどの問題が
起こっているものと認識しております． 
 今後このような事例を作らないためにも，情報
管理をはじめ，工事の申込手順などにいたるすべ
ての局面において，適切なファイアウォールの設
置などにより，「管理部門」は，「利用部門」と
「接続事業者」を同等に扱うべきことを，弊社も
強く要望いたします． 
 また，11 社連名意見にもあります「両部門の別
会社化」については，現実的な案であるとして今
後検討されるべきであると考えます． 
（ＥｄｉｔＮｅｔ） 
 

ルータ等については、本答申本文に述べたとおり
網機能計画の対象外とすることが適当と考えられ
るが、接続の請求に際して必要な情報開示は別途進
められる必要がある。従って、本答申本文の第Ⅳ章
３（３）の脚註において次のとおり記述することと
する。 
 
「例えばルータ等については次の情報開示が進め
られる必要があり、「電気通信事業法施行規則第２
３条の４第３項の規定に基づく情報の開示に関す
る件」（平成１３年６月１１日総務省告示第３９５
号）の改正により措置される必要がある。 
① ＮＮＩ、ＵＮＩの条件（インタフェース情報） 
② 認証情報（attribute 情報等） 
③ 事業者側ＮＷへ渡される時のスループット情
報 
④ その他接続に必要な情報（ルータ等の機種名・
通信プロトコルのバージョン情報・ルータソフト
等のバージョン情報） 
⑤ 導入開始年月日、提供予定時期 
⑥ 導入の目的（新規サービスの提供のため・網構
成の効率化を図る等） 
⑦ 導入・提供エリア情報（各県毎の導入予定等） 
⑧ 当該設備の利用に伴う費用の有無及び概算（創
設費の概算、経費化した場合の事業者の負担方
法・負担額概算等）             」 
 

● 設備対応に期間を要する 
● 料金設定について、スループット次第で設備の規模が異なるため、料金設定に影響する 
＜ルータ・ＤＳＬＡＭ・スプリッタ等導入時に開示して欲しい内容＞ 

 ○ 上記意見に賛成致します。 
 ルータ、DSLAM（G992.2 Annex C 準拠）、スプリ
ッタについては、特に、以下の情報が必要と考え
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特に以下の情報が必要となります。 
・ＮＮＩ、ＵＮＩの条件（インターフェース情報） 
・認証情報（attribute 情報等） 
・事業者側ＮＷへ渡される時のスループット情報 
・その他接続に必要な情報 
 （ルータ等の機種名・通信プロトコルのバージョン情報・ルータソフト等のバージョン情報） 
・導入開始年月日、提供予定時期 
・導入の目的（新規サービスの提供のため・網構成の効率化を図る等） 
・導入・提供エリア情報（各県毎の導入予定等） 
・当該設備の利用に伴う費用の有無及び概算 
 （創設費の概算、経費化した場合の事業者の負担方法・負担額概算等） 

 また、答申草案には「今までのところ・・（略）・・問題となったこともないため」とありますが、具体
的には、今後において、以下のような問題が想定されます。 

（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅｔ、
ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 
 
 
 
    

＜参考＞接続のために標準準拠より詳細な条件が必要な事例 
  
【NTT 東西地域会社が IETF の RFC 準拠とだけ公表し、事業者間相互接続の詳細な技術条件を情
報開示しない場合に想定される問題点】 
 
  IETF の RFC 番号に準拠しているとの条件だけでは、RFC 記述のあいまいさの部分や、詳細
仕様のオプション機能等をどこまでルータが実装しているかが明確でないために、IP レイヤ
上の相互接続ができない場合が考えられます。 
 → 以上のことから、主に、次の項目について、情報開示が必要と考えます。 
  ①ルータの機種名 
  ②ルータソフトのバージョン情報 
  ③通信プロトコルのバージョン情報 
  ④設定パラメータ 
  ⑤スループット値                  等 
   
RFC 準拠情報以外に開示情報がない場合、上記問題が想定される今後の相互接続例（通常のレイ
ヤ３での IP 相互接続以外） 
 
   ・MPLS や BGP 等を使用した IP-VPN 網のルータ-ルータ間の相互接続 
    ・MPLS シグナリングプロトコル等を使用した IPトラフィックエンジニアリングパスの相

互接続 
   ・SIP 等を使用した VoIP 網の相互接続 
   ・HTTP やキャッシュ相互通信プロトコル等を使用したコンテンツ配信網の相互接続 
   ・L2TP や PPPoE のポータル配信機能の相互接続 
   ・XML 等を使用した動的な IP サービスレベル仕様の相互接続 
 
 

ます。・ＮＮＩ、ＵＮＩの条件 （インタフェース
情報） 
・認証情報 （attribute 情報等） 
・事業者側ＮＷへ渡される時のスループット情報 
・その他接続に必要な情報 （ルータ等の機種名・
通信プロトコルのバージョン情報・ルータソフ
ト等のバージョン情報） 
・導入開始年月日、提供予定時期 
・導入の目的 （新規サービスの提供のため・網
構成の効率化を図る等） 
・導入・提供エリア情報 （各県毎の導入予定等） 
・当該設備の利用に伴う費用の有無及び概算 （創
設費の概算、経費化した場合の事業者の負担方
法・負担額概算等） 上記の項目について情報
開示されない場合、例えば、以下のような相互接
続例に支障を来すことが想定されます。（例：ルー
タの場合） 
・MPLS や BGP 等を使用した IP-VPN 網のルータ-ル
ータ間の相互接続 
・MPLS シグナリングプロトコル等を使用した IP
トラフィックエンジニアリングパスの相互接続 
・SIP 等を使用した VoIP 網の相互接続 
・HTTP やキャッシュ相互通信プロトコル等を使用
したコンテンツ配信網の相互接続 
・L2TP や PPPoE のポータル配信機能の相互接続 
・XML 等を使用した動的な IPサービスレベル仕様
の相互接続 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

 
○ 上記意見に賛成いたします。 
 行政におかれましては、網機能提供計画の運用行政におかれましては、網機能提供計画の運用行政におかれましては、網機能提供計画の運用行政におかれましては、網機能提供計画の運用
について引き続き注視していただくことを要望いについて引き続き注視していただくことを要望いについて引き続き注視していただくことを要望いについて引き続き注視していただくことを要望い
たします。たします。たします。たします。 公正競争確保の観点から、ＮＴＴ東
西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業
者とのイコールフッティングが担保されることが
必要であり、接続事業者側が要望を検討するに十
分な内容を公表すべきと考えます。 
 ルータ、ルータ、ルータ、ルータ、DSLAMDSLAMDSLAMDSLAM（（（（G992.2 Annex CG992.2 Annex CG992.2 Annex CG992.2 Annex C 準拠）、準拠）、準拠）、準拠）、スプリスプリスプリスプリ
ッタについては、前回意見書に述べさせていただッタについては、前回意見書に述べさせていただッタについては、前回意見書に述べさせていただッタについては、前回意見書に述べさせていただ
きましたとおり、引き続き適用範囲の対象とすべきましたとおり、引き続き適用範囲の対象とすべきましたとおり、引き続き適用範囲の対象とすべきましたとおり、引き続き適用範囲の対象とすべ
きと考えます。きと考えます。きと考えます。きと考えます。    
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

 
  再意見２３－２－１ 網機能計画の現行スキー

ムは指定設備利用部門と接続事業者と
が同等に扱われている。 
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○ 答申案において、網機能提供計画の対象外として、ルータ、ＤＳＬＡＭ（G992.2 AnnexC 準拠）、ス
プリッタが挙げられておりますが、ルータ及びＤＳＬＡＭにおいては、対応するプロトコルによる接続
性、また上位レイヤでの接続性等により、機能の詳細な仕様が、一概には、特定できないため、網機能
計画の開示対象範囲とし他事業者が確認できる機会を与えることが必要と考えます。なお、意見受付期
間を設けることにより、サービスの早期実施の観点については、改善可能ですので、網提供計画の適用
範囲としていただけるよう強く要望いたします。 
（イー・アクセス） 

 
○ ＮＴＴ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者とのイコールフッティングの観点から、ＮＴＴ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者とのイコールフッティングの観点から、ＮＴＴ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者とのイコールフッティングの観点から、ＮＴＴ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者とのイコールフッティングの観点から、
入手可能な情報入手可能な情報入手可能な情報入手可能な情報について、「指定設備利用部門」と接続事業者の間で同等とし、詳細に開示すべきと考について、「指定設備利用部門」と接続事業者の間で同等とし、詳細に開示すべきと考について、「指定設備利用部門」と接続事業者の間で同等とし、詳細に開示すべきと考について、「指定設備利用部門」と接続事業者の間で同等とし、詳細に開示すべきと考
えます。えます。えます。えます。 
NTT 東西地域会社内の「指定設備管理部門」と「指定設備利用部門」が一体（同一の会社内）である
以上は、「指定設備利用部門」と接続事業者が入手する情報は、平等であることが必須と考えます。 
＊ なお、上記が不可能である場合は、指定設備利用部門と指定設備管理部門を分離し、別会社としな
ければ、解決し得ない問題であると考えます。 

（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 
○ 別途連名にて提出致しました網機能提供計画に関する意見書にて述べさせて頂きましたとおり、対象
外とされた場合、中継網における網構成やスループット等についての情報を得られず、接続事業者側は、
設備対応、料金設定等において支障を来たすため、引き続き対象とすべきと考えます。 

 （ＪＴ） 
 
 
 
 

○ 網機能開発要求は、一般にｻｰﾋﾞｽ開発主管である
「指定設備利用部門」或いは「他事業者」から出
されるものであり、ｻｰﾋﾞｽ機能に関する限り「指定
設備管理部門」が自らの意思のみで開発すること
はありません。「指定設備利用部門」と「他事業者」
は同等に「指定設備管理部門」に対して開発要求
を出せるものであり、これに基づき行うところの
網機能の開示は全く同等であり、開発要求・網機
能利用の面でもイコールフッティングが確保され
ております。 
 仮に当該開発に関する情報量に差があるとすれ
ば、開発要望を行ったところとそうでないところ
の差であって、例えばＤＤＩ－Ｐ殿の要望に基づ
き弊社ネットワークの開発を行った機能の情報に
ついては、 「指定設備利用部門」と「他事業者」
も同じとなると考えます。 現行スキームでは「指
定設備利用部門」と接続事業者の間で同等と扱わ
れております。  
 網機能提供計画の届出の現行スキームにおいて
も、弊社の「指定設備利用部門」と接続事業者が
「指定設備管理部門」から入手する情報について
は、基本的に同等であると考えます。 
 「指定設備管理部門」からの情報については、
「指定設備利用部門」及び接続事業者からの開発
要望に基づいた網機能の情報であり、また、各事
業者が創意工夫し自らサービスを開発するという
「意欲」があれば、当該情報に基づきサービス開
発することは十分に可能であると考えます。 
 具体的な情報開示については今回の議論も踏ま
えより具体的な説明を行う考えです。 
 網機能提供計画時には、まだ開発着手前であり、
具体的なｻｰﾋﾞｽ仕様は決まっていない状態である
ことから、機能の具体的な説明を行う考えです。 
 仮に、これまで以上に、具体的サービスの開発
の詳細まで開示すべきとした場合、各事業者が切
磋琢磨し、また創意工夫によりあらゆるサービス
を開発する、ひいてはサービス競争により電気通
信事業の発展に寄与するという本来の目的から逸
脱したものになると考えます。 
 また、各事業者が同一時期に同一のサービスし
か提供しないといった、いわゆる「護送船団型」
のサービス競争になると考えられ、これは既に銀
行等においても廃止された考え方です。（具体的イ
メージは別紙１（略）のとおり ） 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

  再意見２３－２－２ （意見２２－１同旨）ル
ータ等については開発着手後に順次情
報を開示する。 

  

○ 網機能計画の下、審議会の報告書は変更届け出の対象からルータ、ＤＳＬＡＭ及びスプリッタを外す
ことを提案していますが、これはＮＴＴがこれらの装置を変更する場合 200 日間前の通告をしなくても
いいことを意味しています。審議会は、総務省が、これらの要素に関する届け出がなかった場合にそれ
らの装置の変更から直接影響を受ける競合事業者が不利益を被らないようにするよう、提言すべきで

  
○ ルータ、ＤＳＬＡＭ、スプリッタについては網機
能計画の対象外とすることが適当との草案に賛同
いたします。 

 

①
①

現在の適用範囲が縮減された場合の問題点（イメージ）

公正競争確保に必要な情報の観点において、「Ａ＝Ｂ」が担保されないこととなります。公正競争確保に必要な情報の観点において、「Ａ＝Ｂ」が担保されないこととなります。公正競争確保に必要な情報の観点において、「Ａ＝Ｂ」が担保されないこととなります。公正競争確保に必要な情報の観点において、「Ａ＝Ｂ」が担保されないこととなります。

NTT東西地域会社

指定設備
利用部門

接続事業者

ＡＡＡＡ ＢＢＢＢ
指定設備
管理部門

例えば、ＴＴＣ標準だからといって網機能開示の対象外とされると、

【接続事業者が把握することが不可能になる情報の具体例】

　・新しい機能提供を開始する事実
　・機能提供の開始時期
　・機能開発の稼働・設備・資金等の準備（調達時期等）
　・関連機器の発注（提供時期に間に合うか否か）
　・自ら提供する機能と関係があるか否か
　・ＴＴＣ標準のどのオプションを使うのか
　・接続事業者側の独自仕様とバッティングしないか
　・その他準備の必要

NTTNTTNTTNTT東西地域会社内の「指定設備利用部門」では、網機能の追加・東西地域会社内の「指定設備利用部門」では、網機能の追加・東西地域会社内の「指定設備利用部門」では、網機能の追加・東西地域会社内の「指定設備利用部門」では、網機能の追加・
変更が行われる事実、さらには提供時期、提供エリア等の情報につ変更が行われる事実、さらには提供時期、提供エリア等の情報につ変更が行われる事実、さらには提供時期、提供エリア等の情報につ変更が行われる事実、さらには提供時期、提供エリア等の情報につ
いて把握しているにもかかわらず、接続事業者には、網機能の追加・いて把握しているにもかかわらず、接続事業者には、網機能の追加・いて把握しているにもかかわらず、接続事業者には、網機能の追加・いて把握しているにもかかわらず、接続事業者には、網機能の追加・
変更自体をも、把握することが不可能となります。変更自体をも、把握することが不可能となります。変更自体をも、把握することが不可能となります。変更自体をも、把握することが不可能となります。

機能の提供に関する情報
サービスの提供に関する情報

＊　下図①においては、接続事業者がNTT東西地域会社内の「指定設備管理部門」に依
頼した網機能に係る情報が、 「指定設備利用部門」へ流れることが懸念されます。

①

サービス情報に関するサービス情報に関するサービス情報に関するサービス情報に関する
ファイアウォールが必要ファイアウォールが必要ファイアウォールが必要ファイアウォールが必要

サービス情報に関するサービス情報に関するサービス情報に関するサービス情報に関する
ファイアウォールが必要ファイアウォールが必要ファイアウォールが必要ファイアウォールが必要
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す。 
 （米国大使館） 
 
○ ３（２）の適用のうち DSLAM 等装置については網機能の提供に問題が無いとの判断であることから、
今後は接続事業者が用意する DSLAM については指定通信事業者への仕様開示などを要しない旨を網機
能対象外としたことと併せて、この仕様開示不要も明文化されたい。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

 網機能提供計画の届出公表制度は、弊社が主と
して自社利用のために開発する予定の網機能を他
事業者において「利用」してもらうための検討及
び弊社との機能追加・変更等の協議のために設け
られたものであって、他事業者からのクレーム
云々といった他事業者がチェックするために設け
られているものではありません。 
 「ルータ、ＤＳＬＡＭ、スプリッタ」の網機能
については、開発着手前の機能仕様を調整するた
めのモラトリアム期間は不要と考えますが、接続
する他事業者の設備準備等が必要なものについて
は、自主ﾙｰﾙである「接続に関する情報開示（ｲﾝﾀ
ﾌｪｰｽ関連）」により、他事業者の準備が間に合う時
期に開示を行い、接続に向けた所要の協議を開始
し、検討のフェーズにあわせ、順次必要な情報を
開示していく考えです。【別紙２（略）参照】 
 以上の対応により、網機能提供計画の届出公表
はなくとも、必要な公正競争条件の確保は可能と
考えます。 
 また、「指定設備利用部門」と「他事業者」とは
同等に「指定設備管理部門」に対して開発要求を
出せるものであり、これに基づき行うところの網
機能の開示は全く同等であり、イコールフッティ
ングが確保されております。例えば、ＤＤＩ－Ｐ
殿の要望に基づき弊社ネットワークの開発を行っ
た機能の情報については、「指定設備利用部門」と
「他事業者」も同じになると考えます。 
 ご指摘の詳細条件については、接続約款の技術
的条件集において、相互接続点の技術的な規定上
の記載事項となった段階で、 「接続に関する情報
開示（ｲﾝﾀﾌｪｰｽ関連）」 等の情報開示により提供し
ていくものと考えます。 
 ルータ・ＤＳＬＡＭ・スプリッタ等導入時に開
示して欲しい内容に対する意見は【別紙４（略）】
のとおり。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 
 

 ○ 詳細な情報については、開発着手後、検討のフェ
ーズにあわせ、順次接続に必要な情報を開示して
いく考えです。 
 ルータ等の機種名・通信プロトコルのバージョ
ン情報・ルータ・ソフト等のバージョン情報は、
ベンダとの守秘義務契約があることから開示は困
難であり、また、最新設備の導入やベンダの供給
状況により随時・頻繁に変更される情報であるこ
とからも事前の開示は困難であり、接続に関する
情報開示としては、現在の UNI,NNI の条件や認証
に関する情報の開示で必要十分と考えておりま
す。 
 さらに、セキュリティ確保の観点からも、当該
情報はハッカー、クラッカー等にとって有用な情
報と想定され、一般的に広く開示すべきものでは
ないと考えます。 

 



 199199199199198198198198 

 相互接続点における条件規定等は開示していき
ますが、ＩＰ網はベストエフォート型ＮＷであり、
ユーザ個別のスループット情報については、機能
仕様や技術条件で決定するものではなく、需要変
動し一意に規定できないものであることから開示
できません。 
 「想定される今後の相互接続例」として列挙さ
れておりますが、現状そのような接続実績はなく、
原則的には、インターネット（データ伝送役務）
の世界では、アクセス網及び地域県内ＩＰ網が弊
社設備であっても、それぞれのＩＳＰ事業者網に
おいて「自己完結的に提供可能なサービス」であ
ると考えております。 
 ただし、他事業者がこれらについて「弊社との
相互接続」により機能の実現をご要望されるので
あれば、これまでと同様に個別に協議させていた
だく所存です。 
 また、その実現にあたってインタフェース条件
に変更等が必要である場合には、情報開示のルー
ルにより開示していく考えです。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

  ○ 「ルータ、ＤＳＬＡＭ （G992.2 Annex C 準拠）、
スプリッタについては、装置の開発のペースも速
く、網機能の追加・変更が頻繁にあると考えられ、
又、装置自体、接続を前提として開発されたもの
が殆どであることから、今までのところ網機能の
提供に関して問題となったこともないため、網機
能計画の対象外とすることが適当である｡」との答
申草案に賛同します。 
 網機能提供計画の適用範囲の見直しにより、「Ｉ
Ｔ 社会に適した新サービスの早期提供が促進さ
れることが期待される」ものと考えております。 
 なお、網機能提供計画の適用範囲外であっても、
検討フェーズに応じ、他事業者の準備期間を考慮
した時期に、所要の情報提供を行い、円滑な相互
接続を推進する考えであり、問題は生じないもの
と考えております。 
 また、ベンダ等の主導で開発された装置により
実現する機能については、網機能提供計画制度に
よる公表になじまないものと考えます。（ベンダの
了解・協力が不可欠であり、そのような了解・協
力が得られない場合は、最悪装置の調達そのもの
が不可能となります。） イー・アクセス殿のご指
摘の詳細なインタフェース条件の開示について
は、着手前（ルータ等は購入前）の時期での開示
は困難であり、現状においても接続に向けた事業
者間協議における開示により対応しているものと
考えております。 
（「接続性」については、必要により「接続試験」
の実施について協議し、対応しているところで
す。） 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
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 意見２４ 公表範囲の見直しを検討するにあたっては、情報開示において改善が必要。    再意見２４ 網機能計画は他事業者との協議の

ためのものであり、他事業者からのチェ
ックのために設けられているものでは
ない。 

 考え方２４ 

    
○ 公表範囲の見直しを検討するにあたっては、以下の条件を担保することが必要と考えます。 
 ①周知方法のスキームが担保され、かつ、個々の案件等について、接続事業者よりクレームがないこと 
（具体的には、ルール一般として、短期化しても、事業者間において同時に当該機能を利用したサー
ビスの開始ができる状況が担保され、かつ、個別案件として、業者からの要望が反映される状態が担
保されることが前提と考えます。周知方法を含む。） 
②接続に NTT 東西地域会社の独自仕様を含む場合（例：エンド・エンドの保守監視情報等）、特定事業
者の独自仕様のものが開発された場合等の情報開示 

 ③設備構成、提供時期やエリア等の情報開示 
 ④設備対応、精算処理、事務手続、外販許可、設備調達（納入時期等）等における公平な条件  等 
  NTT 東西地域会社が、現在詳細に開示していない情報について、“他事業者に影響がない”と独自に判
断を示している現状は、情報開示の対象が限られることから、問題であると考えます。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

 ○ 網機能提供計画の届出公表制度は、弊社が主とし
て自社利用のために開発する予定の網機能を他事
業者において「利用」してもらうための検討及び
そのための弊社との機能追加・変更等の協議のた
めに設けられたものであって、他事業者からのク
レーム云々といった他事業者が弊社の開発行為を
チェックするために設けられているものではあり
ません。 
 なお、ご指摘の条件担保のうち、「設備対応、精
算処理、事務手続」については、接続開始に向け
た事業者間の運用上の調整事項であり、技術的条
件の議論ではないと考えます。また、「外販許可や
設備調達」については、その調整期間を考慮し、
概ね半年から１年前の「接続に関する情報開示（ｲ
ﾝﾀﾌｪｰｽ関連）」を行っているものです。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 
○ 独自に判断しているものはありません。 
 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 本答申本文においては、 
① 網機能計画の公表期間の短縮は、他事業者から
の説明要望や意見がない場合に限ること 

② ＴＴＣ標準を超えた独自仕様については網機能
計画に記載する対象とすること 

を提言している。 

３ 考え方 
（３）網機能計画の公表期間 

  

    
 意見２５－１ 一定の意見受付期間に要望や意見がない場合、公表期間を短縮する手続とすることに

賛同。 
   考え方２５ 

   ――― 
○ 一定の意見受付期間に要望や意見がない場合、公表期間を短縮する手続きとすることに賛同いたしま
す。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

   

    
 意見２５－２ 公表期間は原則として現行どおりとすべき。短縮は接続事業者の要望がない場合とす

べき。 
    

    
○ 公表期間は、原則として、現行の公表期間は、原則として、現行の公表期間は、原則として、現行の公表期間は、原則として、現行の 200200200200 日間としていただきたいと考えます。日間としていただきたいと考えます。日間としていただきたいと考えます。日間としていただきたいと考えます。    
  ただし、短期化を検討する場合においては、事業者間において接続開始に支障のない（同時にサービ
スの開始ができる）状況が担保されることが必要であることから、例えば下記の項目について、事業者
間において公平な条件が担保されることが前提と考えます。   

 ①周知方法のスキームが担保され、かつ、個々の案件等について、接続事業者よりクレームがないこと 
  （具体的には、ルール一般として、短期化しても、事業者間において同時にサービスの開始ができる
状況が担保され、かつ、個別案件として、事業者からの要望が反映される状態が担保されることが前
提と考えます。周知方法を含む。） 

   

 ②接続に NTT 東西地域会社の独自仕様を含む場合（例：エンド・エンドの保守監視情報等） 、特定事
業者の独自仕様のものが開発された場合等の情報開示 

 ③設備構成、提供時期やエリア等の情報開示 
 ④設備対応、精算処理、事務手続、外販許可、設備調達（納入時期等）等における公平な条件  等 
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  公表期間を短期化を検討する場合においては、NTT 東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事
業者とのイコールフッティングが担保され、接続事業者が要望を検討できる程度の詳細な情報開示が行
われることを大前提とすべきと考えます。 （Ｐ．16～22 参照） 

 その前提がない場合、網機能提供計画の主旨に反することとなり、また、今後全ての網機能公示につい
て、接続事業者が要望・意見を述べる必要が生じることとなります（例：設備調達、納入時期等につい
て）。 

 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 
○１．ソフトウェア開発着手までの「２００日」の短縮 
 期間短縮の検討を行うにあたって 
  「２００日」の短縮を検討する場合は、まず、接続事業者側が要望するか否かを検討できる程度の詳接続事業者側が要望するか否かを検討できる程度の詳接続事業者側が要望するか否かを検討できる程度の詳接続事業者側が要望するか否かを検討できる程度の詳
細な情報開示がなされた上で、要望がなかった場合を前提とすべきと考えます。細な情報開示がなされた上で、要望がなかった場合を前提とすべきと考えます。細な情報開示がなされた上で、要望がなかった場合を前提とすべきと考えます。細な情報開示がなされた上で、要望がなかった場合を前提とすべきと考えます。その上で、事業者間で
の協議次第では、現行の期間を短縮することは可能と考えます。 

   

（２） ＴＴＣ標準準拠について 
  ＴＴＣ標準準拠について公表範囲の対象外とすべきとの意見がありますが、そもそも、ＴＴＣ標準準
拠については既に、通常の２００日ではなく、「１４０日」とされているものであります。 
ＴＴＣ標準準拠であっても、実際、ＮＴＴ東西地域会社の「独自仕様」部分が含まれている場合にはＴＴＣ標準準拠であっても、実際、ＮＴＴ東西地域会社の「独自仕様」部分が含まれている場合にはＴＴＣ標準準拠であっても、実際、ＮＴＴ東西地域会社の「独自仕様」部分が含まれている場合にはＴＴＣ標準準拠であっても、実際、ＮＴＴ東西地域会社の「独自仕様」部分が含まれている場合には
円滑な接続に支障を来す可能性があること、仮に接続円滑な接続に支障を来す可能性があること、仮に接続円滑な接続に支障を来す可能性があること、仮に接続円滑な接続に支障を来す可能性があること、仮に接続に影響を及ぼすような独自仕様部分がなかったとに影響を及ぼすような独自仕様部分がなかったとに影響を及ぼすような独自仕様部分がなかったとに影響を及ぼすような独自仕様部分がなかったと
しても、設備調達等には発注の都合等から数ヶ月の期間を要しているため、現行の１４０日の期間は必しても、設備調達等には発注の都合等から数ヶ月の期間を要しているため、現行の１４０日の期間は必しても、設備調達等には発注の都合等から数ヶ月の期間を要しているため、現行の１４０日の期間は必しても、設備調達等には発注の都合等から数ヶ月の期間を要しているため、現行の１４０日の期間は必
要と考えます。要と考えます。要と考えます。要と考えます。 
ただし、通常の２００日についての考え方と同様、事業者間での協議次第では、短縮することも可能
と考えます。 

 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

   

○ 別途連名にて提出致しました網機能提供計画に関する意見書にて述べさせて頂きましたとおり、公表
期間は、原則として現行の２００日としていただきたいと考えますが、短期化を検討する場合において
は、事業者間において公平な条件が担保されることを前提と考えます。 
また、草案のとおり、説明会の通知及び開催について改善していただきたいと考えます。 

 （ＪＴ） 
 

   

    
 意見２６ 「総務省研究会に基づく網機能」については、意見受付期間は不要。    再意見２６ 「総務省研究会に基づく網機能」

の定義が不明確だが、何れにしても詳細
の情報開示等は必要。 

 考え方２６ 

    
○ 「総務省研究会に基づく網機能」については、既に研究会において他事業者の意見等が反映されてい
ることから、意見受付期間は不要であり、着手することを届け出れば足りるものと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 上記意見に反対いたします。 
 NTT 東西地域会社内の「指定設備利用部門」と
接続事業者とのイコールフッティングが担保さ
れ、接続事業者が要望を検討できる程度の詳細な
情報開示が行われることを大前提とすべきと考え
ます。 （例：設備調達、納入時期等について） 
 よって、公表期間の短縮を検討する場合におい
ては、公表内容の充実、および公表内容の充実、および公表内容の充実、および公表内容の充実、および周知方法の改善と周知方法の改善と周知方法の改善と周知方法の改善と
ともに、意見受付期間等のスキームが担保されるともに、意見受付期間等のスキームが担保されるともに、意見受付期間等のスキームが担保されるともに、意見受付期間等のスキームが担保される
ことが必要と考えます。ことが必要と考えます。ことが必要と考えます。ことが必要と考えます。  
 「総務省研究会に基づく網機能」及び「一般に
市販され、競争的に調達可能な装置により実現さ
れる網機能」との記述については定義が不明確で
あり、また、その定義が明確化されているか否か
に係わらず、接続事業者にとっては、詳細につい
ての情報開示等は必要であるため、網機能提供計網機能提供計網機能提供計網機能提供計

「総務省研究会」においては通例機能の内容の詳
細についてまで決めるものではなく、意見受付期間
は必要と考えられる。 
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画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考
えます。えます。えます。えます。    
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

    
 意見２７ 「一般に市販され、競争的に調達可能な装置により実現される網機能」については、意見

受付期間は不要。 
   再意見２７ 「一般に市販され、競争的に調達

可能な装置により実現される網機能」の
定義が不明確だが、何れにしても詳細の
情報開示等は必要。 

 考え方２７ 

   「一般に市販され、競争的に調達可能な装置によ 
○ また、「一般に市販され、競争的に調達可能な装置により実現される網機能」については、ベンダ等
が主導的に開発した機能であり、接続を前提としているものであることから、意見受付期間は不要であ
り、着手することを届け出れば足りるものと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ （再掲抜粋） 
 「総務省研究会に基づく網機能」及び「一般に
市販され、競争的に調達可能な装置により実現さ
れる網機能」との記述については定義が不明確で
あり、また、その定義が明確化されているか否か
に係わらず、接続事業者にとっては、詳細につい
ての情報開示等は必要であるため、網機網機網機網機能提供計能提供計能提供計能提供計
画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考画の対象全てについて、意見受付期間は必要と考
えます。えます。えます。えます。    
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 
 

り実現される網機能」の定義が曖昧であり、本答申
本文では具体的にルータ等につき網機能計画の対
象外とすることを提言している。 

    
 意見２８ 説明会の開催をＮＴＴ東日本・西日本に義務付け改善させるべき。    再意見２８ 網機能計画の制度はサービス開示

を求めるものではない。説明会の周知は
従来やってきている。 

 考え方２８ 

    
○ 説明会の開催を義務づけ、またその場で質問することができるよう、機能の概要のみならず、詳細な説明会の開催を義務づけ、またその場で質問することができるよう、機能の概要のみならず、詳細な説明会の開催を義務づけ、またその場で質問することができるよう、機能の概要のみならず、詳細な説明会の開催を義務づけ、またその場で質問することができるよう、機能の概要のみならず、詳細な
情報を開示することにより、事業者間において公平なサービスの提供（提供開始時期等）が可能となる情報を開示することにより、事業者間において公平なサービスの提供（提供開始時期等）が可能となる情報を開示することにより、事業者間において公平なサービスの提供（提供開始時期等）が可能となる情報を開示することにより、事業者間において公平なサービスの提供（提供開始時期等）が可能となる
ルールとすべきと考えます。ルールとすべきと考えます。ルールとすべきと考えます。ルールとすべきと考えます。現状においては、説明会資料等に開示される内容がほぼ概要のみであるこ
とから、他事業者が説明会の後日に個別に質問する等、さらなる確認をせざるを得ない状況にあります。
説明会開催の時点において、技術的条件（設備構成、上位レイヤも含めたインタフェース条件等）を開示説明会開催の時点において、技術的条件（設備構成、上位レイヤも含めたインタフェース条件等）を開示説明会開催の時点において、技術的条件（設備構成、上位レイヤも含めたインタフェース条件等）を開示説明会開催の時点において、技術的条件（設備構成、上位レイヤも含めたインタフェース条件等）を開示
し、接続事し、接続事し、接続事し、接続事業者が、その条件についての協議を行うことが必要と考えます。業者が、その条件についての協議を行うことが必要と考えます。業者が、その条件についての協議を行うことが必要と考えます。業者が、その条件についての協議を行うことが必要と考えます。    
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ）    

 
○ 説明会の通知及び開催について改善していただきたいと考えます。 
  説明会の周知内容は、用途等、他事業者が自らの利用に有用であるか否かの判断が可能なレベルを要
望いたします。NTTNTTNTTNTT 東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者との公平性が担保されること東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者との公平性が担保されること東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者との公平性が担保されること東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者との公平性が担保されること
が前提であると考えます。が前提であると考えます。が前提であると考えます。が前提であると考えます。  情報の公表については、リアルタイムで広く周知することが望まれるこ
とから、官報公示のみならず、接続事業者が即時にかつ容易に情報を入手することが可能な状態を担保接続事業者が即時にかつ容易に情報を入手することが可能な状態を担保接続事業者が即時にかつ容易に情報を入手することが可能な状態を担保接続事業者が即時にかつ容易に情報を入手することが可能な状態を担保
していただきたいと考えます。していただきたいと考えます。していただきたいと考えます。していただきたいと考えます。（「網機能提供計画」に加え、自主ルール「接続に関する情報開示（イン
タフェース関連）」等についても同様。） 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 ○ 同一時期に同一のサービスを提供するようにす
るということは、汗をかいたものとかいていない
ものを同じく扱うという全く「不公平」な制度と
なり、サービス競争の否定となるものと考えます。 
 弊社の自己利用の機能における 「指定設備管理
部門」の情報については、可能な限り提供してい
く考えですが、サービス企画は「指定設備利用部
門」が行うもので、「指定設備管理部門」が行うも
のではありません。 
 なお、仮にサービス開示をも求められるのであ
れば、これはもはや網機能の開示というレベルを
越える変更であり、サービス開示を求めていない
現行電気通信事業法（第３９の２）そのものの変
更が必要であると考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 
○ 現状、他事業者周知については、必ず個別周知を
行い、説明会への参加申込みを募っております。
（下表（略）参照） 弊社と他事業者との間で、
健全なサービス開発競争が行われるよう、検討の
フェーズにあわせ、順次必要な情報を開示してい
く考えです。【別紙３（略）参照】 

本答申本文において、説明会の開催通知及び開催
を網機能計画に係る手続に含めるよう提言を行っ
ているところである。 
設備構成やインタフェース条件等の網機能計画
記載事項については、その説明会において説明がな
されることになる。 
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 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

    
    
 意見２９ 「自己利用」の網機能について、どのようなサービスに使用するか開示すべき。    再意見２９ 説明の要望には全て応じていく。  考え方２９ 
    
○ 網機能提供計画は相互接続条件に影響を及ぼす可能性があるものであるにもかかわらず、例えば、用
途に関しては、これまで開示されている網機能のうち、他事業者からの要望によるものではなく NTT 東
西地域会社自ら提供したもの（自己利用）については、どのようなサービスに使われるかが不明なもの
が大半であり、説明会で質問をしてもご回答をいただけないことが多く、現状は説明会開催の意味が失
われていると考えます。「自己利用」とされるものについても、網機能を明確に開示することにより、「自己利用」とされるものについても、網機能を明確に開示することにより、「自己利用」とされるものについても、網機能を明確に開示することにより、「自己利用」とされるものについても、網機能を明確に開示することにより、
他事業者が接続を要望する可能性もあると考えます。他事業者が接続を要望する可能性もあると考えます。他事業者が接続を要望する可能性もあると考えます。他事業者が接続を要望する可能性もあると考えます。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

 ○ 説明会においては、広く参加をご案内しており、
様々な事業者が参加されていることから、届出し
た機能についての概要を理解していただき、ご利
用を前提とした詳細の質疑や協議については説明
会の場ではなじまないことから、個別対応する旨、
毎回の説明会においてその位置づけを説明してき
たところです。 
 また、説明会に先んじて、協議等を行うことも
可能であり、届出内容の説明のご要望については、
すべてに応じていく考えです。 
 届出時点で決定している内容や検討状況につい
て可能な限り対応していく考えですが、届出時点
では、開発着手前であることから、詳細な技術条
件等について未定であることもご理解を頂きたい
と考えます。 
 詳細な情報については、開発着手後、検討のフ
ェーズにあわせ、順次必要な情報を開示していく
考えです。【別紙２（略）参照】 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

本答申本文において、想定される利用用途を公表
項目に付け加えることを提言している。 

    
 意見３０ 網機能計画では機能の概要レベルの説明にならざるを得ない。    再意見３０ 「機能の概要レベルの説明」とす

ることは網機能計画の制度の趣旨に反
する。 

 考え方３０ 

    
○ 短縮にあたっての公表内容の充実については、網機能計画は、そもそも開発の着手前での情報開示で
あり、機能の概要レベルの説明にならざるを得ないものと考えます。 
ＮＴＴ東西としては、他事業者のコメント等を考慮し、周知についてより一層の改善を行うとともに、
当該機能により実現されるであろう方式の概要については、これまで以上に説明を行っていく考えで
す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ そもそも、そもそも、そもそも、そもそも、NTTNTTNTTNTT 東西地域会社が、開発着手前の情東西地域会社が、開発着手前の情東西地域会社が、開発着手前の情東西地域会社が、開発着手前の情
報開示では「機能の概要レベルの説明にならざる報開示では「機能の概要レベルの説明にならざる報開示では「機能の概要レベルの説明にならざる報開示では「機能の概要レベルの説明にならざる
を得ない」とすることについては、接続事業者がを得ない」とすることについては、接続事業者がを得ない」とすることについては、接続事業者がを得ない」とすることについては、接続事業者が
接続に向けた検討・準備を開始することができず、接続に向けた検討・準備を開始することができず、接続に向けた検討・準備を開始することができず、接続に向けた検討・準備を開始することができず、
「サービス開発に関する公正競争条件確保と円滑「サービス開発に関する公正競争条件確保と円滑「サービス開発に関する公正競争条件確保と円滑「サービス開発に関する公正競争条件確保と円滑
な接続の推進のために行われるもの」とされる網な接続の推進のために行われるもの」とされる網な接続の推進のために行われるもの」とされる網な接続の推進のために行われるもの」とされる網
機能提供計画の主旨に反機能提供計画の主旨に反機能提供計画の主旨に反機能提供計画の主旨に反するため、容認すべきでするため、容認すべきでするため、容認すべきでするため、容認すべきで
はないと考えます。はないと考えます。はないと考えます。はないと考えます。 網機能計画は本来、指定電
気通信設備を有する NTT 東西地域会社が、網改造
前の段階で、NTT 東西地域会社内の「指定設備利
用部門」と接続事業者との間で公平に、かつ、要
望の有無を判断するに十分な情報を開示すべきと
される制度であると理解しております。 
 「当該機能により実現されるであろう方式の概
要」との記述は、答申草案の「想定される利用用
途」を意味すると理解しております。 
 そもそも、「これまで」においては、「想定され
る利用用途」についての情報開示がされず、接続
事業者が要望を検討するにあたっては不十分であ
ったため、答申草案の主旨を踏まえ、前回弊社意答申草案の主旨を踏まえ、前回弊社意答申草案の主旨を踏まえ、前回弊社意答申草案の主旨を踏まえ、前回弊社意
見に述べさせていただきましたとおり、可能な限見に述べさせていただきましたとおり、可能な限見に述べさせていただきましたとおり、可能な限見に述べさせていただきましたとおり、可能な限
り具体的に示していただきたいと考えます。り具体的に示していただきたいと考えます。り具体的に示していただきたいと考えます。り具体的に示していただきたいと考えます。 

公表内容の充実については、可能な限り改善が図
られる必要がある。 
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 仮に、期日までに詳細の決定が不可能となった仮に、期日までに詳細の決定が不可能となった仮に、期日までに詳細の決定が不可能となった仮に、期日までに詳細の決定が不可能となった
場合においては、未決定である理由、及び、決定場合においては、未決定である理由、及び、決定場合においては、未決定である理由、及び、決定場合においては、未決定である理由、及び、決定
時期を明記することを義務づけていただきたいと時期を明記することを義務づけていただきたいと時期を明記することを義務づけていただきたいと時期を明記することを義務づけていただきたいと
考えます。考えます。考えます。考えます。    
 例えばインタフェースについては「○ヶ月前」
或いは開発着手前の開示を義務づけていただきた
いと考えます。（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ
＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅ
ｔ、ＴＯＨＫｎｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴ
Ｎｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 
    
 意見３１ 網機能計画に関する手続を行政により整備すべき。    再意見３１－１（意見３１同旨）  考え方３１ 
    
○ 「手続」については、今後、検討の場を設けていただきたいと考えます。「手続」については、今後、検討の場を設けていただきたいと考えます。「手続」については、今後、検討の場を設けていただきたいと考えます。「手続」については、今後、検討の場を設けていただきたいと考えます。    
 草案では、①誰が主体となり、「他事業者からの説明要望や意見」を受け付けるのか、②誰が主体と
なり「要望・意見への対応が終了して更なる要望・意見がない」と判断するのか、③誰が主体となり「手
続」の整備を行うのか、明示されていません。 
 仮に、指定電気通信設備を有する事業者が、接続事業者からの意見を受け付ける主体である場合は、
行政による注視を今後継続的に行っていただく旨を答申に明記していただきたいと考えます。行政による注視を今後継続的に行っていただく旨を答申に明記していただきたいと考えます。行政による注視を今後継続的に行っていただく旨を答申に明記していただきたいと考えます。行政による注視を今後継続的に行っていただく旨を答申に明記していただきたいと考えます。（例えば、
指定電気通信設備を有する事業者が接続事業者からの意見を受け付けない等、意見受理までに相当の期
間を要する等の事態も想定されますが、そのような場合においては、速やかに行政による指導が行われ
る等の措置を担保していただきたいと考えます。また、受理から対応終了までの期間についても、相当
期間を要することが懸念されるため、そのような場合においては、速やかに行政による指導が行われる
等の措置を担保していただきたいと考えます。） 
  弊社では、基本的に手続の大枠は、行政により整備していただき、個別の事業者間の運用において問
題が発生した場合は、接続事業者からの申告に基づき、速やかに行政により適切な措置を行っていただ
きたいと考えておりますので、このような主旨が反映されるよう、答申に明記していただきたいと考え
ます。 

 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 
○ 「要望・意見への対応が終了」等についての判断主体を明確にしていただきたいと考えます。その主「要望・意見への対応が終了」等についての判断主体を明確にしていただきたいと考えます。その主「要望・意見への対応が終了」等についての判断主体を明確にしていただきたいと考えます。その主「要望・意見への対応が終了」等についての判断主体を明確にしていただきたいと考えます。その主
体が指定電気通信設備を有する事業者である場合には、「終了」の予告を義務づけていただきたいと考体が指定電気通信設備を有する事業者である場合には、「終了」の予告を義務づけていただきたいと考体が指定電気通信設備を有する事業者である場合には、「終了」の予告を義務づけていただきたいと考体が指定電気通信設備を有する事業者である場合には、「終了」の予告を義務づけていただきたいと考
えます。えます。えます。えます。        また万が一、「他事業者からの説明要望や意見」を、指定電気通信設備を有する事業者が速また万が一、「他事業者からの説明要望や意見」を、指定電気通信設備を有する事業者が速また万が一、「他事業者からの説明要望や意見」を、指定電気通信設備を有する事業者が速また万が一、「他事業者からの説明要望や意見」を、指定電気通信設備を有する事業者が速
やかに受け付けない場合や、対応の「終了」について他事業者が合意できない場合等においては、従前やかに受け付けない場合や、対応の「終了」について他事業者が合意できない場合等においては、従前やかに受け付けない場合や、対応の「終了」について他事業者が合意できない場合等においては、従前やかに受け付けない場合や、対応の「終了」について他事業者が合意できない場合等においては、従前
の、行政による裁定や、現在審議中の改正事業法にて規定されている、斡旋・調停対象となり得ることの、行政による裁定や、現在審議中の改正事業法にて規定されている、斡旋・調停対象となり得ることの、行政による裁定や、現在審議中の改正事業法にて規定されている、斡旋・調停対象となり得ることの、行政による裁定や、現在審議中の改正事業法にて規定されている、斡旋・調停対象となり得ること
を明記を明記を明記を明記していただきたいと考えます。していただきたいと考えます。していただきたいと考えます。していただきたいと考えます。    
 意見受付期間については、官報掲載後ではなく、説明会開催後から起算した一定期間としていただき意見受付期間については、官報掲載後ではなく、説明会開催後から起算した一定期間としていただき意見受付期間については、官報掲載後ではなく、説明会開催後から起算した一定期間としていただき意見受付期間については、官報掲載後ではなく、説明会開催後から起算した一定期間としていただき
たいと考えます。（下図参照）たいと考えます。（下図参照）たいと考えます。（下図参照）たいと考えます。（下図参照）（意見受付に要する期間については、引き続き議論の必要があると考えま
す。） 

 

 ○ 上記意見に賛成いたします。 
 期間の短縮にあたっては、意見受付等の運用基
準について、今後、検討の場を設けていただきた今後、検討の場を設けていただきた今後、検討の場を設けていただきた今後、検討の場を設けていただきた
いと考えます。いと考えます。いと考えます。いと考えます。 具体的には、①誰が主体となり、①誰が主体となり、①誰が主体となり、①誰が主体となり、
「他事業者からの説明要望や意見」を受け付ける「他事業者からの説明要望や意見」を受け付ける「他事業者からの説明要望や意見」を受け付ける「他事業者からの説明要望や意見」を受け付ける
のか、②誰が主体となり「要望・意見への対応がのか、②誰が主体となり「要望・意見への対応がのか、②誰が主体となり「要望・意見への対応がのか、②誰が主体となり「要望・意見への対応が
終了して更なる要望・意見が終了して更なる要望・意見が終了して更なる要望・意見が終了して更なる要望・意見がない」と判断するのない」と判断するのない」と判断するのない」と判断するの
か、③誰が主体となり「手続」の整備を行うのかか、③誰が主体となり「手続」の整備を行うのかか、③誰が主体となり「手続」の整備を行うのかか、③誰が主体となり「手続」の整備を行うのか
について、答申に明記していただきたいと考えま
す。 
 仮に、指定電気通信設備を有する事業者が、接
続事業者からの意見を受け付ける主体である場合
は、行政による注視を今後継続的に行っていただ行政による注視を今後継続的に行っていただ行政による注視を今後継続的に行っていただ行政による注視を今後継続的に行っていただ
く旨を答申に明記していただきたいと考えます。く旨を答申に明記していただきたいと考えます。く旨を答申に明記していただきたいと考えます。く旨を答申に明記していただきたいと考えます。
（例えば、指定電気通信設備を有する事業者が接
続事業者からの意見を受け付けない等、意見受理
までに相当の期間を要する等の事態も想定されま
すが、そのような場合においては、速やかに行政
による指導が行われる等の措置を担保していただ
きたいと考えます。また、受理から対応終了まで
の期間についても、相当期間を要することが懸念
されるため、そのような場合においては、速やか
に行政による指導が行われる等の措置を担保して
いただきたいと考えます。） 
 弊社では、基本的に手続の大枠は、行政により
整備していただき、個別の事業者間の運用におい
て問題が発生した場合は、接続事業者からの申告
に基づき、速やかに行政により適切な措置を行っ
ていただきたいと考えておりますので、このよう
な主旨が反映されるよう、答申に明記していただ
きたいと考えます。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

 

網機能計画の具体的な手続については、今後省令
の改正により、恣意的な運用がなされることのない
よう、主体や期間を明示して定めていく必要があ
る。又、紛争がある場合には適宜総務省において処
理することとすべきである。 
意見受付期間の始期は客観的に明確である必要
があり、官報掲載日をこれに充てることを提言して
いる。 

 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

  再意見３１－２ 意見受付期間はＮＴＴ東日
本・西日本が明らかにし、他社の意見は
意見申出制度を活用すれば足りる。 
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【意見受付期間について】
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弊社要望の「意見受付期間」弊社要望の「意見受付期間」

草案の「意見受付期間」草案の「意見受付期間」

（およそ１ヶ月以上を要する） 7日（草案）
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○ 機能提供計画の公表期間について 一定の意見受付期間を設け、開示期間を柔軟に運用することは適
当と考えますが、公表内容、周知方法並びに意見受付スキームなど、明確な運用基準を規定して頂くこ
とを要望します。 

 （イー・アクセス） 
 

  
○ 具体的な意見受付期間については、官報掲載やホ
ームページにて明らかにして行く考えです。 
 なお、異議申し立て等については、事業法 96条
２の意見の申し出制等を利用すれば足りると考え
ます。 
 意見受付開始は、幅広く官報で公表された後で
問題ないと考えます。 
 なお、届出以降速やかに行っている他事業者へ
の個別周知（届出の事実及び説明会開催案内）は
今まで以上に、改善していく考えです。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

 

３ 考え方 
（４）新制度の検証 

  

    
 意見３２ 新制度の検証について答申草案に賛同。    考え方３２ 
    
○ 草案に賛成いたします。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

  ――― 

○ 別途連名にて提出致しました網機能提供計画に関する意見書にて述べさせて頂きましたとおり、答申
草案を支持します。 
（ＪＴ） 

 

   

（その他）   
    
 意見３３ 網機能計画の内容を充実させるべき。    再意見３３ 公表内容は現行どおりで必要十

分。 
 考え方３３ 

    
○（１）届出内容の充実について 
  NTTNTTNTTNTT 東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッテ東西地域会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者のイコールフッティングの観点から、接続ィングの観点から、接続ィングの観点から、接続ィングの観点から、接続
事業者側が要望を検討するに十分な内容を記載していただきたいと考えます。事業者側が要望を検討するに十分な内容を記載していただきたいと考えます。事業者側が要望を検討するに十分な内容を記載していただきたいと考えます。事業者側が要望を検討するに十分な内容を記載していただきたいと考えます。 

  届出内容については、①接続時期、②接続エリア、③用途等の、接続仕様書と同レベルの情報の開示
が必要と考えます。例えば各項に小項目を設置する等により接続事業者が利用を検討できる状況が担保
されると考えます。 
 具体的には、「１「１「１「１    機能の内容」「２機能の内容」「２機能の内容」「２機能の内容」「２    提供条件」については、接続事業者側が要望するか否かを判断提供条件」については、接続事業者側が要望するか否かを判断提供条件」については、接続事業者側が要望するか否かを判断提供条件」については、接続事業者側が要望するか否かを判断
するために十分な内容を示していただきたいと考えます。するために十分な内容を示していただきたいと考えます。するために十分な内容を示していただきたいと考えます。するために十分な内容を示していただきたいと考えます。「９ 自己利用、共同利用又は他事業者利用
の別」については、「自己利用」と記述される場合であっても、接続事業者が利用を検討できる程度に
詳細に情報開示していただきたいと考えます。また、届出書の提出とともに、仕様についての詳細な資
料を提出いただくことを要望いたします。 

 ○ 平成８年１２月の接続ルール答申に基づき、届出
内容が決定したものと理解しており、広く一般に
公表する内容としては、必要十分と考えます。 
 下記に示す電通審答申にある通り、現行の記載
項目による公表後、意見反映手続きにおいて、必
要とされる他事業者からの要求や協議に対応して
いく考えです。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 網機能計画の各項目に関しては、次のとおりその
充実が図られる必要がある。 
 

届出書の
項目 

現在の網機能開示の状況 これまでの例 必要な開示の条件（案）    

１．機能
の内容 

開示される内容は概要の
みであり、接続事業者が
機能の内容を把握するこ
とは困難 
→ 要望の検討が不可能 

計画番号Ｈ１０－８ 
（ＡＤＳＬに関わる
情報開示）→ 公示
された本項目の内容
から、類推するのは
困難 
 
 
 

提供可能となる適用例提供可能となる適用例提供可能となる適用例提供可能となる適用例を具体的にあげて、周
知していただきたいと考えます。本来は説明
会より前に、開示の段階で、明確にされるべ
きと考えます。 
本項目の不十分な開示が、以下の各項目の理
解を一層妨げている要因であり、詳細に説明
されるべきと考えます。 

  「１ 機能の内容」に関しては、本答申本文にお
いて、「想定される利用用途」を届出・公表項目に
付け加えることを提言している。 
 
 
 
 

「DSLAM」のことであ
ると即時に認識する
ことは不可能

「DSLAM」のことであ
ると即時に認識する
ことは不可能
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２．提供
条件 

「１．機能の内容」が不
明確であるため、接続事
業者は、交換機等の機種、
予定地域、回線種別等の
各提供条件について検証
を行うことが不可能 

計画番号Ｈ１０－８
（同上）（２）予定地
域：「首都圏、大阪圏
の一部地域」→ 接
続事業者が自主的な
判断を行うために必
要な情報はなし 

接続事業者が自主的な判断を行うためには、
より詳細な区分、あるいは地域拡張計画より詳細な区分、あるいは地域拡張計画より詳細な区分、あるいは地域拡張計画より詳細な区分、あるいは地域拡張計画等
の情報を開示すべきと考えます。（例） 
・ どこのＧＣ局において機能が提供される
のか 等 

  「２ 提供条件」に関しては、予定地域について
は、可能な限り局単位での状況が分かるような情報
を記載する必要がある。 

３．使用
する番号 

課金に関する事項は、サ
ービス提供と密接な関わ
りを持つため、「１．機能
の内容」が不明確である
ことにより、現在の本項
目の開示内容について判
断することは困難 

 使用する番号は、接続事業者にとって、単に
技術的な懸念事項にとどまらず、サービス展
開施策においても重要な情報です。現在の開現在の開現在の開現在の開
示内容は十分検討に資する内容であり、今示内容は十分検討に資する内容であり、今示内容は十分検討に資する内容であり、今示内容は十分検討に資する内容であり、今
後も継続して本項目について開示すべきと後も継続して本項目について開示すべきと後も継続して本項目について開示すべきと後も継続して本項目について開示すべきと
考えます。考えます。考えます。考えます。 

   

４．課金 課金に関する事項は、サ
ービス提供と密接な関わ
りを持つため、「１．機能
の内容」が不明確である
ことにより、現在の本項
目の公示内容について判
断することは困難 

これまでの適用なし 本項目は接続事業者にとっても重要な判断
材料となる項目であり、本項目の開示をより本項目の開示をより本項目の開示をより本項目の開示をより
有効とするためにも、「１．機能の内容」の有効とするためにも、「１．機能の内容」の有効とするためにも、「１．機能の内容」の有効とするためにも、「１．機能の内容」の
改善が必要改善が必要改善が必要改善が必要と考えます。と考えます。と考えます。と考えます。 

   

５．イン
タフェー
ス 
 

・ＴＴＣ標準準拠であっ
ても、その適用範囲は広
範であり、詳細について
は別資料を参照しなけれ
ば分からない場合がある 
・ＴＴＣ標準準拠であっ
ても、パラメータの利用
方法は複数通り想定され
る場合、また、NTT 東西
地域会社の接続パターン
によって適用が異なる場
合等の接続条件について
は、必ずしも十分な開示
が行われていない 
 

計画番号Ｈ９－３－
１ 
計画番号Ｈ１０－３
計画番号東Ｈ１２－
１－１ 
 等 
 

 ＮＴＴ東西地域会社の独自仕様ＮＴＴ東西地域会社の独自仕様ＮＴＴ東西地域会社の独自仕様ＮＴＴ東西地域会社の独自仕様について、
詳細に説明されるようにしていただきたい
と考えます。・ＴＴＣ標準準拠であっても、
接続条件については引き続き詳細に説明さ
れるようにしていただきたいと考えます。接
続事業者側が依拠すべき資料や、NTT 東西地
域会社の独自仕様による接続条件のバリエ
ーションについての情報開示は、円滑な接続
に不可欠であり、継続的な情報開示が必要と
考えます。 
・ＴＴＣ標準準拠の場合でも、ＴＴＣ標準が
想定していないインタフェース条件は皆無
ではなく、NTT 東西地域会社の情報開示が必
要不可欠な場合があります。 
・NTT 東西地域会社の接続パターンによっ
て、適用される接続条件が異なる場合があり
ます。 

   「５ インタフェース」に関しては、網機能計画
において可能な限り詳細に記述するとともに、網改
造前に決定されていないものについては遅くとも
網改造着手後速やかに開示することとすべきであ
る。 
上記については本答申本文においても記述する
こととする。 
次の文を第Ⅳ章３（３）に追加する。 
 
「又、これら網改造前に未決定である詳細及び、網
機能計画の対象外となっている網機能に関するイ
ンタフェース等についても、網機能計画とは別に、
網改造着手後、接続事業者が時宜を失することなく
自網における対応の検討をすることが出来る程度
に速やかに開示することとすべきである。   」 

６．利用
条件の設
定 
 

「交換機毎の機能開始デ
ータの設定」「加入者毎の
利用条件データの設定」
「ＩＰアドレスの設定」
等、ＮＴＴ東西地域会社
内での必要作業が毎回形
式的に記載されているに
とどまっている 
→ 設定規模、内容が不
明 

  各交換機でどのような処理をさせるため各交換機でどのような処理をさせるため各交換機でどのような処理をさせるため各交換機でどのような処理をさせるため
データ設定を行うのか、またどのような必データ設定を行うのか、またどのような必データ設定を行うのか、またどのような必データ設定を行うのか、またどのような必
要があり、どの設備にＩＰアドレスを設定要があり、どの設備にＩＰアドレスを設定要があり、どの設備にＩＰアドレスを設定要があり、どの設備にＩＰアドレスを設定
するのか等するのか等するのか等するのか等、具体的な説明をすべきと考えま
す。 
 なお今後、音声系のサービスについては予音声系のサービスについては予音声系のサービスについては予音声系のサービスについては予
想されるトラヒック規模想されるトラヒック規模想されるトラヒック規模想されるトラヒック規模、またＩＰ系サーＩＰ系サーＩＰ系サーＩＰ系サー
ビスについては事業者網へ接続する際のスビスについては事業者網へ接続する際のスビスについては事業者網へ接続する際のスビスについては事業者網へ接続する際のス
ループット値、認証方法に用いるアトリビループット値、認証方法に用いるアトリビループット値、認証方法に用いるアトリビループット値、認証方法に用いるアトリビ
ュート等ュート等ュート等ュート等についても本項目で記載すべきと
考えます。 

   「６ 利用条件の設定」に関しては、可能な限り
詳細に記載すべきと考えられる。ルータ等に関して
は考え方２３参照。 

７．機能
の変更又
は追加の
別 

１項、２項に関連 
 

  現状の通り、今後も記載していただきた現状の通り、今後も記載していただきた現状の通り、今後も記載していただきた現状の通り、今後も記載していただきた
いと考えます。いと考えます。いと考えます。いと考えます。 

   

特に、電話に関わるもの
であれば、接続事業者
にとっては情報が必要

特に、電話に関わるもの
であれば、接続事業者
にとっては情報が必要
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８．関連
する機能
及び設備
並びに計
画との関
係 

殆ど適用された実績がな
い 

計画番号Ｈ１０－４
（話中時再ダイヤル
サービスに関する情
報開示） 
「Ｈ１０－３の機能
追加が必要」 
 
 

関連のある機能等関連のある機能等関連のある機能等関連のある機能等については、弊社共にて当
該機能の理解の助けとなると思われるため、
記載していただきたいと考えます。 
（例） 
東Ｈ１１－３・・・優先接続 
Ｈ１０－８・・・ＡＤＳＬに関連がある旨 
等 

   「８ 関連する機能及び設備並びに計画との関
係」に関しては、関連する機能等を記載すべきこと
については既に省令にも規定されており、関連のあ
るものについて極力詳細に記載することが求めら
れる。 

９．自己
利用、共
同利用又
は他事業
者利用の
別 

利用範囲の特定は NTT 東
西地域会社の自主的判断
によるもの 
→ 「自己利用」とされ
ているものであっても、
他事業者が接続を要望す
る可能性があるため、現
状の情報開示では不十分 

計画番号Ｈ９－３－
１ 
計画番号東Ｈ１２－
１－１ 
 等 

＜本項目で把握したい情報＞ 
①他事業者が接続可能である機能（インタフ
ェース条件）か（特に「自己利用」としてい
る場合） 
②本機能を要望した場合の費用按分事業者
数による負担額の把握 現状の記載は、「自
己利用」「共同利用」「他事業者利用」のみと
なっており、上述の情報としては不足してい
るため、以下のとおり記載していただきたい
と考えます。 
（例） 
・「『自己利用』であるが、既存のインタフェ
ース条件で接続が可能」 
・「『共同利用』（ＮＴＴ東西地域会社以外に
２社要望済み）であり、接続するための条件
は、～に準拠したインタフェース条件で接続
可能」 
・「『他事業者利用』（１社から要望済み）で
あり、接続するための条件は、今回開示の網
機能による」 

   「９ 自己利用、共同利用又は他事業者利用の別」
に関しては、他事業者との接続は本計画に係る条件
で基本的に可能と考えられるため、「自己利用」と
されたものについても十分詳細な情報開示が求め
られる。 

10．概算
費用額 
11．10 の
算定根拠
となる算
定方式並
びに費用
項目及び
各費用項
目ごとの
額 

当該網機能に対し要望す
るしないの判断を行うに
十分な記載内容ではない 
（１０項：年経費ベース
の記載のみ、１１項：そ
の経費項目毎の額が記載
されているのみ）→ 開
示された網機能の開発費
の妥当性等、事業者側で
申込むための検証・判断
が不可能 

 装置別・機能別・ソフト装置別・機能別・ソフト装置別・機能別・ソフト装置別・機能別・ソフト////ハード別の開発規ハード別の開発規ハード別の開発規ハード別の開発規
模が分かるものが必要であるため、概算費模が分かるものが必要であるため、概算費模が分かるものが必要であるため、概算費模が分かるものが必要であるため、概算費
用額には創設費を上述の項目に分けて記載用額には創設費を上述の項目に分けて記載用額には創設費を上述の項目に分けて記載用額には創設費を上述の項目に分けて記載
されるべきと考えます。されるべきと考えます。されるべきと考えます。されるべきと考えます。その上で、１１項に
は、経費化した場合の算経費化した場合の算経費化した場合の算経費化した場合の算定方法定方法定方法定方法、また追加事
項として事業者按分方法（案）事業者按分方法（案）事業者按分方法（案）事業者按分方法（案）を記載してい
ただきたいと考えます。 
また、接続事業者自らの事業計画の立案等に
必要な情報であるため、ホームページにおいホームページにおいホームページにおいホームページにおい
ても記載していただきたいと考えます。ても記載していただきたいと考えます。ても記載していただきたいと考えます。ても記載していただきたいと考えます。 

   「１０ 概算費用額」「１１ １０の算定根拠と
なる算定方式並びに費用項目及び各費用項目ごと
の額」に関しては、創設費、概算費用額の算出方法、
事業者按分方法案について、届出時点で決まってい
るものについては計画に記述することとすべき。 

12．工事
開始年月
日 13．提
供予定時
期 14．計
画の設定
又は変更
年月日 

利用範囲の特定は NTT 東
西地域会社の自主的判断
によるもの 

計画番号Ｈ９－３－
１ 
計画番号東Ｈ１２－
１－１ 
 等 
 

今後のルール策定の中で、開示期日が遵守さ
れたものであれば、問題ないと考えます。 
ただし、ＴＴＣ標準が対象外とされた場合ＴＴＣ標準が対象外とされた場合ＴＴＣ標準が対象外とされた場合ＴＴＣ標準が対象外とされた場合
には、接続事業者側の設備調達の計画に影には、接続事業者側の設備調達の計画に影には、接続事業者側の設備調達の計画に影には、接続事業者側の設備調達の計画に影
響するため、引き続き開示していただきた響するため、引き続き開示していただきた響するため、引き続き開示していただきた響するため、引き続き開示していただきた
いと考えます。いと考えます。いと考えます。いと考えます。 

   

15．計画
の設定又
は変更理
由 

「ユーザ利便性の向上」
「ネットワーク高度化の
ため」等の記載のみ 
→ 内容・背景に関する
把握が困難 
 

 １、２項と連動した、より詳細な理由を記１、２項と連動した、より詳細な理由を記１、２項と連動した、より詳細な理由を記１、２項と連動した、より詳細な理由を記
載して頂くことを要望します。載して頂くことを要望します。載して頂くことを要望します。載して頂くことを要望します。（例） 
「市内交換機への接続のためのインタフェ
ース」 
○背景 
 ＮＴＴ東西地域会社の市内網オープン化

   「１５ 計画の設定又は変更理由」に関しては、
背景において他事業者との関係があれば、当該他事
業者の許諾する範囲でそのことについて、又、他の
関連スケジュールとの兼ね合いがある場合につい
てはそのことについて記述する必要がある。 
 

これまでの記載は１件のみこれまでの記載は１件のみ
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により、要望のあった３社と接続条件を協議
開始、現在協議中。 
○ＴＴＣ標準 
 現在標準化作業を進行中。Ｈ９年８月に完
了予定。 
○具体的な内容 
 １項に記載 

（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

   

    
 意見３４ 網改造前の段階では「未決定」とする情報があることについては容認すべきではない。    再意見３４ 「想定される利用用途」も追加は

サービス開示となるので不適当。 
 考え方３４ 

    
○（２）情報の記載について 
  そもそも、そもそも、そもそも、そもそも、NTTNTTNTTNTT 東西地域会社が、網改造前の段階では「未決定」とする情報があることについては、東西地域会社が、網改造前の段階では「未決定」とする情報があることについては、東西地域会社が、網改造前の段階では「未決定」とする情報があることについては、東西地域会社が、網改造前の段階では「未決定」とする情報があることについては、
接続事業者が接続に向け接続事業者が接続に向け接続事業者が接続に向け接続事業者が接続に向けた検討・準備を開始することができず、「サービス開発に関する公正競争条件た検討・準備を開始することができず、「サービス開発に関する公正競争条件た検討・準備を開始することができず、「サービス開発に関する公正競争条件た検討・準備を開始することができず、「サービス開発に関する公正競争条件
確保と円滑な接続の推進のために行われるもの」とされる網機能提供計画の主旨に反するものであるた確保と円滑な接続の推進のために行われるもの」とされる網機能提供計画の主旨に反するものであるた確保と円滑な接続の推進のために行われるもの」とされる網機能提供計画の主旨に反するものであるた確保と円滑な接続の推進のために行われるもの」とされる網機能提供計画の主旨に反するものであるた
め、容認すべきではないと考えます。め、容認すべきではないと考えます。め、容認すべきではないと考えます。め、容認すべきではないと考えます。 

 ○ 届出書の項目に関する意見については【別紙３】
のとおり 
 特に、１６項として「想定される利用用途」を
追加し、「サービス」を記載することは、本制度が
機能開示ではなく、「サービス開示」となるもので
あり、制度における開示範囲を越え、追加すべき
ではないと考えます。  

 インタフェースの詳細等について、網改造以前に
決定しないものは網機能計画の中で届出・公表する
ことはできないと思われるが、開示の必要性は理解
できるので、着手後速やかに開示することとし、そ
の旨を本答申本文においても記述することとする
（考え方３３参照）。 

 網機能計画は本来、指定電気通信設備を有する NTT 東西地域会社が、網改造前の段階で、NTT 東西地域
会社内の「指定設備利用部門」と接続事業者との間で公平に、かつ、要望の有無を判断するに十分な情報
を開示すべきとされる制度であると理解しております。 
仮に、期日まで決定が不可能となった場合においては、未決定である仮に、期日まで決定が不可能となった場合においては、未決定である仮に、期日まで決定が不可能となった場合においては、未決定である仮に、期日まで決定が不可能となった場合においては、未決定である理由、及び、決定時期を明記するこ理由、及び、決定時期を明記するこ理由、及び、決定時期を明記するこ理由、及び、決定時期を明記するこ
とを義務づけていただきたいと考えます。とを義務づけていただきたいと考えます。とを義務づけていただきたいと考えます。とを義務づけていただきたいと考えます。    
 例えばインタフェースについては「○ヶ月前」或いは開発着手前の開示を義務づけていただきたいと考
えます。 

 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

  また、方式概要のこれまで以上の説明を行い、
従来の説明会資料で示している具体的な機能の適
用の例示についてＨＰ掲載等により公表していく
考えであり、現行の記載項目及び公表手続きで、
「網機能開示」としては必要十分と考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

    
 意見３５ インタフェースの情報開示について確実な運用をして戴きたい。    再意見３５（意見３５同旨）  考え方３５ 

「指定設備利用部門」と接続事業者との公平性

届出書の項目 「指定設備利用部門」が
得られる情報（想定）

１．機能の内容

２．提供条件

３．使用する番号

４．課金

５．インタフェース

６．利用条件の設定

７．機能の変更又は追加の別

８．関連する機能及び設備並びに
計画との関係

９．自己利用、共同利用又は他
事業者利用の別

10．概算費用額

11．10の算定根拠となる算定方式並びに
費用項目及び各費用項目ごとの額

12．工事開始年月日

13．提供予定時期

14．計画の設定又は変更年月日

15．計画の設定又は変更理由
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◎◎◎◎
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◎◎◎◎
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◎◎◎◎
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△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△

△△△△
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◎◎◎◎

◎◎◎◎
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◎◎◎◎
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◎◎◎◎

◎◎◎◎
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◎◎◎◎

◎◎◎◎

◎◎◎◎

◎◎◎◎
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網機能開示されない場合

接続事業者が
得られる情報

例えば、「ＴＴＣ標準なので対象外」との理由で例えば、「ＴＴＣ標準なので対象外」との理由で

現在の網機能開示の状況

「指定設備利用部門」が
得られる情報（想定）

接続事業者が
得られる情報

××××
××××
××××
××××
××××
××××
××××

××××
××××
××××

××××
××××
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××××
××××
××××
××××

××××

更に、公正競争
が担保されない
状況となる

更に、公正競争
が担保されない
状況となる

ＴＴＣ標準に係る
情報

（網機能提供の事実
判明後当該標準番
号を問い合わせた上
で自ら入手する情報）

ＴＴＣ標準に係る
情報

（網機能提供の事実
判明後当該標準番
号を問い合わせた上
で自ら入手する情報）
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○ 「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」についての確実な運用をしていただきたいと考え「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」についての確実な運用をしていただきたいと考え「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」についての確実な運用をしていただきたいと考え「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」についての確実な運用をしていただきたいと考え
ます。ます。ます。ます。    
今後においても確実な運用がなされない場合には、提供開始時期等の観点から公正競争を確保するた提供開始時期等の観点から公正競争を確保するた提供開始時期等の観点から公正競争を確保するた提供開始時期等の観点から公正競争を確保するた
めにも、義務化することが必要と考えます。めにも、義務化することが必要と考えます。めにも、義務化することが必要と考えます。めにも、義務化することが必要と考えます。提供開始から「概ね半年～１年前」の公表の遵守（Ｐ． 
参照）と、開示すべき情報を全て開示していただくことが必要と考えます。 

  実際これまでに、DAサービス等において接続事業者に支障があった事例があり、公正競争上問題であ
ると考えます。 

  現状においては、必要な情報が全て開示されているかについて、接続事業者側には判断が不可能であ
り、個別案件について上記ルールの対象か否かを判断するのは NTT 東西地域会社であるため、行政にお
かれましては、上記ルールの運用について今後継続的に注視していただく旨を答申に明記していただく
とともに、今後問題があった場合は、法的担保等も含めた検討を行っていただきたいと考えます。 

 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

 ○ 「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」「接続に関する情報開示（インタフェース関連）」
についても、網機能提供計画と同様に、公表内容、についても、網機能提供計画と同様に、公表内容、についても、網機能提供計画と同様に、公表内容、についても、網機能提供計画と同様に、公表内容、
周知方法等について、確実に運用していただきた周知方法等について、確実に運用していただきた周知方法等について、確実に運用していただきた周知方法等について、確実に運用していただきた
いと考えます。いと考えます。いと考えます。いと考えます。 今後においても上記ルールが確
実に運用されない場合には、提供開始時期等の観
点から公正競争を確保するためにも、義務化する
ことが必要と考えます。提供開始から「概ね半年
～１年前」の公表の遵守と、接続事業者にとって
必要不可欠な情報を全て開示していただくことが
必要と考えます。 
 前回意見書に述べさせていただきましたとお
り、これまでに接続事業者に支障があった事例が
あり、公正競争上問題であると考えます。 
 現状においては、必要な情報が全て開示されて
いるか否かについて、接続事業者側には判断が不
可能であり、個別案件について上記ルールの対象
か否かを判断する主体は NTT 東西地域会社である
ため、行政におかれましては、上記ルールの運用行政におかれましては、上記ルールの運用行政におかれましては、上記ルールの運用行政におかれましては、上記ルールの運用
について今後継続的に注視していただく旨を答申について今後継続的に注視していただく旨を答申について今後継続的に注視していただく旨を答申について今後継続的に注視していただく旨を答申
に明記していただくとともに、に明記していただくとともに、に明記していただくとともに、に明記していただくとともに、今後問題があった今後問題があった今後問題があった今後問題があった
場合は、法的担保等も含めた検討を行っていただ場合は、法的担保等も含めた検討を行っていただ場合は、法的担保等も含めた検討を行っていただ場合は、法的担保等も含めた検討を行っていただ
きたいと考えます。きたいと考えます。きたいと考えます。きたいと考えます。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

 

 インタフェースに関する情報開示については、Ｎ
ＴＴ東日本・西日本において迅速且つ適切に行われ
る必要がある（考え方３３参照）。 

    
 意見３６ 非指定設備についても情報開示のルールが必須。    再意見３６（意見３６同旨）  考え方３６ 
    
○ 今後の整理の中で、非指定設備とされる設備（機能）が出てくる可能性も否めません。 
地域ＩＰ網・光ファイバにもみられたように、当初は非指定設備でその後の整理で指定設備となるケ
ースもありました。（＊）これらの設備・機能の接続条件は、接続事業者側にとっては当然のことなが
ら必要不可欠な情報であり、提供（もしくは暫定提供）開始時点（以前）に開示が必要であったもので
あります。 

  以上の事も踏まえ、非指定設備であっても情報開示ルールの規定は必須と考えます。 
 （＊） 「データ伝送役務」が不可欠設備の範囲に含まれていなかった当時に問題となった事例 
   NTT 東西地域会社の「フレッツ・ISDN」「フレッツ・オフィス」の提供に関して、本サービスについ
ては、NTT 東西地域会社が独占的に提供し得るサービスでありましたが、不可欠設備の範囲ではない
として、網機能提供計画の事前開示、及び、接続に必要な情報提供が十分に行われなかった事例があ
ります。 

 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 

 

 ○ 非指定設備についても、情報開示のルールを設け
ていただきたいと考えます。 
 前回意見書に述べさせていただきましたとお
り、当初は非指定設備であったものがその後の整
理で指定設備となるケースもありましたため、公公公公
正競争条件確保の観点から今後の動向を鑑み、非正競争条件確保の観点から今後の動向を鑑み、非正競争条件確保の観点から今後の動向を鑑み、非正競争条件確保の観点から今後の動向を鑑み、非
指定設備とされる設備（機能）が出てきた場合等指定設備とされる設備（機能）が出てきた場合等指定設備とされる設備（機能）が出てきた場合等指定設備とされる設備（機能）が出てきた場合等
においては、ルールの策定等の措置を講じていたにおいては、ルールの策定等の措置を講じていたにおいては、ルールの策定等の措置を講じていたにおいては、ルールの策定等の措置を講じていた
だきたいと考えます。だきたいと考えます。だきたいと考えます。だきたいと考えます。 
（ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、
ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎ
ｅｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮ
ｅｔ） 

 網機能計画は指定電気通信設備について採られ
ている制度であり、網機能計画の対象とすべき網機
能に係る電気通信設備であって指定電気通信設備
ではないものがあるのであれば、これを指定電気通
信設備として指定することについて検討すべきで
ある。指定電気通信設備の範囲の見直しについては
本答申本文でも言及している平成１４年度の接続
制度全体の見直し等の機会に必要に応じて議論さ
れていく必要がある。 
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第Ⅴ章 機能の更なる細分化（アンバンドル）   
 
３ 考え方 
（１）伝送路設備の更なる細分化 

  

意見  再意見 考え方 
    
 意見３７－１ 伝送路設備の更なる細分化について答申草案を支持。    考え方３７－１ 
    
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 

  
 

――― 

○ RT や電柱でのコロケーションについては、スペースが限定されていると NTT 東日本・西日本が主張し
ているが、第二次答申草案が言うように、すでに決められている局舎へのコロケーションルールを適用
すれば足りることと考える。RTや電柱に関しても、コロケーションの要望を NTT 東日本・西日本が断る
場合には、その理由を明確にし、コロケーション要望事業者がそれを検証できるようなシステムを作る
べきである。 

 （レベルスリー） 
 

   

    
 意見３７－２ 局外任意区間の細分化については具体的な要望に則して検討を進めたい。    再意見３７－２ 局外任意区間の細分化につい

て、検討は早急に行われるべき。 
 考え方３７－２ 

    
○ サブループについては、技術的及び運用的な課題が多く、接続を要望される事業者の具体的な要望を
明確にして頂いた上で検討を進める考えであります。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ その他局外の任意の区間について、引き続き約款
化にむけて、総務省において検討していただく必
要はあると考えますが、今後のＩＴを普及させる
ためにも、可能な限り早急に検討していただく必可能な限り早急に検討していただく必可能な限り早急に検討していただく必可能な限り早急に検討していただく必
要があると考えます。要があると考えます。要があると考えます。要があると考えます。    
 具体的箇所につきましては、次頁以降の図１、
図２にあるように、①東西ＮＴＴ局～クロージャ①東西ＮＴＴ局～クロージャ①東西ＮＴＴ局～クロージャ①東西ＮＴＴ局～クロージャ
ー（接続点）、②クロージャー（接続点）～加入者ー（接続点）、②クロージャー（接続点）～加入者ー（接続点）、②クロージャー（接続点）～加入者ー（接続点）、②クロージャー（接続点）～加入者
宅部分宅部分宅部分宅部分におけるメニューについても設けていただ
き、アンバンドルしていただきたいと考えます。 
 このような場合には、現在東西ＮＴＴ地域会社
が認可申請している、東西ＮＴＴ局～加入者宅の
アンバンドルメニューを更に細分化することにな
るため、料金面についても細分化し、①、②各々①、②各々①、②各々①、②各々
の料金を設けの料金を設けの料金を設けの料金を設けていただき、可能な限り低廉となるていただき、可能な限り低廉となるていただき、可能な限り低廉となるていただき、可能な限り低廉となる
ようにしていただきたいと考えます。ようにしていただきたいと考えます。ようにしていただきたいと考えます。ようにしていただきたいと考えます。    
 クロージャーに接続する場合は、コロケーショクロージャーに接続する場合は、コロケーショクロージャーに接続する場合は、コロケーショクロージャーに接続する場合は、コロケーショ
ンは不要ンは不要ンは不要ンは不要と考えます。 
 ①東西ＮＴＴ局～クロージャー（接続点）、②ク
ロージャー（接続点）～加入者宅についてアンバ
ンドルすると共に、効率的に接続事業者がサービ
ス提供となるようにするため、選択肢を広げる意
味で、図１．図２（点線）にあるように、自社の自社の自社の自社の
ケーブルを敷設可能ケーブルを敷設可能ケーブルを敷設可能ケーブルを敷設可能としていただくことも要望し
たいと考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

局外任意区間における細分化についての検討に
際しては出来るだけ具体的な需要に則して議論が
行われる必要がある。 
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○ 早急に検討を進めていただくよう要望いたしま
す。 

 （ＪＴ） 
    
 意見３８ 迂回ルートについても細分化されたい。    考え方３８ 
    
○ ３（１）の局外任意区間として申込み利用区間の迂回ルートについても、細分化区間として提供する
こととされたい。この迂回ルートは中継区間においては通信事業者としてサービス上必須なものである
ことから、利用区間と合せた形で料金も考慮した料金算定を考慮されることを要望する。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

  局外任意区間の細分化の検討に当たっては、迂回
ルートも含めて全ての局外伝送路が検討の対象と
なるものと考えられる。 

    
 意見３９ ＲＴ収容施設等につきＮＴＴ東日本・西日本の行う調査にあたっては、最新の小型ＲＴ等

を考慮する必要がある。  
   考え方３９ 

   ＲＴ収容施設等の実態把握は、技術革新を踏まえ 
○ 調査を行っていただくことには賛成いたしますが、その調査にあたっては、最新の小型ＲＴ等を考慮
したものにしていただく必要があると考えます。 

   また、その調査結果については、詳細に公開していただきたいと考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

 

  て行われる必要がある、又、その調査結果は、詳細
に公開される必要がある。 

    
 意見４０ クロージャへの接続等についても可能とすべき。    考え方４０ 
    
○ 配線区間、及びユーザ引込み区間（ドロップケーブル）における細分化について、マンホールや電柱
に設置されている東西ＮＴＴ地域会社のクロージャーに直接接続とするパターン（コロケーションスペ
ース不要）も可能としていただきたいと考えます。 
また、その際の料金についても、新たに設けていただき、加入者宅までを前提として現在東西ＮＴＴ
地域会社より提示されている料金よりも可能な限り低廉となるようにしていただきたいと考えます。 

  ＲＴ収容施設及び電柱以外の場所でのコロケー
ション等については、局外任意区間における細分化
と併せて総務省において検討の場を設けて早急に
検討を進めていく必要がある。 

  また、線路敷設権の議論に及ぶことになると考えますが、電柱の添架スペースの開放やドロップケー
ブルの共有等についても、今後議論していただきたいと考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

   

    
 意見４１ 局外任意区間での接続は十分可能であり、総務省において検討することに賛成。    再意見４１（意見４１同旨）  考え方４１ 
    
○ 草案にあるように今後総務省において検討していただくことに賛成致します。 
  橋梁区間等において、効率的に接続事業者が光ファイバと接続可能とするために、局外の任意区間に
おいても、アンバンドルしていただきたいと考えます。技術的に、設備（クロージャー、ＰＤ盤等）を
介することにより接続は十分可能接続は十分可能接続は十分可能接続は十分可能と考えます。 
  局間で一体としての利用を前提としても設備の稼働率が１００％になることはなく、このようなアン
バンドルによって、生じる余剰設備部分については稼動回線が費用負担をせざるを得ないこと、事業者
によって要望箇所も異なること、また、設備を介する点において加入者側と局側において、ファイバが

 ○ エムシーアイワールドコム･ジャパン株式会社の
意見に賛同致します。 
 橋梁区間等において、効率的に接続事業者が光
ファイバと接続可能とするために、局外の任意区
間においても、アンバンドルしていただきたいと
考えます。技術的に、設備（クロージャー、ＰＤ
盤等）を介することにより接続は十分可能接続は十分可能接続は十分可能接続は十分可能と考え

局外任意区間における細分化については、技術的
に可能な形態も想定され、その条件の約款化に向け
て検討を進めていく必要がある。 
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常に１対１となっているわけではないこと等を踏まえると、任意区間での利用も可能とすることで稼動
回線を増加させ、規模の経済性（稼働率の上昇を含む）を享受し全体としての芯線単価をさげるべきと
考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 現在の光ファイバ提供区間には、必ず NTT 地域会社の局舎設備を経由する必要があり、提供を受ける
際には NTT 地域会社局舎設備を経由した中継伝送路と端末系伝送路、NTT 地域会社局内伝送路の２区間
のみに制限されており、他の区間（例えば、マンホールマンホールマンホールマンホール----マンホール間マンホール間マンホール間マンホール間等）または接続個所での開放が
なされておらず、他事業者が柔軟にネットワーク構築をすることができなくなっております。このまま
では、NTT 地域会社局舎への伝送路を自社（他社から貸与も含む）で確保した事業者しか光ファイバの
提供受けられず、新規参入事業者等のネットワーク設備を十分に所有していない事業者にとっては、相
当な負担を事前に強いられることとなります。アンバンドル区間を制限することは、事業者市場参入の
機会を規制することになり、真の地域市場の競争促進を制限することになるため、局外任意区間（特に
マンホールマンホールマンホールマンホール----マンホール間を含む）マンホール間を含む）マンホール間を含む）マンホール間を含む）の光ファイバ設備のアンバンドルを法律で義務化すべきと考えます。
また、局外任意区間の光ファイバ設備の保守や責任分界の問題については、NTT 地域会社が光ファイバ
設備の故障検知をする必要があるという視点から離れ、設備借用事業者がその責任にて顧客へのサービ
ス提供を保証し、故障検知することを可能にすれば相当部分が解決できると考えます。現在、NTT 地域
会社が管路スペースの他事業者への提供の際には、管路設備の借用事業者が管路故障等の検知し、早急
な復旧作業ができる体制が存在しております。光ファイバ設備は、借用事業者が回線障害を検知するこ
とは管路設備よりも容易であるため、検知後、NTT 地域会社へ通知し、責任分界を明確にし、早急な復
旧作業を実施することは同様に可能と考えます。 

 （ＭＣＩワールドコム） 
 

ます。 
 （ＫＤＤＩ） 

    
 意見４２ ＲＴ収容施設等の実態調査が早急に行われるべき。    再意見４２（意見４２同旨）  考え方４２ 
    
○ 東・西ＮＴＴ殿ではＲＴ等の実態把握も十分でないとのも説明もあるが、配線区間でのアンバンドル
化の早期実現に向けた協議ができるよう、コローケーション・スペース等の実態調査を早急に行い、具
体的な協議を行なえるよう措置すべきである。 
（理由） 
配線区間において、饋線点までの光ファイバ化が進んでいる場合、ＤＳＬサービス事業者は現行のま
まであるとサービス提供を断念せざるをえないことになり、既存インフラの有効活用と競争促進の両方
の観点からも改善が必要と考えるからです。 

 （テレサ協） 
 

 ○ 先の意見書でも述べたとおり、配線区間におい
て、饋線点までの光ファイバ化が進んでいる場合、
ＤＳＬサービス事業者は現行のままであるとサー
ビス提供を断念せざるをえないことになり、既存
インフラの有効活用と競争促進の両方の観点から
も早急に改善の必要があるので、配線区間でのア
ンバンドル化の早期実現に向け、東・西ＮＴＴ殿
と具体的な協議ができるよう、ＲＴやコローケー
ション・スペース等の実態調査を早急に行うよう
指導するなど、問題解決に向けた措置を講じるべ
きであると考えます。 

 （テレサ協） 
 

 円滑な機能の細分化と接続の実現に向けて、ＲＴ
収容施設等の実態把握は早急に行われる必要があ
る。 

    
 意見４３ 伝送路設備の配線部分のアンバンドルを提案する際には意見招請を行うべき。    考え方４３ 
    
○ 米国政府は、ＲＴにおける伝送路設備をアンバンドルするという審議会の提案を支持します。これは
特にＤＳＬ提供事業者の助けになるとともに、もし NTT 東西がＲＴを広範囲に敷設することによりファ
イバーの使用を拡大しようとする場合、ＲＴのアンバンドルは競争的参入に最も実行可能な方法を提供
できるでありましょう。これは、NTT 東西のローカル・ループにおける 99%のシェアを考慮すると、ア
ンバンドルされた要素への効果的なアクセスを確約することは重要な優先事項であるべきなのです。Ｄ
ＳＬサービスの発展速度を考えると、私たちは、審議会が総務省にコロケーション条件の発達に優先を
与えることを提言すべきであると考えますし、また提案された条件に対しては、パブリックコメントを
求めるべきであると考えます。 

 （米国大使館） 
 
 

  伝送路設備の配線区間における細分化について
省令改正が行われる際には意見招請が行われるこ
とになるものと考えられる。 
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３ 考え方 
（２）ＦＴＴＨサービスの提供に用いられる光ファイバ網の細分化 

  

    
 意見４４－１ ＦＴＴＨサービスの提供に用いられる光ファイバ網の細分化を推進すべき。    考え方４４－１ 
    
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 
○ レベルスリーは、NTT 東日本・西日本の伝送路設備、及び FTTH サービスの提供に用いられる光ファイ
バ網の更なる細分化を求める第二次答申草案の見解を支持する。弊社が以前、いくつかの意見書の中で
述べたように、新規事業者が経済的効率性の高いネットワークを構築するためには、サービスの提供に
必要な既存事業者のネットワーク構成要素を自由に組み合わせて利用できるようにしなければならな
い。また、WTO の基本電気通信合意でも、「サービス提供者がそのサービスの提供のために必要でない伝
送網の構成部分又は設備に対して支払いをする必要がないように十分に細分化された」不可欠設備と相
互接続できるようにし、「請求がある場合には、利用者の多数に提供されている伝送網の終端地点以外
の接続点においても（相互接続を）提供」しなければならないことが規定されている。したがって、NT
T 東日本・西日本の伝送路設備等を更にアンバンドルし、長期増分費用方式に基づく料金で接続できる
ようにすることは、WTO 合意から見ても適当なことである。 

 （レベルスリー） 
 

  指定電気通信設備との円滑な接続と公正競争条
件の確保の観点から、機能の細分化は可能な限り接
続事業者の要望に応えられるよう推進されるべき
である。長期増分費用方式の光ファイバ設備への適
用については、第一次答申でも述べているとおり、
「光ファイバ設備が今後設備投資されていくとい
う点に鑑み、光ファイバ設備に対する相当期間の需
要動向が十分見込める状況になって、かつ、事業者
の新規投資へのインセンティブを失わせないこと
に留意してその適用の是非等を判断していくこと
が望ましい」。 

    
 意見４４－２ 光ファイバ設備をシェアリングするメニューについて収容局でのアンバンドルを行

う。 
   再意見４４－２－１ Ｂフレッツでは収容率が

ほぼ１００％でないとＮＴＴ東日本・西
日本と同水準の利用者料金が作れない。 

 考え方４４－２ 

    
○ Ｂフレッツの光ファイバをシェアリングするメニューについては、ブロードバンドサービスのニーズ
に的確に応えていけるように、一定の需要が見込まれるエリアにおいて、技術的な工夫を行いながら、
できる限り効率的に提供していく考えです。そのため、本サービスのアンバンドルメニューの提供にあ
たっても、効率的な運用が可能となるよう、一定の条件等を設定し、自主的に収容局メニューを提供し
ていく考えです。 
なお、本サービスの光ファイバのシェアリング方式などは、技術革新も激しく、その成果を弾力的に
採り入れていく考えであり、従って、提供条件の変更もあり得るものと考えております。また、設備構
築に関しても一定の需要に対応して順次エリアを拡大していくものであり、他事業者からの要望があっ
ても、全国任意の箇所で接続ができるものではなく、当社のサービス提供地域（局内設備を導入してい
る収容局で、かつ、光ファイバの設置されているエリア）が対象となります。 

 ○ 現在認可申請されているＢフレッツの光ファイ
バをシェアリングするメニューについては、装置
単位の切り出した提供により、エリア単位でほぼ
１００％収容しないと東西ＮＴＴ地域会社と同水
準の料金でのサービスを提供することができませ
ん。このような公正競争を阻害するようなメニュ
ーは、以下の答申を踏まえ、是正していただく必
要があると考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

 「Ｂフレッツ」サービスにおいて限定的にしか提
供しない「シェアリング」メニューに限り、更に地
域も限って細分化を行うとするＮＴＴ東日本・西日
本の趣旨が不明確であり、細分化はその需要に応じ
て、技術的・経済的に著しく困難でない限り行われ
る必要がある。 
 ＮＴＴ東日本・西日本は平成１２年に光ファイバ
設備の細分化が推進されるまでは接続は伝送装置
を介して行うべきと主張していたところであった。
 現在の同社の立場は、細分化された光ファイバ設 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

  再意見４４－２－２ 「Ｂフレッツ」のエリア
や条件について早目に情報開示が必要。 

 備が利用されるべきであって、メディアコンバータ
を介した接続は行わないとするものだが、かつての 

   
○ ＮＴＴ東西は「（Ｂフレッツのエリアは）当社の
サービス提供地域が対象」と述べていますが、接
続事業者がＮＴＴ東西と同時にサービスを開始で
きるようにエリア展開及び提供条件などについて
早めに情報開示いただけるよう強く要望いたしま
す。 

 （イー・アクセス） 
 

ものと対比しても矛盾している。 
 なお、「Ｂフレッツ」の「シェアリング」メニュ
ーに関する接続料については別途認可申請され、答
申も出された。 
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第Ⅵ章 接続関連費用の負担の考え方   
 
３ 考え方 
（２）「基本的な接続機能」の判断基準 

  

意見  再意見 考え方 
    
 意見４５－１ 「基本的な接続機能」の判断基準について答申草案に賛同。    再意見４５－１（意見４５－１同旨）  考え方４５－１ 
    
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 
○ 適切な判断基準と考えます。草案に賛同いたします適切な判断基準と考えます。草案に賛同いたします適切な判断基準と考えます。草案に賛同いたします適切な判断基準と考えます。草案に賛同いたします。 
今後、草案の基準では判断困難な網機能が出現することが想定されますが、その際は草案末文に記載
されている「接続制度全体の定期的な見直し」のスキームにおいて意見招請や議論がなされ、基準の
追加がなされるものと理解しております。 
また、今回「基本的な接続機能の判断基準」をお示しいただきましたので、草案において具体的取
扱を取り上げていただいた６機能以外の全ての網改造料負担機能に関して、判断基準に照らした再検
証をお願いしたいと考えます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 
○ 従来は、基本的な接続機能の判断基準が明確になっていないことから、ＮＴＴ地域会社と議論がま
とまらない機能等が多々あり、ネットワーク構築、及び業務上の支障を来すことがありましたが、今
回の「基本的な接続機能」の整理は、従来の問題が解消されものと考えられ、電気通信市場の発展を 
促すものと考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 草案の内容に賛成いたします。 
  接続事業者が希望する接続が円滑に行えることは競争を促進する上で重要であり，そのためには多
くの接続事業者にとって接続に必要となるような機能や共通的に用いられる機能は本来ネットワーク
が有すべき機能であり「基本的な接続機能」と考えます。 

  従って，加入者交換機及び専用回線ノード装置接続用伝送路振分機能（ＤＳＭ－Ｉ），伝送路設備利 
用機能（ＴＣＭ）など具体的な整理が求められている各機能は，草案のとおり「基本的な接続機能」
として捉えるべきと考えます。 

  なお，これらの機能については，早急に新たな接続料が適用されることを希望いたします。 
 （ＱＴＮｅｔ） 
 
○ 基本的な接続機能の判断基準となっている「多くの接続事業者にとって共通的に必要」との記載に
ついて、より一層の明確化（特に従来から利用している接続事業者用の個別設備の取扱い）を要望い
たします。 
「接続の基本的ルールの在り方について（平成 8年 12月 19 日答申）」では、ＺＣ接続において利用
するＩＧＳが基本的な接続機能となり、また今回の答申案においてＧＣ接続において利用するＤＳＭ
－ＩやＴＣＭが、「多くの接続事業者にとって共通的に必要」という理由により基本的な接続機能と位
置付けられておりますが、これらはいずれもＮＴＴ東日本・西日本殿が接続事業者の要望に基づき建
設して、専ら接続事業者が利用する個別設備と理解しております。 
基本的な接続機能のコストが広く網使用料で回収されることを前提とすれば、「多くの接続事業者に
とって共通的に必要」とは、個別設備に直接接続する事業者数が問題になるのではなく、その個別設 
備（と直接接続する事業者）を介していろいろな事業者間の相互接続が実現し、電気通信サービス利
用者全体の利益につながるかどうかが重要であると考えます。 
実際に、ＤＳＭ－ＩやＴＣＭは移動系事業者では直接利用しない機能ですが、当該機能を用いた事
業者との接続において間接的には利用しているとの考え方に立てば、基本的な接続機能と位置付けら
れることは適当と考えております。 
そのため、答申案に記載された「多くの接続事業者」は、単に当該機能を直接利用する事業者だけ

 ○ 上記２社の意見に賛成いたします。 
 前回の弊社意見書（「接続ルールの第二次答申草案
に対する意見（平成 13 年 6 月 4 日）」p.3）でも述べ
させていただきましたが、今回の対象 6機能以外につ
いても検証を行った結果、基本的な接続機能と捉えら
れた機能については、この 6機能と同様に扱う旨を答
申に追加していただきたいと考えます。 
（ＤＤＩ－Ｐ） 
 

○ 上記意見に賛同致します。 
 新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ
とになるのであれば、検証されていない機能についてとになるのであれば、検証されていない機能についてとになるのであれば、検証されていない機能についてとになるのであれば、検証されていない機能について
も再検証していただきたいと考えます。も再検証していただきたいと考えます。も再検証していただきたいと考えます。も再検証していただきたいと考えます。    
（ＫＤＤＩ） 

 
○ ディーディーアイポケット株式会社の意見に賛同致
します。 
 多数事業者間接続により、間接的に多くの事業者が
使用する機能についても、直接接続と同様に利益を享
受していることから、多くの事業者が利用する機能と
判断すべきものと認識しております。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 「基本的な接続機能」については、ＮＴＴ東西地域
会社殿と接続事業者との情報の非対称性によって接
続事業者が本来不要である設備のコスト負担を余儀
なくされるといった不利益を回避する観点からの検
討が必要と考えます。 
 基本的にはＤＤＩポケット殿の意見にあるように、
電気通信サービス利用者全体の利益につながるとい
う観点から、単に当該機能を直接利用する事業者に限
定されるものではなく、将来的に当該機能を利用する
ことが可能である全ての事業者を含んでいると考え
るのが適当であり、接続事業者の接続形態により、当
該機能を直接利用することが不可能なものについて
のみ個別負担とすべきと考えます。 
（ＪＴ） 
 

本答申本文では「基本的な接続機能」の判断基準
５項目を設定したところであるが、その見直しや具
体的適用の判断については、接続制度全体の見直し
その他の機会を通じて、具体的な問題提起等に応じ
て進められていく必要がある。 
本答申により提言を行っている「基本的な接続機
能」たる新たな基準により新たな接続料の算定が必
要な機能については、早急に算定を行い適用される
必要がある。 
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に限定されるものではなく、間接的に当該機能を利用することになる全ての事業者を含んでいること
を明確にしていただきたく考えます。 

 （ＤＤＩ－Ｐ） 
 
    
 意見４５－２ 「基本的な接続機能」であっても、自社で利用しない機能を他の機能に包括（バン

ドル）して提供条件を設定するべきではない。 
   再意見４５－２ 「基本的な接続機能」はネットワ

ークが本来具備すべき機能であり、ＮＴＴ
東日本・西日本も費用負担する必要がある。 

 考え方４５－２ 

   指定電気通信設備を設置する事業者がネットワ 
○ 従来より推進されてきた「ネットワークのアンバンドル」は、各事業者が真に必要なもののみを利
用すると共に、その利用の程度に応じて負担するという「負担の公平性」を確保することが前提であ
ったものと考えます。 
「基本的な接続機能」と位置付けられるものであっても、その利用形態は各事業者毎に区々であり、
全ての事業者が同様に全ての基本的な接続機能を利用するものではありません。したがって、その提
供条件を包括（バンドル）して規定すると、個々の事業者にとっては不要な利用しない機能やそのコ
スト負担を余儀無くされるおそれがあり、そのような不利益を回避できるようにすることが極めて重
要であると考えます。 
ＮＴＴ東西としても自社で利用しないものまでのコスト負担を迫られることとなれば、当該コスト
の回収手段がなく、経営に不当な影響を与えるものであることを申し上げます。  

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 「基本的な接続機能」は、指定設備との円滑な接続
を実現するために、相互接続を前提とするネットワー
クが本来具備しておくべき機能であるか否かといっ
た考えが根本にあるものと認識しており、負担の公平
性のみで議論すべきことではないものと認識してお
ります。 
 「気象情報提供機能」、「災害時優先電話接続機能」
等のように、多くの事業者が直接的に使用することの
ない機能が、経過措置を経て網使用料となった前例か
らも、負担の公平性を過度に強調する東西ＮＴＴ地域
会社の主張には妥当性が欠けると考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

 
○ ＮＴＴ東西殿のご意見には賛同しかねます。 
 何故ならば、「自社で利用しない機能又は設備」は、
次の接続事業者とＮＴＴ東西殿との関係があるから
生じた事態と考えているからです。 
（イ）ＮＴＴ東西に接続要請する接続事業者は、他の
接続事業者がどのように接続しているか知り得る立
場にありません。また、ＮＴＴ地域には「他事業者が
既に使っているこの装置を代用すれば安いコストで
接続できますよ」というアドバイスをする義務はあり
ません。したがって、接続事業者は、他事例の検討も
できずに、自らの要求条件をベースに独自仕様的なイ
ンターフェースを要望してしまうことが多いと考え
ます。 
（ロ）従来の整理のままでは、こうした状況の改善は
期待できません。なぜならば、ＮＴＴ東西にとってど
んなに無駄な設備でも接続事業者が１００％負担す
るスキームですし、それが多大な負担であるほど競争
上ＮＴＴ地域は有利になるという構造だからです。 
（ハ）従いまして、弊社としては、接続事業者が最安
のコストで接続できるように、ＮＴＴ地域自らが自局
内設備構成を検討しなければならなくなる仕組みが
肝要だと考えます。 
（ニ）具体的には、基本機能化を推し進め個別機能を
削減していくことによって、接続事業者が無駄な構成
を要望しようとした際にＮＴＴ地域自らが痛みを伴
うような仕組みが必要と考えます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 

ークが接続を前提としないで構築或いは改造した
場合には、接続のための追加投資を要することとな
り、そのコストを接続事業者の個別負担とすること
は新規事業者に費用負担を片寄せすることとなり、
事実上の参入障壁ともなりかねない。 
従って、様々な接続を許容するネットワークであ
れば通常備えていると考えられる機能については、
ネットワークがこれを当初より備えているものと
見て各事業者で広く負担することとする考え方を
採るほうが公平であり、且つ、公正競争に適ってい
る。 

    
 意見４６ 中継ダークファイバの２４時間３６５日の保守機能を「基本的な接続機能」とする見解

を明確にされたい。 
   考え方４６ 
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   各設備の保守のやり方は、「基本的な接続機能」 
○ ３（２）における基本的な接続機能として①の多くの接続事業者が求める機能の中継伝送機能とし
て接続される所謂中継ダークファイバについては、２４時間３６５日の保守機能は必須機能の一つで
あり、包含されるとの見解を明確にされたい。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

  の議論とは関係がない。 

３ 考え方 
（３）各機能の具体的取扱い 

  

    
 意見４７－１ 加入者交換機及び専用回線ノード装置接続用伝送路振分機能（ＤＳＭ－Ｉ）を「基

本的な接続機能」とすることに賛成であり、ＬＲＩＣモデルに反映させるまでは加入者交
換機能に含めて接続料を算定すべき。 

   再意見４７－１（意見４７－１同旨）  考え方４７ 
 
 ＤＳＭ－Ｉは、新ノードが円滑な接続を前提とし 

   ない形で開発・導入されたために交換機の外に追 
○ 草案に全面的に賛同いたします。 
弊社は、ＤＳＭ－Ｉを経由した新ノードとの接続を平成１０年２月から実施しておりますが、直近
の平成１３年５月の接続トラヒック実績であっても新ノードの「最低伝送速度：５０Ｍｂｐｓ」から
見ると過小なトラヒックに止まっています。 
関東圏において約１５％のシェアである弊社にとっても、「最低５０Ｍ」という新ノードの仕様は「過
大な容量」であるという事実から、新ノードの仕様は「接続事業者との円滑な接続を考慮したもので
はなかった」と言えると考えます。 
また、新ノードは一つのビルに複数ユニットが設置されているケースが大半であるため、ＤＳＭ－
Ｉが無く新ノードと光ファイバーを直結しなければならない場合は、接続事業者の限られた光ファイ
バーでは接続不可能な交換機ユニットが発生してしまいます。 
従いまして、草案の「新ノードにより構築されたネットワークはＤＳＭ－Ｉを一体として捉える」
という見地は、接続事業者との円滑な接続という観点から、極めて適切な考え方です。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 
○ 基本的に草案に賛同致します。 
  比較的需要の少ない呼を収容するＡＳＭユニットの場合、ＡＳＭユニット毎に光芯線を直結する接
続形態は大変非効率であり、弊社共事業者側が大きな負担を強いられることとなります。これはＮＴ
Ｔ地域会社が事業者との相互接続のためのインタフェース条件を十分整備していないことが原因と考
えられます。 

  ＤＳＭ－Ｉが基本機能インタフェースとして整理されることにより、今後弊社のみならず他の事業
者も効率的な設備・コストでＮＴＴ地域会社とＧＣ接続を行えるようになると考ます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ ＤＳＭ－Ｉの接続料金については、可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルの中に反映可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルの中に反映可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルの中に反映可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルの中に反映させる必要
があると考えます。また、ＬＲＩＣモデルへ反映させる以前の扱いは、個別のメニューを作成し、ネ個別のメニューを作成し、ネ個別のメニューを作成し、ネ個別のメニューを作成し、ネ
ットワークが本来具備すべき機能「通常求められるような様々な接続形態を許容するネットワーク」ットワークが本来具備すべき機能「通常求められるような様々な接続形態を許容するネットワーク」ットワークが本来具備すべき機能「通常求められるような様々な接続形態を許容するネットワーク」ットワークが本来具備すべき機能「通常求められるような様々な接続形態を許容するネットワーク」
といったことから、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定といったことから、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定といったことから、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定といったことから、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定
するするするすることが適当と考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 答申草案を支持します。モジュールＢについては基本機能として整理されており、これを小容量化
したＤＳＭ－Ｉが個別負担として整理されることについては問題があると考えます。 

 （ＪＴ） 
 

 ○ 上記意見に賛同致します。 
 弊社意見書の前ページでも述べさせていただきま
したが、相互接続を前提とするネットワークが本来具
備しておくべき機能であり、基本機能と整理すべきも
のと考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

 
○ 比較的需要の少ない呼を収容するＡＳＭユニットの
場合、ＡＳＭユニット毎に光芯線を直結する接続形態
は大変非効率であり、弊社共事業者側が大きな負担を
強いられることとなります。これはＮＴＴ地域会社が
事業者との相互接続のためのインタフェース条件を
十分整備していないことが原因と考えられます。 
 従ってＤＳＭ－Ｉは、相互接続を前提とするネット
ワークが本来具備しておくべき機能であり、個別のバ
スケットを作成するといった東西日本電信電話株式
会社の意見に反対致します。 
 ＤＳＭ－Ｉが基本機能インタフェースとして整理
されることにより、今後弊社のみならず他の事業者も
効率的な設備・コストでＮＴＴ地域会社とＧＣ接続を
行えるようになると考ます。 
 ＤＳＭ－Ｉの接続料金については、可能な限り早期
の段階でＬＲＩＣモデルの中に反映させる必要があ
ると考えます。また、ＬＲＩＣモデルへ反映させる以
前の扱いは、ネットワークが本来具備すべき機能「通
常求められるような様々な接続形態を許容するネッ
トワーク」といった考えのもとに、ＧＣ交換機に含め
て、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続
料を算定することが適当と考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

 
○ 「個別負担とすべき」とのＮＴＴ東西殿、ＮＴＴド
コモ殿のご意見には賛同できません。 
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加的に設置されたものであり、円滑な接続を前提と
した交換機の中に機能として含まれているべきだ
ったものと考えられることから、加入者交換機能の
中で併せて接続料を算定し、回収することが適当で
あり、その中で指定電気通信設備を設置する事業者
も応分の費用負担を行うこととするべきである。 
ＮＴＴコミュニケーションズの意見にあるよう
に、ＤＳＭ－Ｉと同様の機能はＮＴＴグループ内に
あっても必要とされ、新ノードが利用されている間
はＮＴＴコミュニケーションズにおいても外付け
で取りつけることとしている。現在はネットワーク
が様々な接続形態による接続を前提としたものに
なるまでの移行期にあると見られるので、本機能は
外付けの装置によって実現されるものであっても
「基本的な接続機能」として扱う必要がある。 
なお、長期増分費用モデルの見直しについては、
別途総務省で開催している「長期増分費用モデル研
究会」で検討しており、既に長期増分費用方式の中
で算定されているものはその中で見直しの議論を
行うことが適当と考えられる。（以下考え方５３ま
で同様。） 

 意見４７－２ 加入者交換機及び専用回線ノード装置接続用伝送路振分機能（ＤＳＭ－Ｉ）は利用
する事業者において利用に応じて負担すべき。 

  号）にてご指摘させていただいたとおり、関東圏約１
５％のシェアである弊社の接続トラヒック実績から、 
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○ ＤＳＭ－Ｉを、加入者交換機能にバンドルして回収するといったことは、当該機能を利用しない多
数事業者がその大部分のコスト負担（トラヒック比率で約７０％）を迫られることになることから、
負担の公平性の観点から決定的に問題であり、当該機能については、単独のバスケットとして利用す
る事業者にて利用に応じて負担すべきであると考えます。 
仮に、加入者交換機能等に含めて回収しなければならないとしても、ＤＳＭ－Ｉのみならず、ＮＴ
Ｔ東西を含め他事業者も一般に利用しているＭｏｄｕｌｅＢ等の現在『中継伝送共用機能』・『中継伝
送専用機能』・『通信路設定伝送機能』の網使用料で回収している伝送装置を含めて、「伝送装置の機能」
と位置付け、同一のバスケットで扱い、コスト按分すべきと考えます。  
なお、独立のバスケットとしても一部他事業者の主張のように多くの事業者が当該利用機能を利用
することになれば、自ずと料金の低廉化が図られるものと考えます  

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 新ノードの最低伝送速度５０Ｍは接続事業者を考慮
した仕様では無いため、草案にてご提案いただいたと
おり「新ノードにより構築されたネットワークはＤＳ
Ｍ－Ｉを一体として捉えることで『通常求められるよ
うな様々な接続形態を許容するネットワーク』とみな
す」ことが適切であり、「基本的な接続機能」と捉え
るべき対象と考えます。 
 ＤＳＭ－Ｉを介さず「新ノードユニット毎に芯線直
結」とする接続形態を「基本」と解されるのは、ＮＴ
Ｔ地域ビルへの引込み光ケーブルをふんだんに保有
されている事業者様ゆえのご判断としか思えず、多く
の接続事業者の実態とは乖離したご意見と考えます。 
 「負担の公平性」という論点に関しては、弊社は前
述意見のとおり「ＮＴＴ東西殿も痛みを伴なう仕組み
としなければ、接続事業者が最安のコストで接続でき
る環境はできない」と考えているのであって、当該機
能を利用しない移動体通信事業者様へ負担を強いる
ことは真意ではありません。 
 なお、ＮＴＴ東西殿の「中継伝送機能などと同一バ
スケット」とのご意見に関しては、下図に示すように
ＤＳＭ－Ｉと中継伝送機能では、機能の性格上の違い
がありますので、同一バスケットとするには無理があ
ると考えます。 

（ＴＴＮｅｔ） 
 

 

   再意見４７－２（意見４７－２同旨）   
   

○ ＤＳＭ－Ｉを基本的な接続機能とする第二次答申草
案には賛成しますが、ＤＳＭ－Ｉの接続料を既存の機
能に含めて算定し回収することには反対します。 
 費用負担については、ＤＳＭ－Ｉをアンバンドル
し、利用事業者が利用見合いで負担すべきと考えま
す。 
 加入者交換機能に含めて費用負担することとした
場合、ＤＳＭ－Ｉを利用しない事業者が、振分機能に
かかる費用を二重に負担する問題があります。 
 ＤＳＬスプリッタの扱いと同様に、各事業者の経営
判断に基づいた効率的な接続が可能となるような、利
用しやすいネットワークの提供が行われるべきと考
えます。 
１．ＤＳＭ－Ｉの費用負担について 
・ ＤＳＭ－Ｉは、ＧＣ接続を行う際に同一ビル内
の複数ユニットへの振り分けを行う機能（振分機
能）であり、ＮＴＴ地域会社のＧＣ交換機と効率
的な接続を行うために必要な機能であることか
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ら、基本的な接続機能と整理する答申草案に賛成
します。 
 しかしながら、費用負担については、以下のと
おり振分機能に係る費用の二重負担を回避するた
め、当該機能をアンバンドルし、実際に利用する
事業者が利用見合いで負担すべきものと考えま
す。 

２．二重負担の問題について 
・ ＧＣ交換機への接続の際には、同一ビル内の複
数ユニットへの振分機能が必要ですが、振分機能
の実現方法には、 
①ＧＣ－ＩＣ間の伝送機能と一体となったＮＴＴ
地域会社中継局におけるモジュールＢによる振分 

   ②接続事業者が設置する伝送装置による振分 
   ③ＮＴＴ地域のＤＳＭ－Ｉによる振分 

 の３パターンがあります（参考 1参照）。 
（弊社は自社の伝送装置に既に具備している振分
機能を用いてのＧＣ接続（パターン②）を行うケ
ースも予定しております。） 

・ このうちパターン①およびパターン②及びＩＣ
接続をする事業者にとっては、ＤＳＭ－Ｉのコス
トを加入者交換機能に含めて負担することとした
場合、振分機能に係る費用について二重に負担す
ることとなります。 

 
 

 ３．効率的な接続の実現について 
・ 接続事業者の競争力向上のためには、アクセス
回線コストの低廉化が重要な課題であり、各事業
者は設備投資リスクとの兼ね合いを見ながら、そ
れぞれの経営判断で、自社ネットワークへの機能
追加を行うか、ＮＴＴ地域会社の設備を利用する
かを選択しております。 
 従って、費用負担の在り方については、設備ベ
ースでの自由な競争を阻害しないよう、自社網で
より効率的に様々な機能を実現しようとする事業
者にとって不利とならないような整理とすべきと
考えます。 

４．ＤＳＬとの比較について（下図参照） 
・ ＤＳＬサービスにおけるスプリッタについて
は、ＤＳＬ事業者が自ら設置する場合とＮＴＴ地
域の設備を利用する場合とがあり、ＮＴＴ地域の
設備を利用する場合のみ、機能としてアンバンド
ルされたスプリッタの費用を利用事業者が負担す
るよう整理されております。これは、局内スプリ
ッタを自前で設置する事業者が不利とならないよ
う整理が図られたものと考えます。 
 ＧＣ接続用の振分機能についても、接続事業者
が設置する場合とＮＴＴ地域の設備を利用する場
合とがある点は同様であり、費用負担の整合性の
観点及び設備ベースでの事業者間の競争促進の観
点から、ＤＳＭ－Ｉを実際に利用する事業者が利
用見合いで費用負担すべきものと考えます。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 
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  ○ モジュールＢについては、ＩＣ－ＧＣ間の伝送機能
と一体のものとして、ＩＣ接続やＮＴＴ地域の中継伝
送専用機能を用いてＧＣ接続を行う事業者にその機
能が提供されているものであることから、現状どお
り、電話サービスについては「中継伝送共用機能」・「中
継伝送専用機能」に含めて費用負担することが適当で
あると考えます。 

 （ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 
○ 費用負担の公平性の観点から、仮に、ＤＳＭ－Ｉを
加入者交換機能等に含めて回収しなければならない
とした場合、弊社を含め他事業者も一般に利用してい
るＭｏｄｕｌｅＢ等の現在『中継伝送共用機能』・『中
継伝送専用機能』・『通話路設定伝送機能』の網使用料
で回収している伝送装置を含めて、「伝送装置の機能」
と位置付け、同一のバスケットで扱い、コスト按分す
べきと考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

    
 意見４８－１ 伝送路設備利用機能（ＴＣＭ）を「基本的な接続機能」とすることに賛成。    再意見４８－１（意見４８－１同旨）  考え方４８ 
    
○ 基本的に草案に賛同致します。 

本機能は、ＤＳＭ－Ｉと同様の位置づけで、ネットワークが本来有すべき機能であり、基本的な接ネットワークが本来有すべき機能であり、基本的な接ネットワークが本来有すべき機能であり、基本的な接ネットワークが本来有すべき機能であり、基本的な接
続機能続機能続機能続機能であると考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

○ ＤＳＭ－Ｉと同様、可能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映可能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映可能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映可能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映する必要があると考えま
す。 

  ＬＲＩＣモデル導入以前の扱いについては、ＤＳＭ－Ｉと同様の位置づけであることから、個別の個別の個別の個別の
メニューを作成し、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定メニューを作成し、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定メニューを作成し、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定メニューを作成し、ＧＣ交換機に含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定
するべきと考えますするべきと考えますするべきと考えますするべきと考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 答申草案を支持します。 
（ＪＴ） 

 
○ 伝送路設備利用機能（ＴＣＭ（ＧＣ接続））について、「ＺＣ接続の場合と同様な「基本的な接続機
能」として既存の機能に含めて費用回収すべき」とすることは、接続階梯によらず同等の提供条件に
より接続可能となるという点で、適切な考え方であると認識しております。 
一方、既にＧＣ接続を実施している事業者は、長期増分費用方式の導入によるＺＣ接続とＧＣ接続
の網使用料の差分がほとんどない現状において、ＧＣ接続を実施するのに要したコストの回収ができ
ないまま、ＴＣＭの個別費用を負担している状況にあります。 
従いまして、今回の答申結果をふまえ、伝送路設備利用機能について現時点で個別負担が不要なＺ
Ｃ接続事業者と個別負担を継続しているＧＣ接続事業者の接続条件を公平化させる観点から、早急か
つ適切な方法により、ＧＣ接続事業者のＴＣＭ個別費用負担を不要とする必要があると考えます。 

 （ＣＴＣ） 
 

 ○ ＴＣＭを基本的な接続機能として既存の機能に含め
て費用回収すべきとする第二次答申草案に賛成しま
す。 
 費用負担の公平性に関する、ＮＴＴ東西殿の意見に
賛成します。 
 ＩＮＳ－Ｐサービスにおける費用についても同等性
確保を要望します。 
（ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 
○ ＴＣＭの費用負担について 
・ Ｄ７０交換機と接続するために利用するＴＣＭは
インタフェースの多重変換機能を提供しており、Ｄ７
０交換機とＧＣ接続を行ううえで必要不可欠な設備
であること及びＡＳＭではその機能が加入者交換機
能に吸収されていることから、基本的な接続機能と整
理し、加入者交換機能に含めて費用負担することが適
当と考えます。 
 なお、費用負担の整合性およびＴＣＭコスト二重負
担回避の観点から、ＮＴＴ東西殿の意見にもあるよう
に、中継伝送共用機能・中継伝送専用機能に含めて回
収されているＤ７０交換機と接続するためのＴＣＭ
のコストについても、加入者交換機能に含めて回収す
ることになるものと考えます。（下図（略）参照） 

 （ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 

 ＴＣＭは交換機能の一部を構成すると考えられ、
加入者交換機能に含めて接続料の算定や回収が行
われるべきである。 
従って、本答申本文第Ⅵ章３（５）②において次
のとおり記述することとする。 
 
「ＴＣＭは、Ｄ７０交換機のインタフェースが現在
の中継伝送路のインタフェースと合っていないた
めにこれらの変換等を行うために外付けされたも
のであり、交換機能の一部が張り出したものと見る
ことが出来る。実際、新ノードや長期増分費用モデ
ルの交換機ではＴＣＭを介することなく伝送路に
接続する形態が採られている。（中略） 
従って、ＴＣＭは加入者交換機能に含めて考えるべ
きものであるから、接続料の算定や回収もこれに含
めて行われるべきである。         」 

意見４８－２ 伝送路設備利用機能（ＴＣＭ）は加入者交換機能とは別に接続事業者が利用見合い
で負担すべき。 

   

 
○ ＴＣＭについては、ＺＣ接続や当社のビル間の伝送路を用いてＧＣ接続する場合には、中継伝送機
能の費用範囲の中でコスト負担をしていただいているところであり、これと同様に考えると、加入者

 ○ 弊社サービスとの同等性の確保について 
・ 弊社のＩＮＳ－ＰサービスおよびＰＨＳ事業者の
パケットサービスにおいては、ＩＳＭまたはＰＳＭか
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交換機に含めて費用回収することは他の接続をしている事業者との公平性の点で問題があると考えま
す。従って、加入者交換機能とは別に、ＧＣ接続する事業者が利用見合いで負担する回収方法とすべ
きと考えます。  
仮に、加入者交換機に含めて回収する場合でも、費用負担の公平性の観点から、ＺＣ接続や当社の
ビル間の伝送路を用いてＧＣ接続する場合に利用するＴＣＭも同様に加入者交換機に含めて回収する
よう変更が必要と考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

ら直接パケット網へ接続する際にＴＣＭを利用する 
ケース（下図参照）が想定されます。このようなケー
スにおいてＴＣＭを利用する場合でも、インタフェー
スの多重変換機能という機能には異なるところがない
ことから、負担する費用水準については、Ｄ７０交換
機との接続に利用するＴＣＭとの同等性を確保するこ
とを要望します。 
・ なお、コスト低廉化の観点から、ＴＣＭの提供に
あたっては可能な限り共用化し、設備の効率化を図っ
て頂くことを要望します。 

 （ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 

 
 

 ○ ＩＮＳ－Ｈで利用するＩＳＭ／ＡＳＭについても基
本的な接続機能の検討対象とすることを要望します。 
 （注：INS-H は、INS ネット 1500 を利用し、H チャ
ネル(HO チャネル:384kbit/s・H1 チャネル:1.5Mbit/s)
での高速な回線交換を行うサービス） 

 弊社が提供しているＩＮＳ－Ｈは、ＮＴＴ地域会社
のＩＳＭ／ＡＳＭを利用してサービスを行っており、
その際、利用見合いのＩＳＭ／ＡＳＭの費用について
は個別費用負担を行っております。 
 ＩＮＳ－Ｈで利用するＩＳＭ／ＡＳＭが個別負担と
なった理由として、当時データ伝送役務で利用するＩ
ＳＭ／ＡＳＭが非指定電気通信設備と整理されていた
事情がありましたが、現在ＩＳＭ／ＡＳＭは役務に関
わらず指定電気通信設備であると整理されておりま
す。 
 また、長期増分費用方式による網使用料においては、
ＩＳＭ交換機能の接続料は加入者交換機能と一体とな
っております。 
 ＩＮＳ－ＨでＩＳＭ／ＡＳＭを個別専用的に利用し
ている装置はなく、すべてＢチャネルサービスとの共
用装置によりサービスを提供していることから、ＩＮ
Ｓ－Ｈで利用するＩＳＭ／ＡＳＭについて、基本的な
接続機能と整理し、Ｂチャネルサービスにおける網使
用料と同等の負担水準とすることを要望します。 
 なお、ＴＣＭ（モジュールＣ）が加入者交換機能に
含めて負担すべきであると整理された場合、ＩＮＳ－
Ｈで利用するＴＣＭの費用についても、加入者交換機
能に含めて負担するものと考えております。 
（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網

INSINSINSINS----HHHH用交換機用交換機用交換機用交換機ASMASMASMASM

ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網

INSINSINSINS----HHHH用交換機用交換機用交換機用交換機ＩＩＩＩSMSMSMSM

ＩＳＭ利用の場合ＩＳＭ利用の場合ＩＳＭ利用の場合ＩＳＭ利用の場合 ＡＳＭ利用の場合ＡＳＭ利用の場合ＡＳＭ利用の場合ＡＳＭ利用の場合

　ﾓｼ゙ｭー ﾙ　ﾓｼ゙ｭー ﾙ　ﾓｼ゙ｭー ﾙ　ﾓｼ゙ｭー ﾙCCCC

ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網

INSINSINSINS----HHHH用交換機用交換機用交換機用交換機ASMASMASMASM

ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網ＩＮＳ－Ｈ網

INSINSINSINS----HHHH用交換機用交換機用交換機用交換機ＩＩＩＩSMSMSMSM

ＩＳＭ利用の場合ＩＳＭ利用の場合ＩＳＭ利用の場合ＩＳＭ利用の場合 ＡＳＭ利用の場合ＡＳＭ利用の場合ＡＳＭ利用の場合ＡＳＭ利用の場合

　ﾓｼ゙ｭー ﾙ　ﾓｼ゙ｭー ﾙ　ﾓｼ゙ｭー ﾙ　ﾓｼ゙ｭー ﾙCCCC

ISMISMISMISM ﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙCCCC

MUXMUXMUXMUX

NTTNTTNTTNTT地域会社地域会社地域会社地域会社GCGCGCGCビルビルビルビル

自前伝送路自前伝送路自前伝送路自前伝送路

INSINSINSINS----PPPP・・・・ INSINSINSINS----HHHH

PSMPSMPSMPSM ﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙCCCC

PHSPHSPHSPHS

パケット網パケット網パケット網パケット網

ISMISMISMISM ﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙCCCC

MUXMUXMUXMUX

NTTNTTNTTNTT地域会社地域会社地域会社地域会社GCGCGCGCビルビルビルビル

自前伝送路自前伝送路自前伝送路自前伝送路

INSINSINSINS----PPPP・・・・ INSINSINSINS----HHHH

PSMPSMPSMPSM ﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙﾓｼﾞｭｰﾙCCCC

PHSPHSPHSPHS

パケット網パケット網パケット網パケット網
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  ○ 本機能は、ＤＳＭ－Ｉと同様の位置づけで、ネットネットネットネット

ワークが本来有すべき機能であることから、加入者交ワークが本来有すべき機能であることから、加入者交ワークが本来有すべき機能であることから、加入者交ワークが本来有すべき機能であることから、加入者交
換機とは別に、ＧＣ接続する事業者の利用見合いで負換機とは別に、ＧＣ接続する事業者の利用見合いで負換機とは別に、ＧＣ接続する事業者の利用見合いで負換機とは別に、ＧＣ接続する事業者の利用見合いで負
担することに反対致します。担することに反対致します。担することに反対致します。担することに反対致します。 ＤＳＭ－Ｉと同様、可可可可
能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映能な限り早期の段階で、長期増分費用モデルへ反映す
る必要があると考えます。 
 ＬＲＩＣモデル導入以前の扱いについては、ＤＳＭ
－Ｉと同様の位置づけであることから、ＧＣ交換機にＧＣ交換機にＧＣ交換機にＧＣ交換機に
含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて含めて、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて
接続料を算定するべきと考えます接続料を算定するべきと考えます接続料を算定するべきと考えます接続料を算定するべきと考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ ＮＴＴ東西殿は、基本機能とする点に関しては、ごＮＴＴ東西殿は、基本機能とする点に関しては、ごＮＴＴ東西殿は、基本機能とする点に関しては、ごＮＴＴ東西殿は、基本機能とする点に関しては、ご
賛同いただいている賛同いただいている賛同いただいている賛同いただいているものと理解いたします。しかし、
「ＧＣ接続する事業者利用見合いで負担する回収方「ＧＣ接続する事業者利用見合いで負担する回収方「ＧＣ接続する事業者利用見合いで負担する回収方「ＧＣ接続する事業者利用見合いで負担する回収方
法とすべき」とのご意見には賛同できません。法とすべき」とのご意見には賛同できません。法とすべき」とのご意見には賛同できません。法とすべき」とのご意見には賛同できません。 
 弊社といたしましては、前述意見のとおり「ＮＴＴ「ＮＴＴ「ＮＴＴ「ＮＴＴ
東西殿も痛みを伴なう仕組みとしなければ、接続事業東西殿も痛みを伴なう仕組みとしなければ、接続事業東西殿も痛みを伴なう仕組みとしなければ、接続事業東西殿も痛みを伴なう仕組みとしなければ、接続事業
者が最安のコストで接続できる環境はできない」者が最安のコストで接続できる環境はできない」者が最安のコストで接続できる環境はできない」者が最安のコストで接続できる環境はできない」と考
えています。ＮＴＴ東西殿も痛みを伴う仕組みとし
て、草案でご提案いただいている「既存の機能（例え
ば交換機能）に含めて費用回収すべき」とのお考えを
支持いたします。 
 なお、ＮＴＴ東西殿の「当該機能を加入者交換機に
含めて回収する場合は、中継伝送機能の費用範囲の中
でコスト負担している、ＺＣ接続や当社ビル間の伝送
路を用いてＧＣ接続する場合に利用するＴＣＭも加
入者交換機に含めて回収」とのご意見に関しては、Ｄ
ＳＭ－Ｉで述べた弊社意見と同様に、機能の性格上の
違いがありますので、同一バスケットとするには無理
があると考えます。 

 （ＴＴＮｅｔ） 
 
 

 

   再意見４８－２（意見４８－２同旨）   
   

○ 米国の州際アクセスチャージにおいても、市内交換
機の専用トランクポートや接続事業者と対向する伝
送装置は、当該接続事業者が個別に負担しており、受
益者負担となっております。 

 

ＧＣ 

ＩＣ 

ＴＣＭ 

中継伝送 
NTT局間の伝送路
を利用する 

NTT交換機と接続事
業者設備を繋ぐ 
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 また、仮に、ＴＣＭを加入者交換機に含めて回収す
る場合は、ＺＣ接続や弊社のビル間の伝送路を用いて
ＧＣ接続する場合に利用するＴＣＭも同様に加入者
交換機に含めて回収するよう変更が必要と考えます。

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

    
 意見４９ 事業者間精算（固定発移動着）機能を「基本的な接続機能」とすることに賛成。    考え方４９ 
    
○ 多数接続の進展により接続形態の複雑化に対応するために、多数事業者間インタフェースがつくら
れたと認識しております。これに合わせ精算機能もセットであると認識しており、汎用性を持たせる
べきであり、全事業者に関する問題としてとらえ、多数の接続事業者と多様な接続対応を行わなけれ
ばならない東西ＮＴＴ地域会社において、本来具備すべき機能であって、答申草案にあるように「基本来具備すべき機能であって、答申草案にあるように「基本来具備すべき機能であって、答申草案にあるように「基本来具備すべき機能であって、答申草案にあるように「基
本的な接続機能」として捉えることに賛成致します。本的な接続機能」として捉えることに賛成致します。本的な接続機能」として捉えることに賛成致します。本的な接続機能」として捉えることに賛成致します。    

  当該システム相当は、ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見
直しモデルの中に反映可能と考えております。直しモデルの中に反映可能と考えております。直しモデルの中に反映可能と考えております。直しモデルの中に反映可能と考えております。また、最新実績を採用することにより、今回の機能を
含め、その他追加的な精算機能も反映されていくものと考えます。 

  なお、一応の確認ではありますが、専用線等の「定額制の網使用料」の事業者間精算機能において
も同様の整理であると認識しております。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 当該システム相当は、ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見ＬＲＩＣモデルのロジックを変更することなく対応可能と考えており、現見
直しモデルの中に反映可能と考えております。直しモデルの中に反映可能と考えております。直しモデルの中に反映可能と考えております。直しモデルの中に反映可能と考えております。また、最新実績を採用することにより、今回の機能を
含め、その他追加的な精算機能も反映されていくものと考えます。 

  なお、一応の確認ではありますが、専用線等の「定額制の網使用料」の事業者間精算機能において
も同様の整理であると認識しております。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 答申草案を支持します。 
（ＪＴ） 

 

  本答申本文においても述べたとおり、事業者間の
精算方法が一次的には事業者間の協議に委ねられ、
多様な方法があり得る中で、特定の方式のみを基本
的な方式とし、それ以外は個別的な方式とすること
には十分な合理性があるとは考えられず、他の方式
による精算の場合と同様の方式を採るべきと考え
られる。 

    
 意見５０ 加入者交換接続における溢れ呼の中継交換機迂回接続機能を「基本的な接続機能」とす

ることに賛成。又、本機能は長期増分費用モデルの交換機に含まれている。 
   再意見５０ 「溢れ呼の中継交換機迂回接続機能」

は長期増分費用モデルに含まれていない。 
 考え方５０ 

   現行の長期増分費用モデルにおいて「加入者交換 
○ 答申草案にあるように「基本的な接続機能」として捉えることに賛成致します。 
  このような機能は、長期増分モデル上の交換機に含まれていると認識しており、ロジックの変更、長期増分モデル上の交換機に含まれていると認識しており、ロジックの変更、長期増分モデル上の交換機に含まれていると認識しており、ロジックの変更、長期増分モデル上の交換機に含まれていると認識しており、ロジックの変更、
入力値の変更等は必要なく、現段階で回収されている入力値の変更等は必要なく、現段階で回収されている入力値の変更等は必要なく、現段階で回収されている入力値の変更等は必要なく、現段階で回収されているものと考えます。従って、新たにメニューを作
成する等の措置は必要ないものと考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 

 ○ ＬＲＩＣモデルにおいて、ＧＣ－ＩＣ間のトラヒッ
クについて「溢れ呼の中継交換機迂回接続機能」によ
るものは考慮されていないことからも、溢れ呼の中継
交換機迂回接続機能についてはＬＲＩＣモデルの交
換機に含まれていないと考えております。 
 仮にモデルに含まれているという判断をされるの
であれば、モデル全体を加入者交換機接続を前提とし
たモデルに見直す必要があります。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 

接続における溢れ呼の中継交換機迂回接続機能」の
費用が加入者交換機能の費用に含まれていると認
められるため、本答申の本文を修正する。本機能の
接続料は加入者交換機能の接続料に含まれるもの
として回収される必要がある。 
これについては第Ⅵ章３（５）を修文することと
する。 
 
【草案】 
「上記の機能は、何れも現行の長期増分費用方式
の原価算定に用いている長期増分費用モデルで
想定している加入者交換機能等には含まれない
ものであるので、その接続料は現時点では実際費
用方式で算定の上回収されることが適当と考え
られる。」 
↓ 

【修正文】 
「上記の機能のうち④以外は、何れも現行の長期
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増分費用方式の原価算定に用いている長期増分
費用モデルで想定している加入者交換機能等に
は含まれないものであるので、その接続料は現時
点では実際費用方式で算定の上回収されること
が適当と考えられる。④については同モデルで加
入者交換機能に含まれていることから、長期増分
費用方式の段階的導入が完了する平成１４年度
からは長期増分費用方式で算定されている加入
者交換機能の接続料の中で回収することとす
る。」 
 

    
 意見５１ 網同期クロック供給機能を「基本的な接続機能」とすることに賛成。    考え方５１ 
    
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 

  ――― 

    
 意見５２－１ 加入者交換機機能メニュー利用機能を「基本的な接続機能」とすることに賛成。    考え方５２ 
    
○ 「基本的な接続機能」は決して基本呼のみを限定したものではなく、ユーザの利便性を確保した公
共の利益増進に資するための接続機能（インタフェース）、すなわち高度サービスの提供機能も十分含
まれるものであると理解しております。 

  近年ユーザの高度サービスに対する要望は、多種多様化してきており、電気通信事業者はこれに答
えるべく、また今後の電気通信業界における更なる発展のためにも、信号網接続による機能メニュー
は、重要な位置付けを担うものと理解しており、ネットワークが本来有すべき機能を備えるものであネットワークが本来有すべき機能を備えるものであネットワークが本来有すべき機能を備えるものであネットワークが本来有すべき機能を備えるものであ
って、答申草案にあるように「基本的な接続機能」と捉えることに賛成致します。って、答申草案にあるように「基本的な接続機能」と捉えることに賛成致します。って、答申草案にあるように「基本的な接続機能」と捉えることに賛成致します。って、答申草案にあるように「基本的な接続機能」と捉えることに賛成致します。 

   加入者交換機機能メニュー利用機能については、
信号網を利用した高度サービスのための「基本的な
接続機能」とするが、当分の間、本機能を利用する
事業者がその利用により費用を負担することとす
るのが適当と考えられる。 
 これに関しては、本答申本文第Ⅵ章３（３）を改
めて次のとおり記述することとする。 

  長期増分費用モデルへ反映させる以前の扱いについては、個別のメニューを作成し、ＧＣ交換機に個別のメニューを作成し、ＧＣ交換機に個別のメニューを作成し、ＧＣ交換機に個別のメニューを作成し、ＧＣ交換機に
含め、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認識しております。含め、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認識しております。含め、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認識しております。含め、ＧＣ交換機を通過する総トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認識しております。

 （ＫＤＤＩ） 
○ 費用負担方法については、可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映可能な限り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映する必要があると考えま
す。 
 （ＫＤＤＩ） 
 
 
○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 

   
「３（３）基本的な接続機能」に関する費用負担の

原則 
 

接続を前提としないで構築されたネットワ
ークでは接続のために追加投資を要すること
になる。その追加投資のコストを接続事業者
の個別負担とすることは新規事業者に費用負
担を片寄せすることとなり、事実上の参入障
壁ともなりかねない。従って、様々な接続を
許容するネットワークであれば通常備えてい
ると考えられる機能については、ネットワー
クがこれを当初より備えているものと見て、 

  そのネットワークの利用見合いで各事業者が 
 意見５２－２ 加入者交換機機能メニュー利用機能は利用の程度に応じて負担すべき。    再意見５２－２ 加入者交換機機能メニュー利用

機能はＧＣ交換機に含めて接続料を算定す
べき。 

 広く負担することが公平であり、且つ公正競
争に適っていると考えられる。 
このことから、「基本的な接続機能」は基本 

   的に、加入者交換機能のような、既存のネッ 
○ 加入者交換機機能メニュー利用機能は「番号ポータビリティ」導入の際の議論を踏まえ、既に基本
的な接続機能として総務大臣（旧郵政大臣）の認可を受けて接続約款に規定しているところです。そ
の際、「負担の公平性」を確保するため単一のバスケットとし、当該機能の利用の程度に応じて負担い
ただくこととされたと考えます。 
この機能メニュー料金の適用に当たっては、ＮＴＴコミュニケーションズと他事業者の同等性確保
の観点から、「みなし適用」といった特例措置も講じており、現時点ＧＣアクセスチャージ化といった
バスケットの見直しを行うべき新たな事情もないものと考えております。  
仮に、加入者交換機機能メニュー利用機能を加入者交換機能に含めたとしてバンドル化することは、

 ○ 「基本的な接続機能」は決して基本呼のみを限定し
たものではなく、ユーザの利便性を確保した公共の利
益増進に資するための接続機能（インタフェース）、
すなわち高度サービスの高度サービスの高度サービスの高度サービスの提供機能も十分含まれるも提供機能も十分含まれるも提供機能も十分含まれるも提供機能も十分含まれるも
のであると理解しております。のであると理解しております。のであると理解しております。のであると理解しております。    
 近年ユーザの高度サービスに対する要望は、多種多
様化してきており、電気通信事業者はこれに答えるべ
く、また今後の電気通信業界における更なる発展のた

トワークにおける機能の中に含めて接続料が
算定され、また、回収されることになるもの
と考えられる。 
 

（４）「基本的な接続機能」に関する特例的措
置 
 
但し、現実においては、追加投資によって
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当該機能を利用しない、ＰＨＳ事業者・携帯事業者・ＣＡＴＶ事業者までもが負担することとなり、「負
担の公平性」から問題があるものと考えます。  

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 
○ 今回の答申案においては、多くの接続事業者において共通的に用いられるものであり、またすべて
の形態の事業者にとって設置のメリットがある設備であるならば、「基本的な接続機能」として捉える
方向に異論はありません。 

  但し、「多くの接続事業者」の定義の客観的かつ明確な基準が必要であり、少なくとも、地域系、長
距離・国際系、移動体通信系といった分野毎にまんべんなく多くの事業者が当該機能を利用すること
が前提となると考えます。 
その点、移動体通信事業者において、優先接続等は実施しておらず、また、「加入者交換機機能メニ
ュー利用機能」、「加入者交換機及び専用回線ノード装置接続用伝送路振分機能」等は利用していない
ことから、これらの機能を基本的な接続機能と位置づけるのは無理があり、負担の公平性の観点から
問題があると認識しております。 

  従って当社としては、当該機能については、当該機能を利用する事業者の個別負担とすることが妥
当であると考えます。 
仮に当該機能を「基本的な接続機能」と位置付け、網使用料での費用負担としたとしても、その網
使用料は当該機能を利用する事業者のみが負担することになると考えます。 
なお、優先接続に利用する機能の費用負担方法は平成１０年１１月２４日付「優先接続に関する研
究会報告書」においても「網改造費用については、移動体事業者を除いた地域網事業者及びすべての
接続事業者が共通に利用する基本機能とし、網使用料として地域ＮＴＴを含む関係事業者が応分に負
担する。」とされております。  

 （ＮＴＴドコモ） 

めにも、信号網接続による機能メニューは、重要な位
置付けを担うものと理解しており、相互接続を前提と
するネットワークが本来具備すべき機能であると認
識していることから単一のバスケットとすることに単一のバスケットとすることに単一のバスケットとすることに単一のバスケットとすることに
反対致します。反対致します。反対致します。反対致します。 費用負担方法については、可能な限可能な限可能な限可能な限
り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映り早期の段階でＬＲＩＣモデルに反映する必要があ
ると考えます。 
 長期増分費用モデルへ反映させる以前の扱いにつ
いては、ＧＣ交換機に含め、ＧＣ交換機を通過する総ＧＣ交換機に含め、ＧＣ交換機を通過する総ＧＣ交換機に含め、ＧＣ交換機を通過する総ＧＣ交換機に含め、ＧＣ交換機を通過する総
トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認トラヒックを用いて接続料を算定するべきものと認
識しております。識しております。識しております。識しております。    
（ＫＤＤＩ） 

 
○ （再掲） 
 「基本的な接続機能」は、指定設備との円滑な接続指定設備との円滑な接続指定設備との円滑な接続指定設備との円滑な接続
を実現するために、相互接続を前提とするネットワーを実現するために、相互接続を前提とするネットワーを実現するために、相互接続を前提とするネットワーを実現するために、相互接続を前提とするネットワー
クが本来具備しておくべき機能であるか否かといっクが本来具備しておくべき機能であるか否かといっクが本来具備しておくべき機能であるか否かといっクが本来具備しておくべき機能であるか否かといっ
た考えが根本にあるものと認識しており、負担の公平た考えが根本にあるものと認識しており、負担の公平た考えが根本にあるものと認識しており、負担の公平た考えが根本にあるものと認識しており、負担の公平
性のみで議論すべきことではないものと認識してお性のみで議論すべきことではないものと認識してお性のみで議論すべきことではないものと認識してお性のみで議論すべきことではないものと認識してお
ります。ります。ります。ります。    
 「気象情報提供機能」、「災害時優先電話接続機能」
等のように、多くの事業者が直接的に使用することの
ない機能が、経過措置を経て網使用料となった前例か
らも、負担の公平性を過度に強調する東西ＮＴＴ地域
会社の主張には妥当性が欠けると考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

設定される「基本的な接続機能」ではあって
も、既存のネットワークの実態と「様々な接
続を許容するネットワーク」としてのあるべ
き姿とに乖離が大きく、且つ、追加投資コス
トによって実現する機能が限定された事業者
に対して提供されることにやむを得ない事情
がある場合がある。このような場合には、こ
のコストを加入者交換機能のような既存のネ
ットワークにおける機能の中に含めて回収す
ることは、当該追加投資コストによって実現
する機能を利用しない事業者にとっては公平
さを失することになりかねない場合がある。 
従って、上記の事態が解消するまでの間は、
その費用を、加入者交換機能等の利用事業者
ではなく、当該追加投資により実現する機能
の利用事業者に限定して負担することとする
のも、特例的措置としてやむを得ないものと
考えられる。 
現在このような考え方に合致するものとし
ては、①信号網を利用した高度サービスの提
供に用いられる一連の機能と②優先接続機能
とが挙げられる。 
①については、ＳＣＰ(Service Control Po
int)を設置する事業者が実態として限られ、
高度サービスが通常のサービスとして一般に
提供されるようにはなっていないこと、②に
ついては、優先接続が制度として固定網のみ
に導入され、移動体通信網については導入さ
れていないことから、「限定された事業者に対
し提供されることにやむを得ない事情」があ
ると認められ、特例的措置が採られることも
やむを得ないものと考えられる。 
しかしながら、これら特例的措置は経過的
措置であって、基本的にその範囲は縮減させ
ていくべきであり、償却の進展状況その他の
状況を勘案して、「基本的な接続機能」として
の原則的な扱いに合致させていくべきものと
考えられる。 

 
 

   
（５）各機能の具体的取扱い 
 （中略） 
⑥ 加入者交換機機能メニュー利用機能 
（中略） 
「加入者交換機機能メニュー利用機能は、
各事業者が自らのＳＣＰ（Service Control 
Point）で信号網を使った高度サービスの利用
者を識別し、加入者交換機により通信を交換
させるときに利用される。 
これが開発された平成１１年当時には中継
系の接続事業者のみが利用することが想定さ
れ、ＮＴＴは別方式により高度サービスを提
供していたことから、中継系事業者のみによ
る個別負担を求めていた。 



 251251251251250250250250 

その後、ＮＴＴコミュニケーションズにお
いて本機能を利用する方式への転換がなさ
れ、平成１３年４月からはＮＴＴ東日本・西
日本においても本機能を利用して信号網を使
った高度サービスの提供を始めたことから、
各々の会社の利用見合いの費用負担が行われ
ている。 
現時点では、本機能は信号網を使った高度
サービスのために利用する機能としての「基
本的な接続機能」の実を挙げていると言え、
そのような扱いを行うことが適当である。 
前述したように高度サービスは現在の段階
で電話・ＩＳＤＮの一般的なサービスとまで
なっている訳ではないことから、携帯電話事
業者やＣＡＴＶ電話事業者が本機能の費用負
担をすることが現時点で合理的とは考えられ
ない。従って、「基本的な接続機能」の特例的
措置の対象として、本機能は加入者交換機能
には含めず、独立の機能としてその利用見合
いで費用負担をするものとすることが適当と
考えられる。但し、この扱いについては、平
成１４年度の制度見直しの機会に高度サービ
スの普及実態等に照らして再検討することが
適当と考えられる。           」 
 

    
 意見５３ ＰＨＳ接続装置について、「基本的な接続機能」と位置付けて戴きたい。    再意見５３ ＰＨＳ接続装置は活用型ＰＨＳ事業

者が個別金額負担を「合意」した上で提供
してきたものであり、アクセスチャージ化
は費用負担の公平性の面から極めて問題。 

 考え方５３ 

    
○ 既に網改造料の対象となっている全ての機能について再整理すべきと考えておりますが、対象機能
の多くを占めるＰＨＳ関連機能のうち、ＰＨＳ接続装置については、ＤＭＳ－ＩやＴＣＭと同様に基
本的な接続機能と位置付けていただくことを要望いたします。 

 「接続の基本的ルールの在り方について（平成 8 年 12 月 19 日答申）」においては、「ＰＨＳ接続装置
のうちＩＳＤＮと同様のインタフェースに係る部分」については基本的な接続機能に含まれると定
義されましたが、最終的には以下のような考え方により網改造料として位置付けられております。 
「ＰＨＳ接続装置等については、ＩＳＭ交換機能に係る接続料を支払っていないこと、会計処理上
定率法で減価償却が行われている一方、現行接続料は定額法で算定されており、途中で負担方法を
変更した場合には、投資額の回収漏れや、その結果として、ＰＨＳ事業者以外の接続料の急激な変
動を招く恐れがあり、これまで通り個別費用負担はやむを得ない。」 
（平成 10 年 3 月 20 日付け、日本電信電話（株）接続約款案の意見及び再意見並びにそれに対する
考え方 Ｐ75より抜粋） 

 
長期増分費用方式による網使用料においては、ＩＳＭ交換機能の接続料は加入者交換機と一体とな
っていること、また、今回の答申案では、「定率法と定額法の違い」、「投資額の回収漏れ」、「他事業者
の接続料の急激な変動」など、ＰＨＳ接続装置等と同様の課題を抱えるＤＳＭ－ＩやＴＣＭが基本的
な接続機能と位置付けられたことから、平成 10年当時にＰＨＳ接続装置の個別費用負担を「やむを得
ない」とした事由は、時間の経過とともにその扱いが変化してきたものと理解いたします。 
また、新ノード装置においては加入電話、ＩＳＤＮ並びにＰＨＳを同コストで収容していること、
既にＰＨＳ回線の大多数は新ノード装置に収容されていること等から、ＰＨＳ接続装置等は、本来は
加入者交換機と一体であるべき機能が効率的な相互接続を前提としない網において追加的に必要とな
ったものであると言えます。 

 ○ ＰＨＳ接続装置は、活用型ＰＨＳ事業者の専有設備
であり、当該事業開業時の協議において、「提供エリ
ア」「提供時期」「回線数」等を活用型ＰＨＳ事業者の
側で決定したいとの要望があり、活用型ＰＨＳ事業者
の個別全額負担を「合意」のうえ、要望通りの設備量
を要望時期に提供してきており、既に多大な設備投資
を行ってきているところであります。 
 このようなＰＨＳ関連設備について、既に個別負担
となっているものを基本的な接続機能として、加入者
交換機能のアクセスチャージによる負担に変更する
ことは、直接、ＰＨＳ接続装置等を利用しない事業者
にも負担を求めることとなり、活用型ＰＨＳ以外の他
事業者にとっては、多大な影響があること、また自ら
の網に当該装置を具備してきた接続型ＰＨＳ事業者
においては、ＰＨＳ接続装置を自網に設置し、係るコ
ストを１００％負担している一方で、活用型ＰＨＳ事
業者用のＰＨＳ接続装置が基本機能とされ、アクセス
チャージ化により一部費用をあわせて負担すること
になることは、費用負担の公平性の観点から、極めて
問題であり、従来どおり活用型ＰＨＳ事業者の個別負
担とし、そのコストは活用型ＰＨＳ事業者が自らのア
クセスチャージ及び利用者料金で回収することが適

 ＰＨＳ接続機能（ＰＨＳに特化した機能を除く。）
については、既に平成８年に電気通信審議会答申
「接続の基本的ルールの在り方」（平成８年１２月
１９日）において、「基本的な接続機能」と整理さ
れていたが、平成１０年３月には網使用料とするこ
とは急激な負担変動を招くものとして個別負担は
やむを得ないとされていた。 
本機能はＩＳＤＮの交換のための機能と同等の
ものであり、「基本的な接続機能」であると理解さ
れるので、適宜経過期間を設けて加入者交換機能に
含める形に移行させることが適当と考える。 
従って、本答申本文第Ⅵ章３（３）を改めて、新
しい（５）の中で次の記述を行うこととする。 
 
「ＰＨＳ接続機能については、電気通信審議会
答申「接続の基本的ルールの在り方」（平成８
年１２月１９日）において、「ＰＨＳ接続装置
のうちＩＳＤＮと同様のインタフェースに係
る部分･･･については、『基本的な接続機能』に
含まれると考えられる」としていた。 
しかしながら、平成１０年において、電気通
信審議会答申書（平成１０年３月２０日郵通議
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このような機能の個別負担を今後とも継続することは、指定電気通信設備の非効率性を排除するた
めに、網使用料の算定において長期増分費用方式を導入する、という考えになじまないものと考えま
す。 
以上から、今回の接続ルールの見直しにおいて、ＰＨＳ接続装置等を基本的な接続機能と位置付け
ることを要望いたします。 
（ＤＤＩ－Ｐ） 

 
○ ＰＨＳ関連機能のうち、今後も網改造料の対象として取り扱う機能は、「本来はＰＨＳ事業者が具備
すべき機能をＮＴＴ東日本・西日本殿のネットワークにおいて実現している機能」に限定し、その他
の機能については「基本的な接続機能」として整理することを要望いたします。 
答申案では、「②指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者が自らのサービス提供に際して
現に利用している、或いは利用する予定があるか否かは、基本的な接続機能の要件とすべきではない 
(p98) 」と示されており、これによりＮＴＴ東日本・西日本殿が接続事業者のためだけに提供する機
能であっても、多くの機能が基本的な接続機能に該当するものと考えます。 

  しかし、そのような場合においても、接続事業者の個別機能（網改造料として負担）と整理するこ
とが適当な機能（※）もあり、ＰＨＳ関連機能について言えば、本来はＰＨＳ事業者が具備すべき機
能をＮＴＴ東日本・西日本殿のネットワークで実現していただいている機能が該当するものと考えま
す。 

  今後は、そのような機能に限定して網改造料の対象として扱うこととし、その他の機能については
「基本的な接続機能」と整理することを要望いたします。 
（※具体例） 
(9)PHS 網制御機能 
(28)PHS 番号の 1桁増加に係る付加機能 
(33)活用型 PHS 事業者の PHS 接続装置跨がりハンドオーバ機能 

 （ＤＤＩ－Ｐ） 
 

当であると考えます。 
 なお、ＰＨＳ接続装置については、減価償却後の費
用負担の扱いはもとより、可能な限り早期除却に応じ
る等、最大限の協力を申し添えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 

第１４３号）別添において、「ＰＨＳ接続装置
等については、ＩＳＭ交換機能に係る接続料を
支払っていないこと、会計処理上定率法で減価
償却が行われている一方、現行接続料は定額法
で算定されており、途中で負担方法を変更した
場合には、投資額の回収漏れや、その結果とし
て、ＰＨＳ事業者以外の接続料の急激な変動を
招く恐れがあり、これまで通り個別費用負担は
やむを得ない。」（７５頁）との考え方が取りま
とめられ、ＰＨＳ接続機能に関して網改造料と
して扱ったＮＴＴ接続約款の認可が適当とさ
れ、認可が行われたところである。 
本機能は現在導入が進められている所謂新

ノードにおいてはその機能に吸収されており、
その外付けが不要となっており、平成１０年に
おいて採られた扱いを現時点でこれ以上継続
すべき理由も無くなったと考えられる。従っ
て、ＰＨＳ接続装置のうちＩＳＤＮと同様のイ
ンタフェースに係る部分の機能は、これを「基
本的な接続機能」と位置付け、加入者交換機能
に含めて費用回収する形態へ移行させるべき
と考えられる。             」 

    
 意見５４ 新しい判断基準により、ＰＨＳ関連機能等全ての網改造料対象機能について再検証を行

うべき。 
   再意見５４（意見５４同旨）  考え方５４ 

    本答申においては、問題提起のあった７機能につ 
○ 今回の対象設備６機能以外に、他の網改造料対象機能についても、基本的な判断基準に基づき、再
検証を行っていただきたいと考えます。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

 ○ （再掲） 
 上記意見に賛同致します。 
 新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ新たな「基本的な接続機能の判断基準」を設けるこ
とになとになとになとになるのであれば、検証されていない機能についてるのであれば、検証されていない機能についてるのであれば、検証されていない機能についてるのであれば、検証されていない機能について
も再検証していただきたいと考えます。も再検証していただきたいと考えます。も再検証していただきたいと考えます。も再検証していただきたいと考えます。    
（ＫＤＤＩ） 

いて「基本的な接続機能」か否かの検証を行ったと
ころであるが、他の機能についても問題提起に応じ
て、或いは平成１４年度を目途とした制度見直しに
際して、必要に応じて見直しを行っていくことが適
当と考えられる。 
 

○ 今回の答申案において、基本的な接続機能かの判断基準に基づいて６機能について検証されており
ますが、現状において既に網改造料の対象となっているその他の機能（特にＰＨＳ関連機能）につい
ても検証することが必要と考えることから、答申に下記下線部の文を追加いただくことを要望いたし
ます。 
「第Ⅳ章 接続関連費用の負担の考え方（p99） 
 ３ 考え方 
 （３） 各機能の具体的取り扱い 
   
  今回の見直しにあたって関係事業者から具体的な整理が求められているのは、 
  ～中略～ 
  上記の水準に照らして以下各々について検討を行う。 
 
 また、その他の機能についても早急に検証を行い、基本的な接続機能と捉えられた機能についてまた、その他の機能についても早急に検証を行い、基本的な接続機能と捉えられた機能についてまた、その他の機能についても早急に検証を行い、基本的な接続機能と捉えられた機能についてまた、その他の機能についても早急に検証を行い、基本的な接続機能と捉えられた機能について
は①～⑥の機能と同様に扱う。」は①～⑥の機能と同様に扱う。」は①～⑥の機能と同様に扱う。」は①～⑥の機能と同様に扱う。」  

   

網改造料の取扱い（基本的な接続機能か否か）については、これまでＮＴＴ東日本・西日本殿と接
続事業者の間で意見が対立するケースが多く、また現在の接続約款において網改造料対象機能となっ
ている機能は、判断基準が不明確だった頃に整理されております。 
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今回の判断基準をベースとし、現在網改造料に扱われている全ての機能について改めて検証を行う
ことが必要と考えており、それにより基本的な接続機能に位置付けられた機能については答申案で示
された 6機能と合わせて網使用料での負担に移行すべきだと考えます。 
  弊社において、接続関連機能に関しては平成８年の接続ルール策定時から一貫してその見直しの必
要性を主張してきておりますことを改めてご理解いただき、特にＰＨＳに関する機能の取扱いについ
てご検討いただきたくお願い申し上げます。 
    （以下略） 
 （ＤＤＩ－Ｐ）    
    
３ 考え方 
（４）個別負担の接続料における算定方法の見直し 

  

    
 意見５５－１ 個別負担の接続料における算定方法の見直しについて、答申草案に賛成。    再意見５５－１ 網改造料の算定に用いる比率に

は一定の合理性があり、見直しによりより
適切なものとなっている。 

 考え方５５－１ 

    
○ 草案に賛成致します。 
  その算定方法については、引き続き議論していただきたいと考えます。 
 （ＫＤＤＩ） 
 
○ 弊社が「接続ルール見直しに関する意見書（平成 13 年 2 月 9 日）」において要望した内容であり、
その実施に賛成いたします。 

  また、個別負担の接続料における算定の見直しについては、自己資本利益率だけでなく、以下の項
目についてもご検討いただくことを要望いたします。 

  ア：設備管理運営費比率などの算定方法の見直し 
  イ：実利用期間に合わせた減価償却費の算定 
網使用料と網改造料とでは、費用負担の方法こそトラヒックに合わせた負担と個別負担とで異なっ
ておりますが、NTT ヘ接続するための料金という意味においては同様のものと認識しております。 
網使用料については、NTT の非効率性を排除した LRIC の導入により接続料の低廉化が図られました
が、網改造料についても、NTT の非効率性を排除して、低廉化が図られるような算定方法を検討すべき
だと考えます。 

 （ＤＤＩ－Ｐ） 
 

 ○ 網改造料の年額料金の内訳となる、設備管理運営費
（減価償却費以外）の算定については、当該装置に関
する諸費用を個別年度毎に把握することは困難なこ
とから、指定電気通信設備の取得固定資産価額に対す
る費用の比率を会計値から求め、当該装置の取得固定
資産価額に当該比率を乗じて算定しております。これ
ら会計上明らかとなった数字を用いた算定方法には、
一定の合理性のあるものと考えます。さらに「接続料
の算定に関する研究会」の報告書（‘９９．７）に基
づき、前年度会計値を基に算出する諸比率について
は、算定実態との乖離をできるだけ小さくするため、
当該実績比率の推移を加味し、当年度における予測値
を用いており、より適切なものとなっていると認識し
ております。 
 また、算定に用いている償却期間については、設備
の使用実態に基づく耐用年数を適用しており、適切な
ものであると考えます。なお、法定耐用年数経過後に
ついては、かかるコスト（減価償却費）の請求は行な
わないことから、仮に、これを償却後も利用するとし
ても、設備構築として出資額以上に設備のコストを回
収しているわけではありません。（つまり他事業者の
負担額の合計金額には変動はありません。） 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

「設備管理運営費比率などの算定方法の見直し」
については、郵政省からＮＴＴ東日本・西日本に宛
てた「接続料の算定に関する事項について」（平成
１１年８月３１日郵電業第１０１号）により平成１
１年度から各種比率は「当年度予測値」が採られて
おり、更なる改善の必要があるのであれば具体的提
案により随時議論されていくことが必要である。 

    
 意見５５－２ 同等の接続義務を有する網使用料と網改造料で自己資本利益率に差をつけることは

問題。 
   再意見５５－２（意見５５－１同旨）  考え方５５－２ 

    網改造料対象機能は基本的に個別のニーズに応 
○ 規制上認められている設備投資リターン（報酬等）そのものが英米よりも大幅に低く設定されてお
ります。また、自己資本利益率は当該設備投資を行った場合に期待されるリターンを規定するもので
あり、同等の接続義務を有する網使用料と網改造料で自己資本利益率に差をつけることは問題である
と考えます。 
なお、昨今の通信事業者情勢を鑑みると、ポケットベルでの貸倒損失の発生のほか、ＤＳＬでも未
回収リスクが発生しており、網使用料、網改造料にとも未回収リスクが発生していることから、現在
は接続費用から除いている貸倒損失及び貸倒引当金繰入額については、接続費用に含めるべきである
と考えます。 

 

 ○ 東西 NTT が述べられているとおり、「自己資本利益率
は当該設備投資を行った場合に期待されるリターン
を規定するもの」であると考えます。 
 しかしながら、「期待されるリターン」は投資リス
クに応じて変動するもの（リスクが低いものは期待さ
れるリターンも低い）と考えられますので、第二次答
申案にあるとおり、そのリスクが異なる網使用料と網
改造料で自己資本利益率に差を付けることに問題は
ない（むしろ差を付けるべき）と考えます。 

じて投資し、費用の全額回収を確実に行うための料
金設定が行われており、そのリターンについて網使
用料と差をつけるべきでないとする理由に乏しい。 
 又、建物、管路、とう道等に到っては、基本的に
追加投資は行われていない。 
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報酬率の比較 
 報酬率（％） 
日本※１ ２．５７ 
英国（ＢＴ）※２ １２．５ 
米国※２ １１．２５ 

※１：平成 12年度接続料金に適用する自己資本利益率の値 
※２：ＬＲＩＣ方式による接続料金に適用 

  （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

（ＤＤＩ－Ｐ） 
 

○ 「同等の接続義務を有する網使用料と網改造料で自
己資本利益率に差をつけることは問題」とあります
が、以下の第二次答申草案の提言と接続義務はそもそ
も関係がなく、網使用料と網改造料の回収リスクを反網使用料と網改造料の回収リスクを反網使用料と網改造料の回収リスクを反網使用料と網改造料の回収リスクを反
映させるべきものと考えます。映させるべきものと考えます。映させるべきものと考えます。映させるべきものと考えます。 二次答申草案にあり
ますように、定額を一度に回収される網改造料、その
他（工事費、料金回収手続費その他手続費、並びに場
所が空いているときにのみ提供される建物、管路、と
う道の料金）は、トラヒック動向によって回収額が変
動する網使用料よりも明らかにリスクは低いため、網網網網
改造料、その他改造料、その他改造料、その他改造料、その他（工事費、料金回収手続費その他手続
費、並びに場所が空いているときにのみ提供される建
物、管路、とう道の料金）を算出する際の自己資本利
益率については、網使用料を算出する時のそれよりも
低くする必要がある低くする必要がある低くする必要がある低くする必要があると考えます。 
（ＫＤＤＩ） 

 
○ 接続料金に関しては、一般ユーザと異なり対象が電
気通信事業者であること、及び毎月精算していること
などから未回収リスクも低いと考えます。また、相互
接続を行っていることから、接続事業者だけでなくＮ
ＴＴ東西に対しても未回収リスクは存在しており、貸
倒損失や貸倒引当金繰入額を接続費用の一方だけに
認めるのは合理的ではないと考えます。 
 また、接続料金については双方リスク負担があるも
のですが、接続に関連する費用として調査費用、網改
造費、コロケーション費用などはＮＴＴ東西から一方
的に請求される費用であり、その明細については未だ
に提出いただけない場合がほとんどです。接続事業者
としては迅速にサービスを提供していくためにやむ
を得ず明細がないまま支払う場合もあり、接続事業者
にとって大きなリスク負担となっております。したが
いまして、接続関連費用については接続事業者が要望
する程度まで詳細な内訳を提出いただけるよう強く
要望いたします。 

 （イー・アクセス） 
 
○ 現在定められている相互接続料金の報酬率は、日本
の株式市場での期待報酬率に基づいて算定されてお
り、そもそもの期待報酬率が英米に比べ小さいことか
ら低く設定されております。期待報酬はリスクの大小
によって設定されるべきであり、リスクの異なる網使
用料と網改造料とで差をつけることは適当であると
考えます。 
 ＮＴＴ地域会社殿が指摘されている例は非常に稀
なケースであり、トラヒック動向という不確定要素が
大きい網使用料に比べ、網改造料における未回収リス
クは小さいものと考えます。 

 （ＪＴ） 
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 意見５６ 電力装置等について装置毎に料金算定されるべき。    再意見５６ 電力装置等については装置毎に料金
算定されている。 

 考え方５６ 

    
○ ３（４）において多数の装置を基本的な接続機能として捉えることとなったが、これらに伴う電力電力電力電力
装置や空調設備等が個別料金算定の対象として捉えられ議論の対象となっている装置や空調設備等が個別料金算定の対象として捉えられ議論の対象となっている装置や空調設備等が個別料金算定の対象として捉えられ議論の対象となっている装置や空調設備等が個別料金算定の対象として捉えられ議論の対象となっているところである。本来
電源は装置と密接不可分のものとして、装置毎等に明確に料金算定された接続料と考えており、この
方法を採用されることを要望する。参考に申し添えるなら いかなる高級賃貸マンションをも及ばな
い月額賃貸料で、およそ２０倍程という法外な金額である。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

 ○ 網改造料における電力設備・空調設備についての負
担額については、接続約款 料金表第一表第二網改造
料２料金額 ２－１算出式に規定により、対象設備の
使用電力量に応じ、対象設備の網改造料に含めて算定
しています。 
 網改造料における電力設備・空調設備の設備使用料
については、各装置毎（モジュールＣ、ＬＤ－ＳＬＴ
等）の仕様電流値に基づいて算定していることから、
大阪めたりっく殿が言われている「各装置毎の料金」
は実現していると考えます。 
 また、高級賃貸マンションと弊社のコロケーション
費用の比較をされていると推測されますが、この場合
には、弊社のコロケーション費用については、スペー
ス相当の対価に加えて、共用電力設備等の設備使用料
も加えた費用であるため、単純な比較は行えないと考
えます。仮にスペース相当の対価のみの比較を行った
とすれば、例えば大阪北ビルにてコロケーションする
場合のスペース相当の対価は、月額約３．６千円／㎡
（維持費等含）であり、近傍の賃貸マンションの相場
とかけ離れた水準ではないと考えます。 
 またコロケーション時における電力設備・空調設備
の設備使用料についても、他事業者からの申込電流値
をベースとして接続約款に規定された計算式で算定
しており、適切なものであると考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 電源等は現在装置毎に費用算定されている。しか
しながら、具体的な算定方法について問題があるの
であればルールの整備が必要である。 

    
 意見５７ 番号ポータビリティの実現により便益を受ける事業者が限定されている現状を踏まえ、

費用負担者は移転先事業者に限定すべき。 
   再意見５７ 一般番号ポータビリティ実現機能は

加入者交換機能と同様の回収方法というこ
とで整理済。 

 考え方５７ 

   地域番号ポータビリティの実現は呼の疎通を改 
○ 番号ポータビリティに関する一般ポータビリティ実現機能については、現在、その機能を利用する
事業者(移転先事業者)に限らず、ＮＴＴ東西と相互接続を行っている発信事業者に対しても適用され、
網使用料の相当するとして全ての呼について接続料の回収がなされています。しかし、この番号ポー
タビリティの実現により便益を受ける事業者が限定されている現状を踏まえ、優先接続機能と同様の
考えに立ち、限定された事業者(移転先事業者)に按分適用されるべきと考えます。 

 （ＯＭＰ） 
 

 ○ 大阪メディアポート殿の意見は当該機能を利用見合
いで負担する考え方であり、弊社としても原則として
賛成です。しかしながら、一般番号ポータビリティ実
現機能の適用については、郵政省（現総務省）の「番
号ポータビリティの費用負担に関する研究会」報告書
（1999.3）の「番号ポータビリティを実現する機能を
基本的な接続機能と捉え、これに係る網改造費用につ
いては、「事業者間接続に固有の費用としてでなく、
ネットワークが本来有すべき機能を備えるための費
用」と見ることで、移転元となる指定設備設置事業者
の営業部門と他事業者から公平に回収する接続料（弊
社の接続約款における網使用料の相当。）により回収
すること」とされ、事業法施行規則で端末系交換機能
に含まれるものとされていることから、加入者交換機
能と同様の回収方法としているところです。 
 なお、接続関連費用の負担の考え方で示されている
「基本的な接続機能」の判断基準による、「ＤＳＭ－
Ｉ」「ＴＣＭ」等の費用負担については、本意見と同
様に利用見合いの負担とすべきと考えます。 

善させる面から番号ポータビリティによる移転先
の事業者のみならず、通話料金や接続料を得る事業
者に広く受益があると考えられ、この点からも現在
のように加入者交換機能を利用する全ての事業者
によりその費用負担をすることには合理性がある。 
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 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
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第Ⅶ章 その他の事項   
 
３ 回線情報に関する措置   

意見  再意見 考え方 
    
 意見５８ ＯＳＳの開放について早急に検討を行って戴きたい。    考え方５８ 
    
○ ＤＳＬの適合結果について、フレッツＡＤＳＬを申込みした場合は「線路距離が直線約 2.7km のため
適合不可」となったお客さまが、その後、弊社に申込みされた際に「適合ＯＫ」となるがやはり距離が
長すぎてＡＤＳＬに向かない例が実際あるなど、ＮＴＴ東西の適合基準やＮＴＴ東西の自社サービスで
あるフレッツのお客さまに対してだけ特別に情報を提供しているなど、公正競争上問題があるのではな
いかと考えます。 
回線名義人の問題も含め、このようなことはＯＳＳ開放によりほとんどが解消できると考えますの
で、ＯＳＳの開放について早期に検討を行っていただけるよう強く要望いたします。いつ頃ご検討いた
だけるかを明示いただけますようお願いいたします。 

（イー・アクセス） 
 

  本答申本文第Ⅶ章で述べたとおり、ＯＳＳの開放
については、本答申の後検討の場が設けられる必要
がある。 

    
 意見５９ 再販サービスに関しても名義人確認に関する改善措置が必要。    再意見５９－１（意見５９同旨）  考え方５９ 
    
○ ＤＳＬ加入に際し、東・西ＮＴＴ殿への行政指導の対象となった「回線名義人と申込者名義の一致に
関する確認とその手続き」に関する諸問題は、第二種電気通信事業者が「非接続」の形態で「異名義割
引サービス」を利用して利用者に提供してきた再販サービスにおいても同様な問題があることから、こ
れについても答申案又は行政指導で示された改善措置の考え方が適用されるべきである。 
（理由） 
ＤＳＬ加入に際し、東・西ＮＴＴ殿への行政指導の対象となった「回線名義人と申込者名義の一致に
関する確認とその手続き」に関する諸問題は、東・西ＮＴＴ殿のドライカッパ等の提供を受けてサービ
スを営む競争事業者に生じたＤＳＬ加入の際の問題だけではない。 
従来、第二種電気通信事業者は、第一種電気通信事業者（ＮＴＴコミュニケーションズ等）が提供す
る電話料金の大口割引「異名義割引サービス」を利用して電話再販サービスを提供してきたが、ここで
の「異名義割引サービス」の申込み時に同様な問題が発生してきた事実がある。 
今回の答申案の「回線名義人情報の確認」の考え方に基づけば、「異名義割引サービス」を利用して 

 ○ 先の意見書でも述べたとおり、ＤＳＬ加入に際
し、東・西ＮＴＴ殿への行政指導の対象となった
「回線名義人と申込者名義の一致に関する確認と
その手続き」に関する諸問題は、第二種電気通信
事業者が「非接続」の形態で「異名義割引サービ
ス」を利用して利用者に提供してきた再販サービ
スにおいても同様な問題があることから、これに
ついても答申案又は行政指導で示された改善措置
の考え方が適用され、早急に改善を図ることをあ
らためて要望いたします。 

 （テレサ協） 
 

 ＮＴＴ東日本・西日本において、総務省の行政指
導「ＤＳＬサービスの営業活動及び光ファイバ設備
の接続における遅延等の改善について」（平成１３
年４月２５日）に応じた改善措置が早急に行われる
必要がある。又、ＯＳＳの開放については、本答申
の後検討の場が設けられる必要がある。 

第二種電気通信事業者が再販サービスを提供する場合も、最終利用者について料金請求等の取扱いのた
めに名義人あるいは電話番号の確認を行なうことは必要としても、優先接続の取扱いに鑑み、名義人の
住所、押印等が記載された書面、いわゆるメンバ申込書の提出は不可欠とはいえない。 

  再意見５９－２ ＮＴＴ東日本・西日本のサー
ビスについては具体的な要望により協
議していく。 

  

 この問題は、ＯＳＳの開放により、解決するものと考えられるところから、早期の開放を切望するも
のであるが、それまでの間、これらの手続きを不要とする実効ある措置を講じられるよう要望する。 
（テレサ協） 

 

  
○ 既存の｢異名義割引サービス｣に関しては、ＮＴＴ
コミュニケーションズのサービスであり弊社とし
ては、お答えできる立場にありませんが、弊社が
今年１０月提供予定の異名義向けワリマックスの
サービスについては、具体的な要望を伺って協議
していきたいと考えております。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

５ 接続制度全体の定期的な見直し   
    
 意見６０ 接続制度全体の定期的な見直しを行うことに賛成。    再意見６０（意見６０同旨）  考え方６０ 
    
○ 賛同いたします賛同いたします賛同いたします賛同いたします。今後のＩＰサービスの拡大、卸電気通信役務など事業法改正後の新制度の進展状況
などを踏まえ、接続ルールの定期的な見直しは必要と考えます。 
（ＴＴＮｅｔ） 

 ○ 東京通信ネットワーク株式会社の意見に賛同致
します。 
 接続条件をより改善し、いっそうの接続の円滑

――― 
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○ 答申草案を支持します。 
 （ＪＴ） 
 
○ 接続条件をより改善し、いっそうの接続の円滑化と通信市場の発展を実現させ、お客様の利便性を向
上させるためには、定期的な見直しは必須定期的な見直しは必須定期的な見直しは必須定期的な見直しは必須と考えており、草案どおり平成１４年度に再度ルール全体を草案どおり平成１４年度に再度ルール全体を草案どおり平成１４年度に再度ルール全体を草案どおり平成１４年度に再度ルール全体を
見直していただき、早急に見直すべき問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに適宜個別に見直していただき、早急に見直すべき問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに適宜個別に見直していただき、早急に見直すべき問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに適宜個別に見直していただき、早急に見直すべき問題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たずに適宜個別に
対応対応対応対応していただくことに賛成致します。 

 （ＫＤＤＩ） 
 

化と通信市場の発展を実現させ、お客様の利便性
を向上させるためには、定期的な見直しは必須定期的な見直しは必須定期的な見直しは必須定期的な見直しは必須と
考えており、草案どおり平成１４年草案どおり平成１４年草案どおり平成１４年草案どおり平成１４年度に再度ルー度に再度ルー度に再度ルー度に再度ルー
ル全体を見直していただき、早急に見直すべき問ル全体を見直していただき、早急に見直すべき問ル全体を見直していただき、早急に見直すべき問ル全体を見直していただき、早急に見直すべき問
題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たず題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たず題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たず題が生じた場合には、次回の見直し時期を待たず
に適宜個別に対応に適宜個別に対応に適宜個別に対応に適宜個別に対応していただくことに賛成致しま
す。 
（ＫＤＤＩ） 

 

（その他）   
    
 意見６１ 光ファイバ設備との接続に関するルールを早急に策定する必要がある。    再意見６１－１（意見６１同旨）  考え方６１ 
    
○ 現にラストワンマイルのインフラを所有する東西ＮＴＴ地域会社等の設備を有効利用することが、今
後のＩＴを普及させるために必須と考えます。 

  従って、光ファイバの敷設されていない箇所（接続義務が無い箇所）についても、ＮＴＴ東西両地域
会社が事業者要望を受け入れ、より早く・低料金等の好条件で提供する等のルールを以下の「接続ルー
ル見直しについて（第一次答申）」を踏まえ、早急に策定する必要があると考えます。早急に策定する必要があると考えます。早急に策定する必要があると考えます。早急に策定する必要があると考えます。    

 （ＫＤＤＩ） 
 

 ○ ＫＤＤＩの意見に賛成いたします。 
 ＮＴＴ東西は光信号端末回線機能の接続料金を
７年間の需要想定で見込んで算定していることか
ら、需要想定で見込んだ計画を明確にし現在光フ
ァイバの敷設されていない箇所についても接続事
業者の要望に応じていただけるよう強く要望いた
します。 

 （イー・アクセス） 
 
 

 光ファイバ設備との接続に関するルールについ
ては、第一次答申を受けて、電気通信事業法施行規
則の一部を改正する省令（平成１３年４月６日総務
省令第５９号）、接続料規則の一部を改正する省令
（平成１３年４月６日総務省令第６０号）、電気通
信事業法施行規則及び接続料規則の一部を改正す
る省令（平成１３年６月８日総務省令第８５号）に
おいて整備されてきたところであり、更なるルール
整備の必要性については引き続き議論されていく
必要がある。 

   再意見６１－２ 新規敷設の光ファイバ設備に
ついてはルール化ではなく個別対応と
したい。 

  

  

附 「接続ルールの見直しについて」第一次答申（草案）（平成１２年１１月１７日公表）に対する
意見（同１１月１７日から１２月４日迄募集）及びそれに対する考え方 
考え方２１ 
 、、、（略）、、、ＮＴＴ東日本･西日本においては、他の事業者の要望に応じ、可能な限り光ファイバＮＴＴ東日本･西日本においては、他の事業者の要望に応じ、可能な限り光ファイバＮＴＴ東日本･西日本においては、他の事業者の要望に応じ、可能な限り光ファイバＮＴＴ東日本･西日本においては、他の事業者の要望に応じ、可能な限り光ファイバ
設備の需要喚起に貢献していくことが望まれる。設備の需要喚起に貢献していくことが望まれる。設備の需要喚起に貢献していくことが望まれる。設備の需要喚起に貢献していくことが望まれる。光ファイバ設備との接続に関するルールについて
は、第一次答申（草案）においては、「必要なルールの作成に向けて、今後広く意見を徴して取組み
を行うべきである」としたところであり、早急に取組みを開始する必要がある。早急に取組みを開始する必要がある。早急に取組みを開始する必要がある。早急に取組みを開始する必要がある。 

  
○ ＫＤＤＩ殿のご指摘のとおり、現にラストワンマ
イルのインフラを所有する場合、IT普及のために
弊社の設備を有効にご利用いただきたいと考えて
おります。 
 しかしながら、これまでにファイバが敷設され
ていないところで新たに敷設するような場合に
は、建設工事規模や地域事情等によって、必要な
工事期間や設備投資額等がそれぞれに大きく異な
ることも想定されることから、ルール化によって
画一的に提供条件を定めるのではなく、状況に応
じて個別に対応させていただきたいと考えており
ます。 
 また、線路敷設権の整理と合わせて、他事業者
においても弊社と同等にご用意いただくことが可
能となっており、このような箇所においては、弊
社だけに敷設の義務を課す必要はないものと考え
ます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

    
 意見６２ ＮＴＴ東日本・西日本の管路等について接続約款に提供条件を規定すべき。    再意見６２ 「義務的区間」以外の管路等には

ボトルネック性がない。但し料金は他社
に比べて遜色のないものになっている。 

 考え方６２ 

    
○ 現在の東西ＮＴＴ地域会社の接続約款の規定（義務的区間）は、局前の第一マンホールまでとなって  ○ 義務的区間（弊社通信用建物～工事可能な最も近  接続約款に規定されるべき管路等の提供条件に
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おりますが、指定設備にアクセスするための東西ＮＴＴ地域会社の管路等についても何ら位置づけが変指定設備にアクセスするための東西ＮＴＴ地域会社の管路等についても何ら位置づけが変指定設備にアクセスするための東西ＮＴＴ地域会社の管路等についても何ら位置づけが変指定設備にアクセスするための東西ＮＴＴ地域会社の管路等についても何ら位置づけが変
わるものはないと理解しております。わるものはないと理解しております。わるものはないと理解しております。わるものはないと理解しております。    

        従って、当該区間についても東西ＮＴＴ地域会社の接続約款において規定していただきたいと考えま従って、当該区間についても東西ＮＴＴ地域会社の接続約款において規定していただきたいと考えま従って、当該区間についても東西ＮＴＴ地域会社の接続約款において規定していただきたいと考えま従って、当該区間についても東西ＮＴＴ地域会社の接続約款において規定していただきたいと考えま
す。す。す。す。    

  また、その際の費用については、東西ＮＴＴ地域会社の接続約款に基づく、（正味）帳簿価額をベー
スとした料金としていただきたいと考えます。 

 以下の接続ルール見直しの第一次答申（平成１２年１２月２１日付）の考え方６５において、「、、、
（略）、、、それ以外のものの利用については、当審議会において、『ＩＴ革命を推進するための電気通信
事 業における競争政策の在り方について』の諮問を受けて、線路敷設権に関する議論の中で取り扱わ
れている。」とありますが、以下の接続ルールの答申（平成８年１２月１９日付）においては、「、、、（略）、、、
また、不可欠設備の範囲については、接続ルールの見直し時に、実態を踏まえて見直すことが適当接続ルールの見直し時に、実態を踏まえて見直すことが適当接続ルールの見直し時に、実態を踏まえて見直すことが適当接続ルールの見直し時に、実態を踏まえて見直すことが適当であ
る。」と記載されておりますので、ＮＴＴ管路については、接続ルール見直しの場において議論してい
ただきたいと考えます。 
附 「接続ルールの見直しについて」第一次答申（草
案）（平成１２年１１月１７日公表）に対する意見
（同１１月１７日から１２月４日迄募集）及びそれ
に対する考え方 
考え方６５ 
 、、、（略）、、、それ以外のものの利用については、
当審議会において、『ＩＴ革命を推進するための電
気通信事業における競争政策の在り方について』の
諮問を受けて、線路敷設権に関する議論の中で取り
扱われている。」 
【接続ルールの見直しについて（第一次答申） 
平成 12 年 12 月 21 日付～P.83～】 

 第Ⅳ章 特定事業者に関する特別な接続ル
ール 
第１節 総論 
（略） 
３．特別な接続ルールの適用対象となる設
備の範囲 
 、、、（略）、、、また、不可欠設備の範囲に
ついては、接続ルールの見直し時に、実態接続ルールの見直し時に、実態接続ルールの見直し時に、実態接続ルールの見直し時に、実態
を踏まえて見直すことが適当を踏まえて見直すことが適当を踏まえて見直すことが適当を踏まえて見直すことが適当である。」 
【接続の基本的ルールの在り方について
（答申）平成 8年 12 月 19 日付～P.10～】 

（ＫＤＤＩ） 
 

いマンホール）については、弊社との相互接続に
必要不可欠であり、他事業者が自ら設置困難な区
間であることから、義務として帳簿（正味）価額
をベースとした料金による提供を行っておりま
す。 
 一方、一般区間（義務的区間以外の区間）につ
いては、弊社通信用建物内の指定電気通信設備へ
の接続を目的としたものとは異なり、自前掘削が
可能であること、 他の設備保有事業者からの管路
等の調達が可能であること、専用線・ダークファ
イバー等による回線調達が可能であることによ
り、ルートの選定等も含め代替手段もあるため、
常に弊社の管路設備のみを利用する必然性はな
く、ボトルネック性もないことから、義務的区間
における料金の適用が前提となるものではなく、
あくまでも民民契約に基く再調達価格ベースでの
提供が前提であると考えております。 
 一般区間については、平成 13 年 4 月 1 日に施行
された「公益事業者の電柱・管路等の使用に関す
るガイドライン」に基づき、弊社も「標準実施要
領」を作成・公表し、管路等賃貸の対応を行って
いるところでありますし、次ページにありますよ
うに、他社と比べても遜色のない料金であると考
えます。 

（参考）ガイドラインに沿った各社の管路賃貸におけ

る標準的料金 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

ついては、指定電気通信設備との円滑な接続に資す
るものに限定されることになるところ、それ以外の
管路等については指定電気通信設備へのアクセス
のためのものとは言えないことからルールの対象
外になる。 
 電柱については本答申の提言により、配線区間と
の接続に用いられるものもこのルールの対象にな
ることになるものと理解されるが、局舎から十分に
離れた管路やとう道について、このルールの適用を
受けるべきと考えるための材料は現在までに得ら
れておらず、今後局外任意区間の細分化の議論の中
で併せて検討されていく必要がある。 
 なお、電気通信審議会答申「接続の基本的ルール
の在り方」（平成８年１２月１９日）で言う「不可
欠設備」は現在の制度における指定電気通信設備に
あたり、「電気通信事業法第３８条の２第１項の規
定に基づく指定に関する件」（平成１３年４月６日
総務省告示第２４３号）により所要の見直しは行わ
れている。 

    
 意見６３ 接続協定が届出制とされるべきとされたが、運用で煩雑となっている面について議論が必

要。 
   考え方６３ 

    （第一種）指定電気通信設備との接続を除き、電 
○ 接続ルールの見直しの第一次答申（平成１２年１２月２１日付）において「、、、（略）、、、一定の条件
の下で届出制とし、規制の緩和を行うべきと考えられる。（Ｐ．１４）」とありますが、現在、運用面に
煩雑となっている面が多々あるため、引き続き議論する必要がある引き続き議論する必要がある引き続き議論する必要がある引き続き議論する必要があると考えます。 
第Ⅱ章 指定電気通信設備の範囲 
第１節 移動体通信事業者の設備の扱い 
３ 考え方 

  気通信事業者間の接続に関して、協定の認可制は電
気通信事業法等の一部を改正する法律により廃止
されることになっている。 
 運用において煩雑な面があるのであれば、事業者
間の協議を基本としつつ、そこで解決が図れないも
のがあれば随時問題提起がなされる必要がある。 

－　：　標準的料金の記載なし

単位：　円／（年・条・ｍ）〇各社ホームページで公表の内容（H13.6.15時点）より抜粋

再調達価額ベース－1,0821,0821,0821,082円円円円中国電力

再調達価額ベース－－関西電力

再調達価額ベース－1,1001,1001,1001,100円円円円中部電力

再調達価額ベース－2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～7,5007,5007,5007,500円円円円東京電力

ハーフダクト的料金再調達価額ベース3,7803,7803,7803,780円円円円1,1001,1001,1001,100円円円円北海道電力

再調達価額ベース－－ＪＴ

料金≦再調達価額ベース10,00010,00010,00010,000円～円～円～円～16,00016,00016,00016,000円円円円2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～8,0008,0008,0008,000円円円円ＫＤＤＩ

再調達価額ベース－2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～8,0008,0008,0008,000円円円円NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

4,0004,0004,0004,000円～円～円～円～10,00010,00010,00010,000円円円円1,5001,5001,5001,500円～円～円～円～4,0004,0004,0004,000円円円円NTT西日本

8,0008,0008,0008,000円～円～円～円～12,50012,50012,50012,500円円円円4,0004,0004,0004,000円～円～円～円～8,0008,0008,0008,000円円円円
一定の条件を満たせ
ば、更にハーフダク
ト料金の適用が可能

再調達価額ベース

6,0006,0006,0006,000円～円～円～円～11,00011,00011,00011,000円円円円2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～3,5003,5003,5003,500円円円円　　　　　（東京23区以外
）

　　　　（東京23区）

備考算定方法とう道管路会社名

電
気
通
信
事
業
者

電
力
事
業
者

NTT東日本

－　：　標準的料金の記載なし

単位：　円／（年・条・ｍ）〇各社ホームページで公表の内容（H13.6.15時点）より抜粋

再調達価額ベース－1,0821,0821,0821,082円円円円中国電力

再調達価額ベース－－関西電力

再調達価額ベース－1,1001,1001,1001,100円円円円中部電力

再調達価額ベース－2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～7,5007,5007,5007,500円円円円東京電力

ハーフダクト的料金再調達価額ベース3,7803,7803,7803,780円円円円1,1001,1001,1001,100円円円円北海道電力

再調達価額ベース－－ＪＴ

料金≦再調達価額ベース10,00010,00010,00010,000円～円～円～円～16,00016,00016,00016,000円円円円2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～8,0008,0008,0008,000円円円円ＫＤＤＩ

再調達価額ベース－2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～8,0008,0008,0008,000円円円円NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

4,0004,0004,0004,000円～円～円～円～10,00010,00010,00010,000円円円円1,5001,5001,5001,500円～円～円～円～4,0004,0004,0004,000円円円円NTT西日本

8,0008,0008,0008,000円～円～円～円～12,50012,50012,50012,500円円円円4,0004,0004,0004,000円～円～円～円～8,0008,0008,0008,000円円円円
一定の条件を満たせ
ば、更にハーフダク
ト料金の適用が可能

再調達価額ベース

6,0006,0006,0006,000円～円～円～円～11,00011,00011,00011,000円円円円2,5002,5002,5002,500円～円～円～円～3,5003,5003,5003,500円円円円　　　　　（東京23区以外
）

　　　　（東京23区）

備考算定方法とう道管路会社名

電
気
通
信
事
業
者

電
力
事
業
者

NTT東日本
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⑤、、、（略）、、、現行において個別協議の上で接続協定を締結し認可を受けている制度を、一定の条
件の下で届出制とし、規制の緩和を行うべきと考えられる。 
 【接続ルールの見直しについて（第一次答申）平成 12年 12 月 21 日付～P.10～】 

 （ＫＤＤＩ） 
 
    
 意見６４ ＬＲＩＣ導入により回収できないコストにつき他事業者に応分の負担をして戴く必要が

ある。 
   再意見６４－１ ＬＲＩＣ導入により回収され

ない非効率性見合いの費用を他事業者
に転嫁するのは不当。 

 考え方６４ 

    長期増分費用方式の導入に見合った費用回収は 
○ 現在中継系事業者の市内参入等をはじめとした他事業者からの接続要望により多大な設備投資を行
なっているところでありますが、当該設備の構築後他事業者のトラヒック実績が予測値に満たなかった
場合、過剰となった設備投資コストについてはＬＲＩＣ導入により回収できず、現に他事業者のトラヒ
ック実績が予測値に満たない状況が発生していること、更にＧＣ接続からＩＣ接続への切り替え等の要
望も顕在化していることから、「トラヒック保証」や「最低利用期間」を設定し過剰設備の起因事業者
へ応分の負担をしていただく必要があると考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 ○ 一般に電気通信サービスの提供においては、お客
様からの情報も参考にして各事業者のリスクで行
なった需要予測に基づき設備投資を行なっていま
す。お客様からの情報を参考にした結果実需要が
予測と乖離したとしても、我々事業者はお客様に
過剰となった設備に関するコストの補償を求めた
りしていません。競争市場においてそのような補
償要求をする事業者はお客様に受け入れられず市
場で勝ち残ることはできません。ＮＴＴ東西の補
償要求の主張は独占的事業者だからこそできるも
のです。他事業者にはまったく理解できない主張
です。仮にこのような提供条件をＮＴＴ東西が設
定しようとする場合には、ＮＴＴ東西の市場支配
力の濫用となるおそれがあり、適切に規制されな
ければならないと考えます。なお、一般の経済取
引においては、購入量の保証や最低契約期間を定
めた場合には、それに応じて割引が適用されるの
が普通です。 
 なお、ＬＲＩＣ導入により回収できなくなった
コストはＮＴＴ東西の経営の不効率性を表すもの
であり、これを「トラヒック保証」や「最低利用
期間」の設定により他事業者に転嫁しようとの考
えは不当なものと考えます。 
（Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

○ 現在の長期増分費用モデルに見込まれているト
ラヒックは平成１０年度分であり、実施される平
成１４年度のトラヒックが平成１０年度を上回れ
ば、見込み以上の収益を東西ＮＴＴ地域会社にも
たらすことになります。また、接続事業者側は、
長期増分費用方式導入以前の期間、経過措置期間
において東西ＮＴＴ地域会社の非効率部分を負担
してきた経緯があります。 
 設備的には、東西ＮＴＴ地域会社は申込回線数
の査定が困難であるとしているが、逆に東西ＮＴ
Ｔ地域会社網内がどのように設計され構築されて
いるのか接続事業者側には情報がなく、期待収益
額に対する増減額の確定において東西ＮＴＴ地域
会社の恣意的な判断を排除できないと考えます。
また、回線申込方法について、現行の年一回の定回線申込方法について、現行の年一回の定回線申込方法について、現行の年一回の定回線申込方法について、現行の年一回の定
期申込から複数回の随時申込へ東西ＮＴＴ地域会期申込から複数回の随時申込へ東西ＮＴＴ地域会期申込から複数回の随時申込へ東西ＮＴＴ地域会期申込から複数回の随時申込へ東西ＮＴＴ地域会
社自らの努力により移行すれば、１回あたりの申社自らの努力により移行すれば、１回あたりの申社自らの努力により移行すれば、１回あたりの申社自らの努力により移行すれば、１回あたりの申
込単位が小さくなり、予測との乖離リスクも小さ込単位が小さくなり、予測との乖離リスクも小さ込単位が小さくなり、予測との乖離リスクも小さ込単位が小さくなり、予測との乖離リスクも小さ

基本的に非効率性の排除により行うべきものであ
り、他事業者にその負担を負わせるのであれば長期
増分費用方式を導入した意義が失われてしまう。 
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くなると考えます。くなると考えます。くなると考えます。くなると考えます。 
   接続事業者側のトラヒックはＮＴＴと比べ遥か

に小さいこと、また、予測値に対しては減少だけ
ではなく、増加もありうることから、接続事業者
全体での影響額は更に小さくなると予想され、そ
もそも厳しい競争環境下に置かれている接続事業
者にとって実績が予測を大きく下回ることはコス
ト増に直結するため必然的に経済的･効率的な申
込回線数の判断が行われるのであって、接続事業
者側の自主的な判断に委ねても予測の精度は担保
可能と考えます。また、精査は困難というものの、
明らかに作為的な申込に対しては現行接続ルール
の中で排除可能であると考えます。 
 従って、トラヒック保証のような個々の接続事トラヒック保証のような個々の接続事トラヒック保証のような個々の接続事トラヒック保証のような個々の接続事
業者にとって大きなリスク負担となり円滑な接続業者にとって大きなリスク負担となり円滑な接続業者にとって大きなリスク負担となり円滑な接続業者にとって大きなリスク負担となり円滑な接続
を阻害する要因となりうるルールの導入はボトルを阻害する要因となりうるルールの導入はボトルを阻害する要因となりうるルールの導入はボトルを阻害する要因となりうるルールの導入はボトル
ネック事業者との接続においては導入すべきでなネック事業者との接続においては導入すべきでなネック事業者との接続においては導入すべきでなネック事業者との接続においては導入すべきでな
いいいいと考えます。 
（ＫＤＤＩ） 
 
○ ＧＣ接続からＩＣ接続への切り替えの急速な流
れは、長期増分費用方式導入という制度変更によ
りＧＣ接続とＩＣ接続の接続料金差が大幅に縮小
したこと、一方で中継伝送機能専用型については、
長期増分費用方式の導入がなされておらず、従来
の実際費用方式では接続料の低廉化が不十分であ
ったため、ＩＣ，ＧＣ接続の接続料、中継伝送機
能専用型の接続料の従来のバランスが初めて大き
く変動したことに起因してます。 
 従って、現在進められている長期増分費用方式
の見直しにおいて中継伝送機能専用型に長期増分
費用方式を導入し、十分な低廉化を行い、それ以
後、ＩＣ，ＧＣ接続の接続料、中継伝送機能専用
型の接続料のバランス及びその将来推移について
接続事業者が十分に予測可能となれば、接続形態接続形態接続形態接続形態
の頻繁な変更はそもそも起こりえないものと考の頻繁な変更はそもそも起こりえないものと考の頻繁な変更はそもそも起こりえないものと考の頻繁な変更はそもそも起こりえないものと考
え、最低利用期間の設定は不要と考えます。え、最低利用期間の設定は不要と考えます。え、最低利用期間の設定は不要と考えます。え、最低利用期間の設定は不要と考えます。    
 仮にリスク負担のルールを導入するにしても、
長期増分費用方式の見直しがなされ、導入時期が
確定し接続事業者が接続形態の変更を行える十分
な期間が確保された後とすべきであり、慎重な検
討が必要と考えます。 
 なお、長期増分費用方式の導入初期により発生
する切替については、接続事業者側に大きな費用
負担を伴なうものであるが、東西ＮＴＴ地域会社
側においては仮に発生したとしても長期増分費用長期増分費用長期増分費用長期増分費用
方式の完全実施までの経過措置の中で十分吸収可方式の完全実施までの経過措置の中で十分吸収可方式の完全実施までの経過措置の中で十分吸収可方式の完全実施までの経過措置の中で十分吸収可
能であると考えられます。能であると考えられます。能であると考えられます。能であると考えられます。 
（ＫＤＤＩ） 
 

 

  ○ 「トラヒック保証」の設定は、新サービスのトラ
ヒックを予測することは非常に困難であることか
ら、特に新規参入事業者にとってのリスクの増大
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を招くと考えます。特に、「トラヒック保証」の設
定は実質的な参入規制へとつながり、このような
ボトルネック設備を有する事業者の主導による
「民民規制」は、電気通信分野の発展やサービス
の多様化、公正な競争を阻害するものと考えます。 
 「最低利用期間」の設定は、そもそもその理由
となっているＧＣ接続からＩＣ接続への切り替え
が、中継伝送機能（共用型）とＧＣ接続に用いて
いる中継伝送機能（専用型）との接続料金の差に
起因しております。中継伝送機能（専用型）の料
金は、長期増分費用方式が適用された中継伝送機
能（共用型）のみならず、ヒストリカルベースで
接続料算定を行っている交換伝送機能に比べても
同品目で２倍近い差があり、そのコスト算定の基
となった設備構成等も明確になっておりません。
このようにＮＴＴ東西地域会社殿の事情によるも
のについて、接続事業者が「最低利用期間」のよ
うなリスクを負うことは適当でないと考えます。 

（例）同一の単位料金区域に終始する場合 

 （ＪＴ） 
 

   再意見６４－２（意見６４同旨）   
   

○ 弊社としては、ＬＲＩＣ導入後において、以前に
増して設備の効率化に鋭意努力しているところで
す。 
 しかしながら、市内参入を契機とした他事業者
からの要望により、多大な設備投資を行なったに
も拘らず、現在のところ実績のトラヒックは予測
値に対して半分以下となっております。また、来
年度以降の設備構築に当たっては、ＧＣ接続から
ＩＣ接続に切り替える等のご要望により、市内参
入時に事業者の要望に基づき構築した回線数以上
の設備構築が発生する見込みです。 
 従って、このような他事業者の要望により発生
する過剰かつ非効率な設備投資を防止することに
ついては、弊社に起因する非効率性を排除するこ
とを目的に導入された LRIC では考慮されていな
いことから、 「トラヒック保証」や「最低利用期
間」を設定し、起因事業者へ応分の負担をしてい
ただく必要があると考えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

    
 意見６５ 光ファイバ設備のメタル設備への収容替えを実施することを明確にすべき。    再意見６５ 光収容回線のメタル収容回線への

収容替えは制度化に向けて検討中。 
 考え方６５ 

    
○ 第Ⅶ章として現在光設備に収容されている回線に関してである。メタリックケーブルへの収容替えに
ついては、光設備への収容は利用者の意思で選択したものでもなく、ＤＳＬサービスにおいてはサービ
ス享受の機会不均等とも考えられる。ユーザ要望に沿った収容替えを実施することとされるよう明確に

 ○ 光収容回線においても、メタル線路設備がある場
合には、メタル線の撤去計画がある場合等特別な
ケースを除いて、収容替えに対応可能とするよう、

 光ファイバ化された回線のうちメタル回線への
変更が可能である回線の電話番号が、既に「電気通
信事業法施行規則第２３条の４第３項の規定に基

 中継伝送機能（専用型） 交換伝送機能 

５０Ｍｂ／ｓ相当 1,191,240円 872,728円 

１５０Ｍｂ／ｓ相当 2,087,181円 1,118,644円 
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示されたい。以下に参考事例を列挙する。 
設備に収容されているがビル MDF にはメタリックケーブルがない。しかし管路設備も空いており、直
前２０～３０ｍでメタリックケーブルが導入できるが、敷設工事を実施しないという事例がある。 
光設備からの収容替えするメタリックケーブルはあるが、直接電話局から接続されている対数に空き
回線がない。この場合新設電話時には実施する柱上等での接続替えによる回線引き込みもＤＳＬサービ
スでは実施しない。これはＯＣＮ、ＩＳＤＮ等でも実施されていることであるという不公正極まりない
ことがある。 
さらに極端な場合は空メタリックケーブルがあるにもかかわらず、現時点明確でない専用線や空き部
屋さらには故障対策と称してメタリックケーブルを将来的に確保したまま、ＤＳＬサービスに提供しな
い例がある 
（大阪めたりっく通信） 

 

その際の費用負担の考え方を含め制度化すべく現
在検討を進めております。 
 光収容において残置メタルがある場合の取扱い
については、近々、本制度化すべく検討中であり
ます。 
 ただし、収容局からユーザ宅の一部において、
メタル線路設備が存在しない場合は、DSL サービ
スの提供に時間を戴くか、もしくは提供できない
場合があります。 
 なお、需要が明確でない専用線や故障対策と称
してメタリックケーブルを将来的に確保するとい
う事実はありません。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

づく情報の開示に関する件」（平成１３年６月８日
総務省告示第３９５号）により情報開示されること
になっている。これに併せて再意見６５に示されて
いるように必要な手続等が整備される必要がある。 

    
 意見６６ 「平成８年度 電気通信の番号に関する研究会」報告書の記述を本答申で追加して欲しい。    考え方６６ 
    
○ ０１２０または０８００で始まる着信課金番号については平成１３年３月にポータビリティが実施
されましたが、００ＸＹで始まるフリーフォンはポータビリティの対象外となっております。仮に、０
０ＸＹフリーフォンの販売を積極的に行った場合は、公正競争を阻害することになります。番号に関す
る研究会が平成９年に出した報告書でも以下の記述がなされています。 

 
（「平成８年度 電気通信の番号に関する研究会」報告書（平成９年５月） Ｐ６２）  
 「『０１２０ 』番号による着信課金サービスの番号ポータビリティの実施にあたって、長距離系
事業者は、『００ＸＹ－ＳＣ』による現在の着信課金サービスの加入者及び新規加入希望者につい
て、出来る限り『０１２０』番号空間への移行を促進し、着信課金サービスの番号ポータビリティ
の実効が上がるよう努めることとしている。」 

 
着信課金番号ポータビリティの実効性・公正競争を確保する観点から、上記報告書と同様の記述を、
草案Ｐ５９に（４）として追加することを要望します。 

 
（４） ００ＸＹフリーフォンの新規販売は原則として実施すべきでなく、００ＸＹフリーフォン

の既存加入者についても、番号ポータビリティの対象である０１２０または０８００番号空
間に可能な限り移行することが望ましい。 

 
（ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 

   本答申において、他の報告書の報告内容を繰り返
す必要性が不明である。 

    
 意見６７ 接続料が高額であると納得できる会計になっているか疑問。    再意見６７（意見６７同旨）  考え方６７ 
    
○ 第３節―２における図表１２の概念図に示されるごとくあるのが本来であろうと考えるが、DSL サー
ビスにおいては接続事業者に提供されるコロケーション費用・ルーティン伝送機能の接続料等は かな
りの高額であるとしか理解出来ないところであり、これを十分国民に納得できる会計なり、説明が必要
と考えることから、以下の事項に述べる各項目に即して納得できる根拠を示すことを要望する。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

 ○ 趣旨について賛同します． 
 これらの接続料などの算定において，明らかに
必要性を疑わなければならない経費が計上され，
現に裁定が発出されたり，「本当にこんな高い機
械や高い水準の保守が必要なのか？」と思うよう
なものがないとはいえないのが，残念ながら事実
のようです． 
 弊社としては，「必要なもの」についての支払
いを忌避する意図は全くないことを重ねて申し上
げますが，「必要」「不要」の判断において，さ
らに多くの情報に接続事業者やエンドユーザが接
し，コンセンサスを形成することが必要であると
考えます． 

接続料の算定等については、図表で示されている
とおり接続会計の適用がなされている。 
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 具体的には，特にボトルネック性のある指定電
気通信設備については，行政の情報開示の例にな
らい，その構成，設備の調達価格，管理体制とそ
のコストなどを請求に応じて原則としてすべて開
示し，すべての利用者や接続事業者がそれをもと
に適切性を検討できるようにすべきです． 
 なお，マスコミをはじめとして一般世論が陥り
がちである「安いことはいいことだ」「それを阻
むのは NTT ある」の論理には，電気通信に求めら
れる信頼性を確保する見地から強い抵抗を感じる
ものであります． 
 本当に国民に必要な機能や信頼性水準を実装す
るためであれば，それを無視してまで「世論」が
値下げの圧力をかけることは，結果として国民の
利益にかなわないことになります． 
 弊社としましては，「適切な条件の接続を，適
切な接続料で実現する」ことが最善であると考え
ます．もちろん，「適切な接続料」には，地域会
社の適正な利益を含み，相互接続の推進が地域会
社にも利益をもたらすべきであることは，いうま
でもありません． 
 こういった世論の迷走が起こりがちである背景
には，残念ながら NTT 域会社と接続事業者，ひい
ては国民の間で接続形態や費用負担に関する情報
があまり共有されていないことがあると考えま
す．大手マスコミでさえも，単に NTT がボトルネ
ックであるという主張を超えられないように見え
ます． 
 地域会社にあっては，相互接続にかかる情報の
開示，接続手続の簡素化・迅速化などにより，国
民の「NTT に対する誤解」を解消していただくよ
う要望いたします．ネットワークのオープン化は，
このような「実務上の透明化」とあわせて推進さ
れるべきです． 
（ＥｄｉｔＮｅｔ） 
 

    
 意見６８ ダークファイバの料金が基準に沿った算定となっているか疑問。    考え方６８ 
    
○ 第３節―３における図表１３では一項、六項のダークファイバは実際費用方式となっているものの今
回申請のあった算出方式の考え方に相違があり、一項は将来の複数年度 六項は単年度をその根拠とす
るなど図表１３と相違したものとなっていると考えられる。今回のようにケースバイケースの運用とな
っている感は拭えず、基準に沿った算定となっているかが疑問である。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

   接続料の原価算定に実際費用方式が採られる場
合において、算定期間は原則として過去の１年間と
なっているが、需要増が相当見込まれる場合等には
将来の複数年間によることも認められている。 

    
 意見６９ 特にＧＣ接続料については今後大幅な低廉化が必要。    考え方６９ 
    
○ 貴審議会は、更なる ZC／GC 接続料の低廉化の必要性を示唆されておられますが、弊社といたしまし
ても貴審議会のご見解に全面的に賛同するものです。ＺＣ接続料についても更なる低廉化が必要なこと
は勿論ですが、特にＧＣ接続料についてはＬＲＩＣ方式導入後もＺＣ接続料ほど顕著な低廉化はなされ
ておらず、国際的水準の二倍以上となっています。また、2002 年度の ZC 接続料と GC接続料では、その
差はわずかに 0.28 円であり、ZC 接続料との比較においても GC 接続料の高さが際立っていると言わざる

   ＺＣ接続の際の接続料とＧＣ接続の際の接続料
との差額が小さいこと自体については、「ＧＣ接続
料の高さが際立っている」というよりは、中継伝送
共用機能に係る接続料の水準が低廉化したものと
評価されるが、加入者交換機能の接続料の今後の更
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を得ません。従いまして、本答申において特にＧＣ接続料については今後大幅な低廉化が必要であると
の貴審議会のご認識を申し述べていただければ有り難く存じます。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

なる低廉化が望まれる。 

    
 意見７０ 長期増分費用方式をより広範囲に適用していくことを基本に検討を行っていくべき。    考え方７０ 
    
○ 貴審議会は、「長期増分費用モデルの見直し結果が出た後は、そのモデルの適用の是非を含め、新た
な接続料の原価算定の在り方について検討が行なわれる。」と述べておられますが、この記述の意味す
るところが若干曖昧ではないかと思われます。解釈によっては「モデルで算定した接続料のレベルが特
定事業者の経営にどの程度の影響をもたらすかを勘案したうえでモデルの適用の是非を判断すべき」と
もとられかねない記述かと懸念いたします。従いまして、この記述はこのような趣旨のものではないこ
とをご確認いただきたくお願いいたします。また、接続料の算定については今後長期増分費用方式がよ
り広範囲に亘って適用されていくべきと考えますので、新たな接続料の原価算定の在り方について検討
を行なっていく場合も長期増分費用方式をより広範囲に適用していくことを基本に検討を行なってい
くべきと考えます。この旨ご答申いただきたくお願いいたします。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

   長期増分費用モデルを見直した後に行われる新
たな接続料の原価算定方式のあり方についての検
討に当たっては、様々な要素を総合的に勘案すべき
であり、その方向性を現段階で決定づけることは適
切ではない。 

    
 意見７１ 試験サービスの提供に先立ってそのサービスに対応する接続料が設定されるべき。    再意見７１ 接続約款への規定は本格的なサー

ビスの開始を目途に行う。なお、試験期
間中でも協議は実施する。 

 考え方７１ 

    
○ 弊社といたしましては、東西ＮＴＴが試験サービスにより新サービスを提供する場合には、その試験
サービスの提供（本格サービスの提供ではなく）に先立ってそのサービスに対応する接続料が設定され
るべきと考えております。しかしながら、本草案の記述を見ると、これが明確にされていないように思
われます。また、脚注 26 で言及されている東西ＮＴＴ宛の指導文書においてもこれが明確にされてい
ないように思われます。本格サービス提供時に接続料を設定すればよいということであれば、東西ＮＴ
Ｔは新サービスについてはすべて試験サービス期間を設けることにより常に一年程度は他の事業者を
競争から排除したまま独占的にサービス提供が可能となってしまいます。従いまして、貴審議会におか
れては、試験サービスか本格サービスかに関わらず東西ＮＴＴはサービスの提供に先立ってそのサービ
スに対応する接続料を設定すべきことをご答申いただきたくお願いいたします。 

 （Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ） 
 

 ○ 試験サービスについては、電気通信事業法施行規
則第１９条の２第３号または同第２１条の２第２
号ホに定められており、「利用者の範囲及び期間を
限定して」提供することとされております。 
 接続約款に規定のない指定電気通信設備による
新たな機能を利用して提供する利用者向けサービ
スについては、試験サービス期間中に当該サービ
スの受容性及び利用環境の把握、ＮＷ輻輳等の影
響の確認、収容設計・伝送品質等の検証を行うた
め、その諸条件の検証が十分になされた後でなけ
れば具体的な接続条件等について接続約款に定め
ることは困難であることから、本格的な利用者向
けサービスの開始と遅くともほぼ同時期に、その
指定電気通信設備の新たな機能の利用に関し必要
となる条件を設定し、これを接続約款に定めるよ
う努めることとしております。 
 なお、他事業者からの接続要望があれば、試験
サービス期間中であっても、アンバンドル提供の
協議を実施し、具体的な接続条件等について協議
が整い次第アンバンドル提供を行う考えです。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

 電気通信事業法施行規則第２１条の２第２号ホ
の「利用者の範囲及び期間を限定して試験的に提供
する電気通信役務」（所謂試験サービス）にあたっ
て利用する機能は、同役務の提供が継続されない可
能性もあり、必ずしもその内容や原価が確定的でな
い。しかし、その接続条件の設定が遅れることは公
正競争条件確保の観点から問題があることも事実
であり、暫定的なものであっても、当該役務の提供
とほぼ同時期にはこれを設定することが望まれる。 
 試験サービスとして事実上の商用サービスが提
供されることのないよう、短期間・利用者限定での
提供が厳格になされる必要がある。 

    
 意見７２ 光ファイバの接続料については、予備芯線を除いた芯線数等で接続料を算定している等に

より問題がある。 
   再意見７２ 予備芯線は接続料の原価に含まれ

ている。保守等は２４時間対応してい
る。 

 考え方７２ 

   光ファイバ設備の接続料は予備芯線の費用も含 
○ また、ＮＴＴ東西のこれまでの接続料算定方法では、回線数や芯線数、トラヒック数などを基準に算
定されていますが、接続事業者への条件とＮＴＴ東西の利用分の条件が異なっているのではないかと考
えます。例えば、光ファイバの接続料については、予備芯線を除いた芯線数等で接続料を算定している

 ○ 光ファイバの料金は、加入者回線として用いてい
ない予備芯線（故障時の応急復旧用を含む全ての
空き芯線）を含む全ての芯線コストを加入者回線

めて算定されている。 
 又、保守等の２４時間対応については接続事業者
の要望により自社における扱いと不公平にならな
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にもかかわらず、ＮＴＴ東西は自社のサービス提供用に予備芯線を確保しており予備芯線はＮＴＴ東西
しか使用できないため、いわばＮＴＴ東西は無料で予備芯線を使用しているのが現状となっていいま
す。また、局間ファイバの保守を接続事業者に対しては「２４時間故障修理をしない」としているのに、
ＮＴＴ東日本で利用する場合には「２４時間故障修理をしている」などの違いが見受けられます。この
ように利用条件および接続事業者との公正競争条件について疑問を抱かざるをえません。したがいまし
て、ＮＴＴ東西の利用部門の利用実態についても接続事業者と同等の扱いが行われているかどうかを厳
重に監視し、接続事業者は接続料に見合った内容を享受できているのかどうかについて公平性を確保す
る必要があると考えます。答申案 P.29 の図に「接続料は基本的に同一」との記載がありますが、付け
区分けて「接続料に見合う接続内容も基本的に同一」になるよう強く要望いたします。 

 （イー・アクセス） 
 

として提供している芯線で賄う料金算定を行なっ
ております。従って、予備芯線のコストは、弊社
も他事業者も使用する芯線数に応じたコスト負担
をしており、弊社のみが負担している訳ではあり
ません。 
 故障時の応急復旧用として一定数確保している
芯線については、加入者回線を利用する全事業者
（弊社を含む）に対して、故障時の応急復旧用に
提供されるものであり、公平な利用がなされます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 
○ 現在の加入者線の保守は、基本的に、故障受付は
２４時間対応で、故障修理は営業時間内での対応
を行っており、今回の光信号端末回線伝送機能の
接続料は、その保守レベルに対応したものであり
ます。 
 ２４時間の故障修理対応については、実際の故
障発生状況等を注視しながら、今後検討していく
考えです。 
 現在の中継伝送路は基本的に２４時間保守を行
っており、他事業者へ提供する中継ダークファイ
バについても既存の保守体制で対応可能であるこ
とから、同様の２４時間保守を実施する考えです。 
 詳細な保守運用内容については、事業者間協議
のなかで説明させていただきます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

いようになされる必要がある。 

    
 意見７３ Ｂフレッツに関して、事前の技術開示に誤りがあった。    再意見７３ 今後誤った情報を伝えることのな

いよう励行する。 
 考え方７３ 

    
○ ＮＴＴ東日本は、「光ＩＰ接続（Ｂフレッツ）サービス」を平成１３年７月から本格サービス開始予
定ですが、弊社はＧＣ局内での相互接続を要望しており、平成１３年２月より３回にわたって打合せ等
を行ってきました。打合せで最も重要だった情報が、技術的インターフェースでしたが、ＮＴＴ東日本
は、平成１３年３月１８日の時点ですら「Ｂフレッツベーシックタイプ」の局内装置のインターフェー
スが確定しておらず、また、平成１３年５月２４日になって「前回、５月１８日の打合せにおきまして、
Ｂフレッツファミリータイプで用いる局内装置については、現在の試験サービスで用いている装置と同
様であり、接続のインターフェースについても同様に１０ＢＡＳＥ－Ｔと申し上げましたが、その後、
社内にて再度確認いたしましたところ、本格サービスとしてのＢフレッツファミリータイプの提供にあ
たりましては、基本的に用いる装置は同じですが、装置のもっている接続のインターフェースは１００
ＢＡＳＥ－ＴＸに変更になるということが判明しました」と相互接続に最も重要な局内装置のインター
フェースを直前になって変更するなど、事前の技術開示が非常に不十分です。 

 （イー・アクセス） 
 

 ○ 平成 13 年 3 月 18 日の時点ですら「Bフレッツベ
ーシックタイプ」の局内装置のインタフェースが
確定していなかったとのご指摘ですが、弊社が「B
フレッツサービス」（本格サービス）に関する他事
業者向けの説明会を実施いたしましたのは、 4 月
16 日および 18日であり、3月 18日の時点ではイ
ー・アクセス様とは試験サービスの収容局接続メ
ニューにおける接続インタフェースに関する協議
をしており、試験サービスの接続インタフェース
に関しては、本格サービス時に変更する可能性が
ある接続インタフェースとしてご説明差し上げて
おります。 
 イー・アクセス殿との本格サービスにおける収
容局での接続に関する協議は、4月 23日、5月 18
日と 2 回行い、ベーシックタイプ、マンションタ
イプ、ファミリータイプの 3 種類の接続インタフ
ェースについて説明いたしました。5月 18 日に接
続点のインタフェースの情報として、ベーシック、
マンションの２タイプについては正しい情報をお
伝えしましたが、ファミリータイプのインタフェ
ースについては、試験サービス時と同様と思い込
み誤った情報をお知らせしてしまいました。その

平成１３年５月１５日の接続約款変更の認可申
請において、局内装置のインタフェースは既に１０
０Ｂａｓｅ－ＴＸになっており、正確な情報提供の
励行が望まれる。 
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後誤りに気づき、早速ご説明後一週間以内の 5 月
24 日に訂正させていただいた次第です。 
 今後誤った情報をお伝えすることの無いよう、
正確な情報提供の励行に努める所存です。 

 （ＮＴＴ東日本） 
 

    
 意見７４ Ｂフレッツに用いる設備との接続について、ＮＴＴ東日本による反競争的ともとられかね

ないような行為が見受けられる。 
   再意見７４ Ｂフレッツのメディアコンバータ

方式については収容局接続メニューを
設定する考えはない。 

 考え方７４ 

    
○ インターフェースが決まらなければ事前調査申込書すら提出できません。弊社はＮＴＴ東日本から
「Ｂフレッツファミリータイプ」の局内装置のインターフェース変更があった翌日（平成１３年５月２
５日）すぐに事前調査申込書を提出しておりますが、ＮＴＴ東日本が接続条件の設定をするのは、Ｂフ
レッツサービスの開始に大幅に遅れる見通しです。ＮＴＴ東日本と全く同じインターフェースで同じ接
続点で接続するため、設備の改造など一切かからないのですが、それでも、ＮＴＴ東日本によれば事前
調査は約１ヶ月程度かかる予定とのことでした。一方で、ＮＴＴ東日本が地域ＩＰ網を介した相互接続
（フレッツＡＤＳＬおよびＢフレッツ）の場合は非常に多数の接続事業者に対して１～２週間で事前調
査の回答をしており、相互接続に関して恣意的な運用を行っているのではないかとの懸念を抱かざるを
得ません。総務省より平成１３年１月３１日に「指定電気通信設備を設置する事業者においては、自社
のサービス開始より前に、或いは少なくともほぼ同時期に接続条件の設定を行うよう努めるべきであ
る」と行政指導が行われたばかりですが、指定電気通信設備である「Ｂフレッツ」とのＧＣ局接続で現
在、ＮＴＴ東日本による反競争的ともとられかねないような行為が見受けられます。ＮＴＴ東日本は光
ファイバの接続算定において、平成１９年度には平成１１年度の実に約２２倍もの需要を想定してお
り、そのうち何割かは接続事業者の利用分も見込まれていることとは思いますが、現状のようなＮＴＴ
 東日本の相互接続の対応では到底達成することはできない目標と考えます。 
したがいまして、指定電気通信設備との相互接続に関る事前の技術開示および接続料金の設定に関し
て、公平性を確保していただけるよう迅速な対応を強く要望いたします。 

 （イー・アクセス） 
 

 ○ 事前調査期間につきましては接続約款に基づき
一般的な目安としてお伝えしたものであり、１ヶ
月にとらわれることなく、鋭意調査を進め結果が
取りまとまり次第直ちに回答するという点につき
ましては、いずれのお申込みにつきましても全く
同様です。 
 弊社は、 「接続ルールの見直しについて」答申
案（平成１３年５月１８日）を受け、現在試験提
供中の「光・ＩＰ通信網サービス（仮称）」の本格
提供に先立ち、加入者光ファイバをシェアリング
して使用する最大１０Ｍｂ/ｓのシェアドアクセ
ス方式を利用する光アクセスラインの収容局接続
メニューを電気通信事業者向けに提供することと
し、平成１３年６月１１日にその接続料金等の提
供条件について認可申請を行っております。 
 なお、ベーシックタイプ・マンションタイプに
用いるメディアコンバータ方式については、① 
既にアンバンドル提供している光ファイバと市販
装置であるメディアコンバータおよびＳＷＨＵＢ
を組み合わせて、現在でも他事業者にて容易にサ
ービス提供が可能であり、サービス提供の同等性
が確保されていること、また②メディアコンバー
タおよびＳＷＨＵＢは技術革新の激しい分野の機
器であり、他事業者の継続利用が受けられない場
合の設備リスクをＮＴＴのみが負うこととなるこ
とから、あらかじめ接続約款に収容局接続メニュ
ーを設定する考えはありません。 
 仮に、ダークファイバとメディアコンバータを
セットで接続を要望される場合には、メディアコ
ンバータについては、設備リスクを回避する提供
条件（最低利用期間の設定等）を設定する考えで
す。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

ＮＴＴ東日本・西日本はシェアリングタイプを除
いてＢフレッツの提供に用いる設備をアンバンド
ルした接続料の設定を行わない等、光ファイバ網の
オープン化に積極的であるとはいえず、総務省より
そのオープン化を早急に求める必要がある。 

    
 意見７５ フレッツＡＤＳＬに関して、接続料が利用者料金を上回っている。    再意見７５ サービス全体として接続料の水準

は利用者料金の水準を下回っている。 
 考え方７５ 

    
○ 第３節―６の図表１８においては利用者料金向け料金と接続料の比較があり、あたかも接続料が下回
っているかに見えるが、料金個々に見た場合にその実感はない。それは①NTT 殿の利用者料金の根拠と
なる項目・内訳が不明であって何が包含されているのかが不明である。②例えば ルーティング伝送機
能（５月１５日申請）のようにフレッツ ADSL では 800 円/1.5M と低額であるのに対し、54800/1.5M と

 ○ 利用者向け料金はサービス開始時に予想される
原価と需要を基に算定するのに対し、接続料は毎
年の接続会計実績等をベースに把握したコスト
や、実績の需要等を基に算定するなど算定方法が

図表で示されている利用者向け料金と接続料の
水準の比較では個々の料金体系まで亘った比較は
していない。ルーティング伝送機能に関して、「８
００円」は１利用者当たりの利用者向け料金（但し
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いう高額な接続料となっており、実際とは乖離していると考えざるを得ない。 
 （大阪めたりっく通信） 
 

異なり、また料金体系も異なるところではありま
すが、サービス全体としては、接続料の水準が利
用者向け料金の水準を下回っており、問題ないも
のと考えます。 
 なお、例示されているルーティング伝送機能の
料金額（５４，８００円）はユーザ単位の接続料
ではなく、ポート単位の接続料を１．５Ｍ換算（８
７７，８４０円÷（２４Ｍｂ/ｓ÷１．５Mｂ/ｓ））
したものであります。 
 また、フレッツＡＤＳＬの８００円という金額
についても販売費用を含む利用者向け料金のフレ
ッツＡＤＳＬとＡＤＳＬ接続サービスの差分を指
していると考えられ（次ページ（参考）参照）、地
域ＩＰ網部分（ルーティング伝送機能相当）の料
金相当を正確に表しているものではないため、こ
れらの数値を比較して、ルーティング伝送機能の
接続料と利用者向け料金との検証を行うことは意
味がないと考えます。 

（参考） 
｢ﾌﾚｯﾂ ADSL(4,600 円）｣と「ADSL 接続ｻｰﾋﾞｽ(3,800
円)｣の差額 800 円は、利用者向け料金には営業費
を含む上、上図のとおり「事業者振分装置」分が
正確に対応していないため、地域 IP網の料金とは
一致しません。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

実際には「８００円＋振分装置相当額」）であるの
に対して、「５４，８００円」はポート１．５Ｍｂ
ｐｓあたりの接続料であり、比較のベースが異なっ
ている。 

    
 意見７６ 電力設備等の費用の見込み等が議論になっている。    再意見７６ 電力費用等は個別に算定してい

る。 
 考え方７６ 

    
○ 第７節―２のコロケーション負担額は、表記の建物等については一定の方向が見えてきたが、電力設電力設電力設電力設
備、空調設備、共通利用設備や共通スペースの占有度等につい備、空調設備、共通利用設備や共通スペースの占有度等につい備、空調設備、共通利用設備や共通スペースの占有度等につい備、空調設備、共通利用設備や共通スペースの占有度等については、答申の主旨に沿った運用とは言いては、答申の主旨に沿った運用とは言いては、答申の主旨に沿った運用とは言いては、答申の主旨に沿った運用とは言い
難く費用面で、これらの見込み・算定方法が議論の対象となっている。難く費用面で、これらの見込み・算定方法が議論の対象となっている。難く費用面で、これらの見込み・算定方法が議論の対象となっている。難く費用面で、これらの見込み・算定方法が議論の対象となっている。したがって 現在の約款に示さ
れている算出根拠が不明で、事業者間にも不均衡が生じているとの疑念をもつ負担額の算出とするので
はなく、例えば DSLAM 等実績があるものは架別の費用を明示する等 第三者にも明確であるものとする
ことを提案する。さらに共通利用設備や共通スペースは基本的な接続機能の一つとして整理し、サービ
ス事業毎・ビルごと設備設置により明確にすべきものと考える。 

 （大阪めたりっく通信） 
 

 ○ コロケーションに係る電力・空調費用の算定につ
いては、他事業者の設置する設備毎に必要な電力
量（発熱量）に応じて、個別に算定を行っており
ます。 
 コロケーション実績があるものの架別の負担額
については、設置を要望される設備の大きさ・使
用電力等が区々であるため、単純な比較は困難で
あると考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

電力設備等については費用負担額の見通しがつ
きがたいものとなっており、できる限り具体的な額
が早期に接続事業者に対して提示されるようにす
る必要がある。 
又、その負担額の算定方法と電力設備の稼動との
関係等明らかでない点も多く、総務省においてＮＴ
Ｔ東日本・西日本に算定の詳細について報告を求め
ることを要望する。本答申本文の第Ⅶ章には、新し
く「５」として、次の文章を加えることとする。 
 

「５ 電力設備に関する負担額の算定方法 
 
 指定電気通信設備との接続に際して、接続事業者
の費用負担において、電力設備に関する負担額につ
き、その算定方法が不分明であり、額自体も高額で
あるとの指摘がなされてきている。負担額の算定方
法と電力設備の稼動との関係等明らかでない点も
多く、総務省において指定電気通信設備設置事業者
に算定の詳細について報告を求めることが要望さ
れる。                   」 
 

    
 意見７７ コロケーション費用におけるイコールフッティングを強く要望。    考え方７７ 
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○ NTT の利用者料金に占めるコロケーション費用相当分も明確にし、第Ⅱ章第３節―２に示すごとく 
接続事業者と指定電気通信設備所有の事業者とのイコールフィッティングを強く要望するものである 
 （大阪めたりっく通信） 
 

  コロケーションの費用については、ＮＴＴ東日
本・西日本の利用者料金で採られていたのと同じ簿
価ベースで算定されている。 

    
 意見７８ 意見招請に関しては最低３０日間、又可能であるなら６０日間の期間を設けるべき。    考え方７８ 
    
○ 米国は考慮されている政策変更を公に知らしめ、関係各方面の意見を募集するという同省の努力を注
目するとともに、評価します。しかしながら、私たちが何度も申し上げているとおり、このような短い
期限（今回は 2週間）では、手続きへの全ての人の参加は制限され、日本政府には果たして関係者の考
えを完全に聞いて頂けるものか、疑問を生じるものです。関係各所からの意見を完全に聞き取ることの
複雑さと重要性を鑑み、この期限は不適切であり、延長されるべきであります。私たちは、日本政府に
対し、将来の政策提言については、関係者が意味ある意見を準備するため十分な時間を与えられるよう
求めるとともに、最低 30日間、また可能であるなら 60日間の期限を設けるよう提言いたします。 

  米国は答申案に対しコメントできる機会を得たことを感謝いたします。しかしながら、これらの案件
は複雑であり、二週間というとても短い期限ではこれらの案件を完全に探求するには不十分であったこ
とが残念です。将来的には、日本政府は期限を最低 30日間保証すべきであり、可能であれば 60日間に
延長すべきで、パブリックコメント手続きにも沿う方法でコメントをさせるべきです。また、コメント
募集の通知は速やかにホームページに掲載していただけるよう、要請いたします。 

（米国大使館） 
 

   本答申（草案）について、意見招請は第１回（平
成１３年５月１８日～６月４日：１８日間）、第２
回（同６月８日～６月２２日：１５日間）併せて３
３日間の期間を設けて行ったところであるが、今後
共十分な期間を設けられるよう努めていくことと
する。 
なお、本審議会における「電気通信事業法の一部
を改正する法律（平成９年法律第９７号）附則第１
５条を踏まえた接続ルールの見直しについて」の審
議に関しては、平成１２年１０月１０日から２３
日、１１月１７日から１２月４日、１３年１月１８
日から２月９日、２月２２日から３月２日にも意見
招請が行われ、期間は総計で９７日間に及んでい
る。 

    
 意見７９ 審議会がアンバンドル化された光ファイバの料金を導き出した方法は不明確。    考え方７９ 
    
○ 審議会は、アンバンドル化された光ファイバーに対し料金の大幅な引き下げ提案を行っており、それ
は賞賛に値します。しかしながら、これらの料金は 20年間一芯 2ドル/メートルのＩＲＵが普通である
米国標準から見ると依然高いものであります。（参照：www.telekomnet.com/writer_allan/7-20-00_dar
kfiber_faq.asp）。審議会がこれらの料金を導き出した方法は依然として不明確で、NTT 東西がファイバ
ーに用いるべき方法は、より透明でコストに基づく方式によるものであるべきと私たちは考えていま
す。 

 （米国大使館） 
 

  本答申では光ファイバ設備に係る接続料の算定
は行っていない。 

    
 意見８０ ＮＴＴ東日本・西日本の屋内配線のアンバンドルについて要望する。    再意見８０ 既設の屋内配線は接続約款に基づ

き提供する。 
 考え方８０ 

    
○ 光ファイバの接続義務について、第 1次答申では、上記のような考え方となっていますが、ＮＴＴ東
西がＢフレッツの商用サービスを開始すれば、ユーザに対して端末系光ファイバを利用して同様のサー
ビスを提供する形態での接続要望がでてくると思われます。その際に、公正競争条件が担保されるよう
に、下記の点についても明確化していただきますよう要望いたします。 
①屋内配線の取り扱いの明確化 
ＮＴＴ東西がすでに屋内配線を設置しており、空き芯線がある場合はアンバンドルの対象設備とす

ることを要望いたします。 
ＮＴＴ東西が屋内配線を設置していない場合、Ｂフレッツでのユーザからの要望に対する取り扱い

と他事業者からの引き込み要望と同等の取り扱いをすることを要望いたします。 
 （イー・アクセス） 
 

 ○ 光信号端末回線伝送機能とあわせて、弊社が既に
屋内配線を設置しており空き芯線がある場合は、
接続約款に基づき提供する考えです。 
 しかしながら、弊社が屋内配線を設置していな
い場合については、 
①屋内配線は、端末設備として基本的にはお客様
にご用意頂くことととしていること 
②敷設に当たっての諸条件は弊社と他事業者では
同等と考えられること 
 等の理由により、弊社が他事業者のために屋内
配線を敷設してまで提供する義務はないものと考
えます。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事
業者が現に設置している屋内配線の提供について
は、既に平成１３年４月の電気通信事業法施行規則
の一部を改正する省令（平成１３年４月６日総務省
令第５９号）により利用条件を接続約款に規定すべ
きことが定められている。 

    

http://www.telekomnet.com/writer_allan/7-20-00_darkfiber_faq.asp
http://www.telekomnet.com/writer_allan/7-20-00_darkfiber_faq.asp
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 意見８１ ＮＴＴ東日本・西日本が何を保守用・予備芯線と捉えるかを明らかにし、光ファイバ設備
の提供につき恣意的な運用が行われないようにすべき。 

   再意見８１ 保守用・予備芯線は他の目的に流
用しない。 

 考え方８１ 

   光ファイバ設備との接続の請求に対しては、恣意 
○②保守用芯線・予備芯線の取り扱いの明確化 
保守用や予備芯線の運用方針があいまいであれば、例えば他事業者の要望に対して空き芯がないと拒
絶しつつ、Ｂフレッツユーザに対してはこれらの芯線を流用するような恣意的な運用がおこなわれる懸
念があります。保守用芯線・予備芯線の考え方及び実態を開示し、自らのサービスに対し便宜を図るな
どの恣意的な運用を禁止することを要望いたします。 

 （イー・アクセス） 

 ○ 保守用芯線、故障予備芯線については、他事業者
や弊社に係わらず、共用の保守・故障対応用の芯
線として光ファイバ設備の支障移転や故障時等に
使用されるものであり、当該芯線を他の目的に流
用することはありません。 
 なお、既に、中継光ファイバ設備に関して弊社
が提供可能な芯線数については wｗｗにて情報開
示されており、加入光ファイバ設備の設置状況に
ついてもエリア単位で、順次、情報開示させてい
ただいております。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

的な遅延等が生じないよう、適正な手続が採られる
必要がある。これについては、電気通信事業法及び
接続料規則の一部を改正する省令（平成１３年６月
８日総務省令第８５号）により所要の手続が接続約
款に規定されることとされており、その中で適正な
手続が定められる必要がある。 
 又、手続等の同等性を確保するため、光ファイバ
設備の利用・接続について社内外で様式と手続を同
一のものとし、利用の申込の先後が透明に判断出来
るよう、ルール整備をすることが有用と考えられ
る。 

    従って、本答申本文の第Ⅶ章に新しく「２」とし
て、次の文章を加えることとする。 
 
「２ 光ファイバ設備の利用に係る手続等の内外
無差別適用 

 
（１） 光ファイバ設備との接続等、その利用につい

ては、手続の運用によっては接続事業者に対
する対応において不当な遅延が生じる等の
事態が生じかねない。 

（２） 所要の手続等については、既に電気通信事業
法及び接続料規則の一部を改正する省令（平
成１３年６月８日総務省令第８５号）によっ
て整備されることとなっているが、その適用
において内外の同等性がこれによって担保
されたとは言えない。 

（３） これを改善するために、光ファイバ設備の利
用・接続について、指定電気通信設備を設置
する事業者の社内における手続や様式を接
続事業者のものと同一とし、利用の申込の先
後が透明に判断出来るようルール整備を行
う必要がある。          」 

 
    
 意見８２ 固定発携帯着と携帯発固定着の料金格差の是正に向けて、文書指導後の状況を注視し、措

置することを要望。 
   再意見８２（意見８２同旨）  考え方８２ 

   移動体通信事業者の料金の改善については、平成 
○１．現状 
固定発携帯着には、ＮＴＴ地域発信のものだけでなく、当社の直収サービス※１ユーザ等から携帯へ
発信するものがあり、いずれも料金設定は携帯事業者が行っています。 
平成１１年度における市場規模は７，０００～８，０００億円と推計され、国際電話市場（２，５５
０億円）の約３倍の規模になっています。 
一部の事業者を除き、依然として固定発携帯着は携帯発固定着の料金と比較して２倍程度の格差があ
ります。（参考１〔略〕参照） 
 

 ○ 前回の意見招請で述べさせて頂いたとおり、事業
形態が複合化する通信業界における公正競争の確
保、及び弊社直収サービスユーザの利便性確保の
観点から、固定発携帯着の料金に問題があると考
えております。 
 固定発携帯着料金の是正については、情報通信
審議会の第一次答申において「今後携帯電話事業
者において、固定電話発信・携帯電話着信の料金 

１３年２月６日に文書指導が行われており、これを
受けた措置につき注視する必要がある。 

２．市場特性 
固定側のユーザはどの携帯事業者に発信しているかわからないことが多く、携帯事業者側に競争イン
センティブが働きにくく、行政による値下げ指導に示されるように競争が十分機能していないものと思
われます。 

 を引き下げる方向で是正していくことが必要と考
えられる。」とされ、これを受けて総務省は文書指
導を行っていますが、具体的内容の公表を行って
おりません。情報通信審議会の第二次答申におい
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固定事業者側が料金設定を行っている英国においても、Ｏｆｔｅｌによる料金是正の取組みが行われ
ています。（参考２〔略〕参照） 

 

ては、総務省により行われた具体的な指導内容等
を盛り込み、総務省による取組みを明らかにして
頂くことを要望します。 

３．当社から見た問題点 
○ 公正競争上の問題 
中継系事業者と携帯事業者の合併・系列化・提携、サービスのパッケージ化等の動きの中で、競争

が十分機能していない市場の存在は、公正な競争を歪めるおそれがあります。 
   固定発携帯着は市場の規模も大きく、通信市場全体に与える影響も小さくありません 
○ 利用者利便確保上の問題 
 一部の携帯事業者が設定する料金を除き発着料金が非対称で、当社の直収ユーザが負担する料金が
割高となっていることから、利用者利便を損ねています。 
 

  （ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 
○ 昨年から弊社の接続料金に LRIC が導入され、接
続される他事業者の負担が大幅に軽減され、固定
電話の市内通話等も値下げてきていることを考慮
すれば、固定電話利用者のサービス性向上のため
にも、携帯事業者様が設定する固定発携帯着の利
用者向け料金も更に低廉化されることが期待され
ます。 

 

４．当社の要望 
 公正競争と利用者利便の確保の観点から、文書指導後の状況を注視し、料金格差是正に向けて的確で
迅速な措置を要望します。 

  措置を講ずるにあたっては、透明性の確保を要望します。 
（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

  （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 

 

     
 意見８３ 接続ルールの運用につき、監視が必要。    再意見８３（意見８３同旨）  考え方８３ 
    
○ 基本ルールの見直しにおいて、“ISDN から電話への同番移行”事件から数件の指導・省令整備が行わ
れているものの 依然として、ルールの無視・曲解から接続事業者からの是正要望があること、公正取引
委員会からの警告があること、不公正・不自然・不可思議という巷間の声もあることから、常設の第三者
機関による監視が必要と考える。 
 （大阪めたりっく通信） 
 

 ○ 基本的な趣旨について，賛同いたします． 
 公正競争の担保のため，NTT エンドユーザ向け
サービスは，新興事業者と同一の条件で利用でき
るべきです．これを阻害する事例については，早
急な指導の発出，是正勧告などの措置が取られる
ことを強く要望します． 
 その具体的な方法については，大阪めたりっく
社が要望する「第三者機関」に限らず，情報通信
審議会における方法のほか，電気通信事業法第 96
 条の 2 の規定による意見の申出手続を二種事業
者が積極的に活用できるような施策を充実させる
などの方法が検討されるべきと思います． 
（ＥｄｉｔＮｅｔ） 
 

接続に関する紛争処理については、第Ⅱ章第１節
２に述べるように総務大臣による命令や裁定の手
続が従来より設けられている。これに加えて、電気
通信事業法等の一部を改正する法律により斡旋・仲
裁を行う機関として電気通信事業紛争処理委員会
が設立されることになっており、接続ルールの適正
な運用の確保につき、引き続き迅速且つ的確な対応
がなされていく必要がある。 

    
 意見８４ 携帯電話事業者と固定通信事業者との間の料金設定権の整理について、付加価値サービス

の場合は一般呼の場合とは異なることを明示して欲しい。 
   再意見８４（意見８４同旨）  考え方８４ 

   料金設定権の所在は基本的に事業者間協議結果 
○１．サービス接続の現状 
サービス接続とは、ＳＣＰ※１を用いた付加価値サービスを提供するために他事業者と接続するもの
で、当該サービスはマイライン登録の対象外となっています。（例：ＶＰＮ・フリーダイヤル・ナビダ
イヤル・テレドーム等） 
固定発固定着においては、郵政省によるＶＰＮ接続命令（平成６年１２月２８日）で、ＳＣＰを利用
するサービスについてＳＣＰ事業者が料金設定できることと整理されております。 
当社サービスの携帯網との接続については、サービス毎に携帯事業者と協議していますが、一般呼に
関する料金設定権への波及を懸念することもあって、当社が料金設定を行うことに対する携帯事業者側
の抵抗が強く、協議が長期化する傾向があります。 
「創意工夫により情報通信の多様なサービスを提供する」ためには、合計で６，２００万加入（Ｈ１
３．４末現在）まで普及している携帯各社の網との接続は不可欠です。 
※１： Service Control Point 高度サービスを支える通信基盤であり、番号変換機能・接続制御機能・
課金制御機能等を有する 

 

 ○ ＮＴＴｃｏｍの意見に賛成いたします。 
 今後、ＶoＩＰ及びサービスの統合などでサービ
ス接続がますます発達していくと考えますので、
料金設定は柔軟に行えるよう強く要望いたしま
す。 
（イー・アクセス） 
 

が尊重される。 
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２．当社の要望 
料金設定権協議における摩擦を緩和するために、サービス接続と一般呼接続の料金設定権の整理はそ
れぞれ独立したものであることを、答申の中で明確に示して頂くようお願いします。これによりサービ
ス接続協議の円滑化が図られるものと考えます。 

   

  なお、サービス接続に関する当社の考え方は次のとおりです。 
  ・付加価値をつけたサービスを開発した事業者によるエンドエンド料金設定が実現されるべき。 
  ・特段の理由がない限り、固定網と携帯網で料金設定の方法は同一としたい。 

   

  （理由） 
コストをかけて開発した自社サービスの料金をコントロールでき、メニューの多様化・柔軟な料金適
用が可能となることで、ユーザ利便の向上につながる。また、ユーザから見てわかりやすい。 

 （ＮＴＴコミュニケーションズ） 
 

   

    
 意見８５ ソフトウェア開発期間（１８ヶ月以内）も短縮すべき。    再意見８５ ソフトウェア開発期間の短縮には

努力する。 
 考え方８５ 

    
○２．ソフトウェア開発着手後の「１８ヶ月以内」の短縮 
  期間全体についての短縮の検討について 
  ソフトウェア開発着手から提供開始までの期間（「ソフトウェア開発着手から提供開始までの期間（「ソフトウェア開発着手から提供開始までの期間（「ソフトウェア開発着手から提供開始までの期間（「18181818 ヶ月以内」）についても、短縮すべきと考えます。ヶ月以内」）についても、短縮すべきと考えます。ヶ月以内」）についても、短縮すべきと考えます。ヶ月以内」）についても、短縮すべきと考えます。
     
公表からソフトウェア開発着手までの 200 日間についての議論だけではなく、ソフトウェア開発着手
後の期間を含めた、全体の期間について短縮を検討することにより、早期のサービス提供を実現すべき
と考えます。（Ｐ．32 参照） 

 （２）ソフトウェア開発について 
  ソフトウェア開発から提供開始までの「１８ヶ月以内」の期間短縮について、ＮＴＴ東西地域会社側
の努力が十分であるとは考えにくいのが現状であります。 

  従って、今後において、主に以下の２点について継続的に議論する必要があると考えます。    
  

Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．    ソフトウェアの規模等に応じて、可能な限り開発期間の短縮をはかるソフトウェアの規模等に応じて、可能な限り開発期間の短縮をはかるソフトウェアの規模等に応じて、可能な限り開発期間の短縮をはかるソフトウェアの規模等に応じて、可能な限り開発期間の短縮をはかる    
Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．    ソフトウェア開発の受託先を複数にすることで競争促進をはかソフトウェア開発の受託先を複数にすることで競争促進をはかソフトウェア開発の受託先を複数にすることで競争促進をはかソフトウェア開発の受託先を複数にすることで競争促進をはかるるるる    
＊ソフトウェア開発の委託先については、ＮＴＴコムウェアだけでなく、ＮＴＴ東西地域会社とソフトウェア開発の委託先については、ＮＴＴコムウェアだけでなく、ＮＴＴ東西地域会社とソフトウェア開発の委託先については、ＮＴＴコムウェアだけでなく、ＮＴＴ東西地域会社とソフトウェア開発の委託先については、ＮＴＴコムウェアだけでなく、ＮＴＴ東西地域会社と
の資本関係の有無に関わらず、他社にも委託すべきと考えます。の資本関係の有無に関わらず、他社にも委託すべきと考えます。の資本関係の有無に関わらず、他社にも委託すべきと考えます。の資本関係の有無に関わらず、他社にも委託すべきと考えます。    
例えば入札制等により、業者間の競争促進をはかり、価格や期間等の面について効果を発揮すべ
きと考えます。    

 

 ○ ソフトウェア開発期間については、早期サービス
提供及び他事業者への早期機能提供に向け、平成
９年度着手分より、２４ヶ月から１８ヶ月に短縮
してきたところです。 
 ソフトウェアの開発は、要望項目毎の単独開発
ではなく、プログラム相互間の連携をはかる必要
があることから、開発効率をあげるために、他事
業者要望のみならず、弊社計画に基づく開発も含
め、接続約款に規定する期間（１８ヶ月）及び年
2 回の着手（7 月,1 月）のルールに基づき運用を
行っているものです。 
 しかしながら、ご要望に対しては、弊社並びに
他事業者とも音声系サービスの開発要望が減少
し、全体の開発量が減少している状況等により、
開発コスト低減に向けて、開発体制の縮小を図る
ことが必要となってきているところではあります
が、その体制の範囲内で開発期間を短縮する工夫
を行い、その実現に向け努力する考えです。従っ
て、開発するシステム、ソフトウェアの開発規模、
開発の容易度等により短縮可能な開発につきまし
ては、開発期間の短縮化を実施する考えです。 
 なお、個別の開発内容毎の検討は必要であるこ
とから、開発するシステム、ソフトウェアの開発
規模、容易度等により１８ヶ月間かかることもあ
り得ることを申し添えます。 
 ソフトウェア開発の委託先については、既存シ
ステムの改良・改版は、当初システム開発委託先
に委託することが効率的と考えております。新規
システムについては、機器選定を含め広く検討し、
選定しているところです。 

 （ＮＴＴ東日本・西日本） 
 
○ 一連の情報開示の位置づけについては、【別紙２】
のとおり考えており、検討のフェーズにあわせ、
順次必要な情報を開示していくものと考えており
ます。 
・装置の外販許諾、設備対応、設備調整 

接続用ソフトウェア開発に要する期間は従前よ
り長期に亘り、今回の意見招請に当たってＮＴＴ東
日本・西日本はむしろこれを理由として事業者向け
割引料金の拡大に消極的な意見を出す等、多方面に
おいて障碍となっている。 
この短期化へ向けて、ＮＴＴ東日本・西日本にお
いて、ソフトウェアの規模等に応じた期間短縮の措
置について、総務省へ報告を行うこととするよう要
望する。 
上記については、本答申本文第Ⅶ章において次の
とおり記述する。 
 
「４ 接続用ソフトウェア開発期間の短縮 
 
 ＮＴＴ東日本・西日本の指定電気通信設備との
接続において、多くの場合接続用ソフトウェアの
開発が必要となる。 

 
 従前よりこのソフトウェア開発は年２回（１月
又は７月に）着手し、開発着手後１８か月以内に
接続が行われることとされている（ＮＴＴ東日
本・西日本現行接続約款第３８条第１項（３））。 

 
 接続が円滑に行われ、新しいサービスが実現さ
れる上で、この接続用ソフトウェア開発期間の短
縮化は喫緊の課題であり、ＮＴＴ東日本・西日本
において、ソフトウェアの規模等にも考慮して期
間短縮の措置を採ることが求められる。   」 
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また、機能毎に、①NTT コムウェア、②それ以外の NTT グループ会社、③その他の業者、それぞれへ
の委託比率を示していただき、今後の改善に向けて努力すべきと考えます。 

 弊社の機能仕様を良しとした前提での、接続開
始に向けた調整事項であり、開発着手に向けた調
整事項ではないと考えます。 
・営業体制や保守体制の準備 
 接続開始＝サービス開始に向けた他事業者の社
内調整事項であり、開発着手に向けた「機能仕様」
の調整事項ではないと考えます。 
・精算処理、事務手続 
 接続に向けた種々の運用上の事業者間確認事項
で扱っている事項であり、開発着手に向けた「機
能仕様」の調整事項ではないと考えます。 
（ＮＴＴ東日本・西日本） 

  
 （ＫＤＤＩ、ＪＴ、ＴＴＮｅｔ、Ｃ＆Ｗ ＩＤＣ、ＭＣＩワールドコム、ＨＯＴｎｅｔ、ＴＯＨＫｎｅ
ｔ、ＣＴＣ、ＨＴＮｅｔ、ＣＴＮｅｔ、ＳＴＮｅｔ） 
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NTT東西地域会社と接続事業者との調整が必要な期間

　・事前協議
　・装置の外販許諾
　・営業体制や保守体制の準備
　・設備対応、設備調達
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ソフトウェア開発の委託先については、ＮＴＴ
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ず、他社にも委託し、短縮化をはかるべき

（例えば入札制等により、業者間の競争促進をはか
り、価格や期間等の面について効果を発揮すべき）

ソフトウェア開発の委託先については、ＮＴＴ
東西地域会社との資本関係の有無に関わら
ず、他社にも委託し、短縮化をはかるべき

（例えば入札制等により、業者間の競争促進をはか
り、価格や期間等の面について効果を発揮すべき）

短縮化短縮化短縮化短縮化

網
機
能
提
供

計
画
の
届
出

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

開
発
着
手

接
続
開
始

接
続
開
始

接
続
開
始

接
続
開
始

接
続
に
関
す
る
情
報
開
示

接
続
に
関
す
る
情
報
開
示

接
続
に
関
す
る
情
報
開
示

接
続
に
関
す
る
情
報
開
示

（イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
関
連
）

（イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
関
連
）

（イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
関
連
）

（イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
関
連
）

説
明
会

説
明
会

説
明
会

説
明
会

義務化義務化義務化義務化

「概ね半年～1年前」

「1ヶ月程度」
NTT東西地域会社と接続事業者との調整が必要な期間

　・接続条件
　・設備対応、設備調達
　・接続試験 　　　　　　　　等

NTT東西地域会社と接続事業者との調整が必要な期間

　・接続条件
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　・接続試験 　　　　　　　　等
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